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３．計画に基づき実施する事業  
(1) 事業の内容等 

 事業区分１：地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は設備の整備に関する事業 

 事業区分２：居宅等における医療の提供に関する事業 

 事業区分４：医療従事者の確保に関する事業 
 

事業の区分 １．地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設⼜は設備の整備に関する事業  
事業名 【No.01（医療分）】 

診療情報ネットワーク活⽤拡大事業 

【総事業費 
（計画期間の総額）】 

315,473 千円 
事業の対象となる医療介護総
合確保区域 全区域 

事業の実施主体 福岡県医師会 
事業の期間 平成 31(2019)年 4 ⽉ 1 日〜2020 年 3 ⽉ 31 日 
背景にある医療・介護ニーズ ICT 技術の活⽤により病・病、病・診連携及び多職種による情報共有を促し、

急変時をはじめとした県⺠の救急医療に関する不安の解消を図る。 

アウトカム指標︓当該ネットワークによる情報共有が可能となる在宅療養患者
等を令和元年度末までに 10,000 人まで増加させる 

事業の内容 病・病連携、病・診連携、多職種連携を目指した全県的な医療情報ネットワー
クシステムを県医師会において構築していく上で必要な整備等にかかる経費に対
して補助する。 

アウトプット指標 ・ 診療情報ネットワークを活⽤する施設数︓661（H30（2018）.3）→
781（2020.3） 

アウトカムとアウトプットの関連 県下全域で当該ネットワークが活⽤され、より広域的な病・病、病・診連携ない
しは多職種による情報共有が⾏われるようになることで、地域医療構想の達成に
向けて必要とされる医療機能の分化・連携が促進される。 

事業に要する費⽤の額 ⾦
額 

総事業費 
（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 
315,473 

基⾦充当
額 

（国費） 
における 
公⺠の別 
（注１） 

公  (千円) 

基⾦ 国（Ａ） (千円) 
210,315 

都道府県 
（Ｂ） 

(千円) 
105,158 

⺠ (千円) 
210,315 

計（Ａ＋
Ｂ） 

(千円) 
315,473 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 
(千円) その他（Ｃ） (千円) 

備考（注３）  
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事業の区分 １．地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設⼜は設備の整備に関する事業  
事業名 【No.02（医療分）】 

がん患者等医科⻭科連携整備事業 

【総事業費 
（計画期間の総額）】 

8,263 千円 
事業の対象となる医療介護総
合確保区域 全区域 

事業の実施主体 福岡県⻭科医師会 
事業の期間 平成 31(2019)年 4 ⽉ 1 日〜2020 年 3 ⽉ 31 日 
背景にある医療・介護ニーズ がん治療においては、化学療法や放射線療法により免疫⼒が低下し、口腔

内のトラブルが発⽣しやすく、治療スケジュールの変更や、治療⾃体の中止を余
儀なくされることもある。また外科⼿術前の口腔ケアが、肺炎等の術後合併症の
予防に効果がある事も知られている。 

しかし現状では、医科・⻭科その他関係職間の情報共有は不⼗分であり、治
療における多職種連携の効果は⼗分に発揮されていない。情報共有システムを
活⽤した医療体制を整備し効果的な連携を促進することで、急性期の治療期
間を短縮し、急性期病床から回復期病床への転換につながることが⾒込まれ
る。 
アウトカム指標︓ 地域医療構想において不⾜するとされる回復期病床を2025
年までに 21,123 床確保 

事業の内容 患者情報や治療内容について病院医科・⻭科と地域⻭科診療所、および関
係職（栄養士、看護師）間で共有する情報共有システムを整備し、システム
活⽤のための講習会を開催する。 

アウトプット指標 システム活⽤のための講習会 
⻭科医師会員説明会︓県内 4 地区で各 1 回開催 
多職種研修会︓1 回開催 

アウトカムとアウトプットの関連  情報共有システムの整備により、病院内の医科・⻭科間および病院と地域⻭
科診療所との連携を強化し、がん患者の療養⽣活の質の向上と退院後のスム
ーズな連携を図ることで、地域医療構想の達成に向けて必要とされる病床の機
能分化・連携を促進する。 

事業に要する費⽤の額 ⾦
額 

総事業費 
（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 
8,263 

基⾦充当
額 

（国費） 
における 
公⺠の別 
（注１） 

公  (千円) 

基⾦ 国（Ａ） (千円) 
4,429 

都道府県 
（Ｂ） 

(千円) 
2,214 

⺠ (千円) 
4,429 

計（Ａ＋
Ｂ） 

(千円) 
6,643 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 
(千円) その他（Ｃ） (千円) 

1,620 
備考（注３）  
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事業の区分 １．地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設⼜は設備の整備に関する事業  
事業名 【No.03（医療分）】 

⼩児医療機能分化・連携促進事業 

【総事業費 
（計画期間の総額）】 

143,049 千円 
事業の対象となる医療介護総
合確保区域 全区域 

事業の実施主体 福岡県（⼀部委託） 
事業の期間 平成 31(2019)年 4 ⽉ 1 日〜2020 年 3 ⽉ 31 日 
背景にある医療・介護ニーズ 地域医療構想を達成するために必要とされる⼩児医療における機能分化・連

携を促進するため、病床の安定的な運営に係る⽀援を⾏うことで⼩児医療にお
いて必要となる⾼度急性期病床の維持・確保を図るとともに、地域における連携
体制を構築することで、⾼度急性期からの退院患児を受け入れる受け皿を整備
することが急務である。 
アウトカム指標︓⼩児医療に必要となる回復期病床を 2025 年までに維持・確
保する 

事業の内容 ⼩児医療に必要となる⾼度急性期病床の維持・確保に必要となる医療機器の
購入及びその運営に対する⽀援を⾏うとともに、NICU を有する地域の医療機
関において、地域の⼩児科医等に対する NICU 退院患児研修会等を実施す
る。 

アウトプット指標 ・⼩児医療に関わる医師、看護職員等の研修会の開催及び受講者数︓年間
800 人 

・⼩児⾼度専門医療を担う病院の整備数︓1 施設 
アウトカムとアウトプットの関連 ⼗分なスタッフ数等が確保され、⼩児医療に必要となる⾼度急性期病床の安

定的な運営体制の確保が図られるとともに、地域における⼩児医療に関わる専
門職の資質向上や連携体制の構築等により、NICU 退院患児の⽀援体制の
整備が進むことで、⼩児医療における機能の分化・連携が促進される。 

事業に要する費⽤の額 ⾦
額 

総事業費 
（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 
143,049 

基⾦充当
額 

（国費） 
における 
公⺠の別 
（注１） 

公  (千円) 
34,707 

基⾦ 国（Ａ） (千円) 
64,605 

都道府県 
（Ｂ） 

(千円) 
32,303 

⺠ (千円) 
29,898 

計（Ａ＋
Ｂ） 

(千円) 
96,908 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 
(千円) 

29,898 
その他（Ｃ） (千円) 

46,141 
備考（注３）  
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事業の区分 １．地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設⼜は設備の整備に関する事業  
事業名 【No.04（医療分）】 

がん診療施設設備整備事業 

【総事業費 
（計画期間の総額）】 

417,540 千円 
事業の対象となる医療介護総
合確保区域 全区域 

事業の実施主体 各医療機関 
事業の期間 平成 31(2019)年 4 ⽉ 1 日〜2020 年 3 ⽉ 31 日 
背景にある医療・介護ニーズ がん予防の機能を担うかかりつけ医等から照会があったがんが疑われる患者に

対し、がんの診断・治療の機能を担う病院が、がんの早期発⾒、早期治療に的
確に対応できるよう、設備整備を⽀援することでがん診療機能の充実を図るとと
もにがんの医療連携を促進することにより、地域医療構想の達成に向けた病床
の機能分化・連携を促進する。 
アウトカム指標︓ 地域医療構想において不⾜するとされる回復期病床を2025
年までに 21,123 床確保する。 

事業の内容 がんの診療、治療を⾏う病院の設備整備に対する⽀援を⾏う。 
アウトプット指標 ・ 平成 31 年度整備数︓１２医療機関 
アウトカムとアウトプットの関連 がんの診断、治療にあたる医療機関の設備整備に対する補助を⾏うことによっ

て、がん診療機能の充実を図るとともに、がんの医療連携を促進することで、地
域医療構想の達成に向けて必要とされる病床の機能分化・連携が促進される。 

事業に要する費⽤の額 ⾦
額 

総事業費 
（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 
417,540 

基⾦充当
額 

（国費） 
における 
公⺠の別 
（注１） 

公  (千円) 
 

31,445 基⾦ 国（Ａ） (千円) 
92,787 

都道府県 
（Ｂ） 

(千円) 
46,393 

⺠ (千円) 
 

61,342 
計（Ａ＋
Ｂ） 

(千円) 
139,180 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 
(千円) その他（Ｃ） (千円) 

278,360 
備考（注３）  
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事業の区分 １．地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設⼜は設備の整備に関する事業  
事業名 【No.05（医療分）】 

病床機能分化・連携促進事業 

【総事業費 
（計画期間の総額）】 
1,144,635 千円 

事業の対象となる医療介護総
合確保区域 全区域 

事業の実施主体 福岡県、各病院 
事業の期間 平成 31(2019)年 4 ⽉ 1 日〜2020 年 3 ⽉ 31 日 
背景にある医療・介護ニーズ 団塊の世代が全て 75 歳以上となる 2025 年のあるべき医療提供体制を示

した地域医療構想において不⾜するとされている回復期病床を確保するため、⾼
度急性期、急性期または慢性期病床から回復期病床への機能転換を促進する
必要がある。 
アウトカム指標︓整備を⾏う機能毎の病床数（H31︓回復期 250 床） 

事業の内容 急性期や慢性期から回復期への機能転換が円滑に図られるよう協議を進め
るとともに、医療機関が病床機能を転換する際に必要となる施設及び設備の整
備等に対して助成する。 

また、地域医療構想の達成に向け、地域医療構想アドバイザーと連携し、地
域医療構想調整会議議⻑や関係者を対象とし、地域医療の現状と課題等に
ついて正しく理解してもらうための研修会を開催し、各構想区域の実情に応じた
調整会議における具体的議論の進め⽅の提示等を⾏う。 

アウトプット指標 ・ 整備を⾏う施設数︓8 施設 
・ 研修会の回数︓年４回 

アウトカムとアウトプットの関連 医療機関の円滑な病床機能転換を⽀援することで、地域医療構想達成に
向けて必要とされる回復期病床の確保が図られる。 

事業に要する費⽤の額 ⾦
額 

総事業費 
（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 
1,144,635 

基⾦充当
額 

（国費） 
における 
公⺠の別 
（注１） 

公  (千円) 

基⾦ 国（Ａ） (千円) 
393,873 

都道府県 
（Ｂ） 

(千円) 
196,937 

⺠ (千円) 

計（Ａ＋
Ｂ） 

(千円) 
590,810 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 
(千円) その他（Ｃ） (千円) 

553,825 
備考（注３）  
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事業の区分 １．地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設⼜は設備の整備に関する事業  
事業名 【No.06（医療分）】 

慢性期機能分化・連携促進事業 

【総事業費 
（計画期間の総額）】 

336,004 千円 
事業の対象となる医療介護総
合確保区域 全区域 

事業の実施主体 福岡県（委託）、各郡市区医師会 
事業の期間 平成 31(2019)年 4 ⽉ 1 日〜2020 年 3 ⽉ 31 日 
背景にある医療・介護ニーズ 構想上必要とされる回復期病床の整備を⾏うには、急性期から回復期への機

能転換のみならず、慢性期から回復期への機能転換が必要不可⽋である。 
アウトカム指標︓地域医療構想において不⾜するとされる回復期病床を 2025
年までに確保する 

事業の内容  地域医療構想の達成に向けた病床の機能分化を推進するため、慢性期から
回復期への機能転換を⾏う医療機関等が関係機関と連携するための協議・調
整、訪問医の養成等に係る研修の実施等の取組に対して⽀援を⾏うとともに、
各郡市区医師会へアドバイザーを派遣し、取組内容に関する助⾔等を⾏う。 

アウトプット指標 ・各郡市区医師会（３０地域）で連携会議や研修会を開催 
アウトカムとアウトプットの関連 関係機関との連携体制構築や研修の実施により、慢性期から回復期機能への

転換が円滑に図られ、地域医療構想達成に向けて必要とされる慢性期機能病
床が確保される。 

事業に要する費⽤の額 ⾦
額 

総事業費 
（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 
336,004 

基⾦充当
額 

（国費） 
における 
公⺠の別 
（注１） 

公  (千円) 

基⾦ 国（Ａ） (千円) 
224,003 

都道府県 
（Ｂ） 

(千円) 
112,001 

⺠ (千円) 
224,003 

計（Ａ＋
Ｂ） 

(千円) 
336,004 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 
(千円) 

23,122 
その他（Ｃ） (千円) 

備考（注３）  
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事業の区分 １．地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設⼜は設備の整備に関する事業  
事業名 

【No.07 医療分）】 
病床規模適正化⽀援事業 

【総事業費 
（計画期間の総額）】 

550,304 
千円 

事業の対象となる医療介護総
合確保区域 全区域 

事業の実施主体 各医療機関 
事業の期間 平成 31(2019)年 4 ⽉ 1 日〜2022 年 3 ⽉ 31 日 
背景にある医療・介護ニーズ 2025 年における必要病床数 65,383 床に対し、許可病床数は 71,614

床（平成 29(2017)年病床機能報告）となっており、病床規模の適正化のた
めには、過剰な病床機能の更なる転換・削減を促進していくことが必要である。 
アウトカム指標︓病床削減数（H31︓65 床） 

事業の内容 地域医療構想の達成のため、過剰となっている病床の⽤途変更など、事業の
縮⼩に必要な費⽤を⽀援することにより、病床規模の適正化を図る。 

アウトプット指標 ・ 病床削減数︓65 床（H31） 
アウトカムとアウトプットの関連 病床規模の適正化を図ることにより、将来の医療需要に対応した医療資源

の効果的かつ効率的な配置が促される。 
事業に要する費⽤の額 ⾦

額 
総事業費 
（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 
550,304 

基⾦充当
額 

（国費） 
における 
公⺠の別 
（注１） 

公  (千円) 

基⾦ 国（Ａ） (千円) 
183,435 

都道府県 
（Ｂ） 

(千円) 
91,717 

⺠ (千円) 

計（Ａ＋
Ｂ） 

(千円) 
275,152 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 
(千円) その他（Ｃ） (千円) 

275,152 
備考（注３）  

 
  



39 

 

 

事業の区分 ２．居宅等における医療の提供に関する事業 
事業名 【No.08（医療分）】 

健康⻑寿のための医療・介護の拠点づくり事業 

【総事業費 
（計画期間の総額）】 

11,500 千円 
事業の対象となる医療介護総
合確保区域 北九州区域 

事業の実施主体 北九州市 
事業の期間 平成 31(2019)年 4 ⽉ 1 日〜2020 年 3 ⽉ 31 日 
背景にある医療・介護ニーズ 北九州市は政令指定都市の中で最も⾼齢化率（27.2%〔H26.3〕）が⾼

く、今後も⾼齢者や認知症⾼齢者の増加が⾒込まれている。また、2025 年に
は⾼齢者人口の 15.9%が認知症になると試算され、全国での試算値 12.8%
に比べ⾼く、認知症本人や家族への⽀援が強く求められており、認知症⽀援や
介護予防に対する市⺠意識の向上、市⺠⾃らが取組める環境づくりが急務であ
る。 
アウトカム指標︓ 地域（地域包括単位）ごとの疾病状況及び介護状況の分
析結果に基づき、地域（地域包括単位）の特色を分析する（24 地域） 

事業の内容 KDB（医療・介護・健診）データを利⽤し、地域（地域包括単位）ごとの特
色を分析することにより、効率的な医療提供体制・介護提供体制を整える。 

アウトプット指標 KDB（医療・介護・健診）データを利⽤した分析項目数︓100 項目 
アウトカムとアウトプットの関連 KDB（医療・介護・健診）データを項目ごとに分析することにより、地域ごとの特

色が現れ、その特色を分析することで効率的な医療提供体制・介護提供体制
を構築するための基礎データとする。 

事業に要する費⽤の額 ⾦
額 

総事業費 
（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 
11,500 

基⾦充当
額 

（国費） 
における 
公⺠の別 
（注１） 

公  (千円) 
3,833 

基⾦ 国（Ａ） (千円) 
3,833 

都道府県 
（Ｂ） 

(千円) 
1,917 

⺠ (千円) 

計（Ａ＋
Ｂ） 

(千円) 
5,750 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 
(千円) その他（Ｃ） (千円) 

5,750 
備考（注３）  

 
  



40 

 

 

事業の区分 ２．居宅等における医療の提供に関する事業 
事業名 【No.09（医療分）】 

在宅医療推進のための情報集積システム開発事
業 

【総事業費 
（計画期間の総額）】 

19,841 千円 
事業の対象となる医療介護総
合確保区域 全区域 

事業の実施主体 福岡市 
事業の期間 平成 31(2019)年 4 ⽉ 1 日〜2020 年 3 ⽉ 31 日 
背景にある医療・介護ニーズ 効率的かつ効果的な医療と介護の提供に向け、医療機関が相互に、また様々

なサービス事業者と連携するための情報共有基盤の整備と、医療・介護ニーズを
タイムリーに把握するための仕組みを構築する必要がある。 
アウトカム指標︓訪問診療を受ける患者数の増加（28,001 人/⽉(H29
（2017）)→42,095 人/⽉(2023)〔在宅療養⽀援診療所等調査〕） 

事業の内容 在宅医療体制に関わる情報の収集・分析、市⺠・医療関係者への提供を⾏う
システムの拡充。 

アウトプット指標 令和元年度末までに蓄積するビッグデータ（人口・医療・介護・検診）数︓約
33 億件（H31 年 2 ⽉現在︓約 28 億 7 千万件） 

アウトカムとアウトプットの関連 システムの構築により、現状と将来ニーズが収集・分析され、より質の⾼い在宅
医療介護サービスが提供されることで、訪問診療を受ける患者数の増加を図る。 

事業に要する費⽤の額 ⾦
額 

総事業費 
（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 
19,841 

基⾦充当
額 

（国費） 
における 
公⺠の別 
（注１） 

公  (千円) 
9,921 

基⾦ 国（Ａ） (千円) 
9,921 

都道府県 
（Ｂ） 

(千円) 
4,960 

⺠ (千円) 

計（Ａ＋
Ｂ） 

(千円) 
14,881 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 
(千円) その他（Ｃ） (千円) 

4,960 
備考（注３）  
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事業の区分 ２．居宅等における医療の提供に関する事業 
事業名 【No.10（医療分）】 

デイホスピス定着促進事業 

【総事業費 
（計画期間の総額）】 

37,426 千円 
事業の対象となる医療介護総
合確保区域 全区域 

事業の実施主体 各郡市区医師会 
事業の期間 平成 31(2019)年 4 ⽉ 1 日〜2020 年 3 ⽉ 31 日 
背景にある医療・介護ニーズ 現⾏制度でカバーされない医療依存度の⾼い在宅療養患者の⽣活⽀援及び

精神的ケア並びに家族の介護負担の軽減による患者及び家族の QOL の向上
を図る。 
アウトカム指標︓訪問診療を受ける患者数の増加（28,001 人/⽉(H29
（2017）)→42,095 人/⽉(2023)〔在宅療養⽀援診療所等調査〕） 

事業の内容 若年のがん末期など、医療依存度が⾼い在宅療養患者が日中通所できる場を
開設し、療養相談や情報交換、作業療法等のサービスを提供する。 

アウトプット指標 デイホスピスを設置︓３箇所 
アウトカムとアウトプットの関連 在宅医療を希望する患者が可能な限り在宅療養⽣活を継続できるよう在宅医

療を受ける側の体制を⽀援することで、訪問診療を受ける患者数の増加を図
る。 

事業に要する費⽤の額 ⾦
額 

総事業費 
（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 
37,426 

基⾦充当
額 

（国費） 
における 
公⺠の別 
（注１） 

公  (千円) 

基⾦ 国（Ａ） (千円) 
24,951 

都道府県 
（Ｂ） 

(千円) 
12,475 

⺠ (千円) 
24,951 

計（Ａ＋
Ｂ） 

(千円) 
37,426 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 
(千円) その他（Ｃ） (千円) 

備考（注３）  
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事業の区分 ２．居宅等における医療の提供に関する事業 
事業名 【No.11（医療分）】 

福岡県在宅医療推進協議会運営事業 

【総事業費 
（計画期間の総額）】 

1,926 千円 
事業の対象となる医療介護総
合確保区域 全区域 

事業の実施主体 福岡県 
事業の期間 平成 31(2019)年 4 ⽉ 1 日〜2020 年 3 ⽉ 31 日 
背景にある医療・介護ニーズ 在宅医療に関係する医療・介護・福祉・⾏政等の関係機関等からなる協議会

において在宅医療に係る課題抽出や対応策の検討等を⾏うことによって、関係
機関等と連携を深めながら県全体として在宅医療の推進を図る。 
アウトカム指標︓訪問診療を受ける患者数の増加（28,001 人/⽉(H29
（2017）)→42,095 人/⽉(2023)〔在宅療養⽀援診療所等調査〕） 

事業の内容 県を事務局として在宅医療推進協議会を設置し、県内の在宅医療に関係する
団体と連携し、在宅医療に関する課題整理や対応策等の検討を⾏う。 

アウトプット指標 福岡県在宅医療推進協議会の開催︓年 3 回 
アウトカムとアウトプットの関連 在宅医療の関係機関等の連携を図ることによって在宅医療の提供体制を強化

し、訪問診療を受ける患者数の増加を図る。 
事業に要する費⽤の額 ⾦

額 
総事業費 
（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 
1,926 

基⾦充当
額 

（国費） 
における 
公⺠の別 
（注１） 

公  (千円) 
1,284 

基⾦ 国（Ａ） (千円) 
1,284 

都道府県 
（Ｂ） 

(千円) 
642 

⺠ (千円) 

計（Ａ＋
Ｂ） 

(千円) 
1,926 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 
(千円) その他（Ｃ） (千円) 

備考（注３）  
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事業の区分 ２．居宅等における医療の提供に関する事業 
事業名 【No.12（医療分）】 

地域在宅医療⽀援センター機能強化事業 

【総事業費 
（計画期間の総額）】 

29,719 千円 
事業の対象となる医療介護総
合確保区域 全区域 

事業の実施主体 福岡県 
事業の期間 平成 31(2019)年 4 ⽉ 1 日〜2020 年 3 ⽉ 31 日 
背景にある医療・介護ニーズ 市町村が取り組む在宅医療・介護連携事業の効果的かつ積極的な実施のた

め、在宅医療・介護に関するデータの提供・分析や、保健所による市町村と郡
市区医師会等関係機関との調整等の⽀援を⾏う必要がある。 
アウトカム指標︓訪問診療を受ける患者数の増加（28,001 人/⽉(H29
（2017）)→42,095 人/⽉(2023)〔在宅療養⽀援診療所等調査〕） 

事業の内容 保健所に「在宅医療・介護連携⽀援員」を配置し、地域の医療介護連携の実
態把握、管内市町村へのデータ提供・分析や郡市区医師会等関係団体との
連携会議の開催、課題の検討に対する助⾔等の⽀援を⾏う。 

アウトプット指標 在宅医療・介護連携⽀援員の設置数︓９ 
アウトカムとアウトプットの関連 市町村が在宅医療・介護連携推進事業を⼀体的に提供できる体制づくりを⽀

援することで、訪問診療を受ける患者数の増加を図る。 
事業に要する費⽤の額 ⾦

額 
総事業費 
（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 
29,719 

基⾦充当
額 

（国費） 
における 
公⺠の別 
（注１） 

公  (千円) 
19,770 

基⾦ 国（Ａ） (千円) 
19,770 

都道府県 
（Ｂ） 

(千円) 
9,885 

⺠ (千円) 

計（Ａ＋
Ｂ） 

(千円) 
29,655 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 
(千円) その他（Ｃ） (千円) 

64 
備考（注３）  
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事業の区分 ２．居宅等における医療の提供に関する事業 
事業名 【No.13（医療分）】 

訪問看護ステーションスキルアップ研修事業 

【総事業費 
（計画期間の総額）】 

1,907 千円 
事業の対象となる医療介護総
合確保区域 全区域 

事業の実施主体 福岡県 
事業の期間 平成 31(2019)年 4 ⽉ 1 日〜2020 年 3 ⽉ 31 日 
背景にある医療・介護ニーズ 訪問看護ステーションに求められる技術や知識を習得させることで、地域における

在宅医療体制の整備を図る。 
アウトカム指標︓訪問診療を受ける患者数の増加（28,001 人/⽉(H29
（2017）)→42,095 人/⽉(2023)〔在宅療養⽀援診療所等調査〕） 

事業の内容 訪問看護ステーション職員を対象に、看取り、人工呼吸器、難病患者への対応
等、訪問看護サービスの技能向上を目的とした研修会を開催する。 

アウトプット指標 訪問看護ステーションスキルアップ研修会の開催︓年９回（２７０人） 
アウトカムとアウトプットの関連 訪問看護ステーションのスキルアップによって在宅医療の提供体制を強化し、訪

問診療を受ける患者数の増加を図る。 
事業に要する費⽤の額 ⾦

額 
総事業費 
（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 
1,907 

基⾦充当
額 

（国費） 
における 
公⺠の別 
（注１） 

公  (千円) 
1,271 

基⾦ 国（Ａ） (千円) 
1,271 

都道府県 
（Ｂ） 

(千円) 
636 

⺠ (千円) 

計（Ａ＋
Ｂ） 

(千円) 
1,907 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 
(千円) その他（Ｃ） (千円) 

備考（注３）  
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事業の区分 ２．居宅等における医療の提供に関する事業 
事業名 【No.14（医療分）】 

多職種協働による在宅チーム医療を担う人材養
成研修事業 

【総事業費 
（計画期間の総額）】 

895 千円 
事業の対象となる医療介護総
合確保区域 全区域 

事業の実施主体 福岡県 
事業の期間 平成 31(2019)年 4 ⽉ 1 日〜2020 年 3 ⽉ 31 日 
背景にある医療・介護ニーズ 医師・看護師・薬剤師・ケアマネなどの多職種がそれぞれの専門知識を活かし、

意⾒交換・情報共有を通じてチームとして患者・家族の質の⾼い⽣活を⽀えるこ
とが重要。 
アウトカム指標︓訪問診療を受ける患者数の増加（28,001 人/⽉(H29
（2017）)→42,095 人/⽉(2023)〔在宅療養⽀援診療所等調査〕） 

事業の内容 各職種団体の代表による「多職種連携推進のあり⽅検討会」を開催し、各地
域で開催する多職種連携研修会の事業評価や標準的なプログラム及び本県の
多職種連携を推進する上での課題等を検討するとともに、地域の多職種リーダ
ーに対する研修会を開催する。 

アウトプット指標 あり⽅検討会の開催︓年３回 
地域リーダー研修会の開催︓年１回（参加者１５０名） 

アウトカムとアウトプットの関連 あり⽅検討会及び地域リーダー研修会の開催を通じて、各地域で効果的な多
職種研修会を実施することにより、職種間の連携が強化され、質の⾼い在宅医
療提供体制の提供及び訪問診療を受ける患者数の増加が図られる。 

事業に要する費⽤の額 ⾦
額 

総事業費 
（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 
895 

基⾦充当
額 

（国費） 
における 
公⺠の別 
（注１） 

公  (千円) 
596 

基⾦ 国（Ａ） (千円) 
596 

都道府県 
（Ｂ） 

(千円) 
299 

⺠ (千円) 

計（Ａ＋
Ｂ） 

(千円) 
895 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 
(千円) その他（Ｃ） (千円) 

備考（注３）  
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事業の区分 ２．居宅等における医療の提供に関する事業 
事業名 【No.15（医療分）】 

在宅ボランティア養成事業 

【総事業費 
（計画期間の総額）】 

4,158 千円 
事業の対象となる医療介護総
合確保区域 全区域 

事業の実施主体 福岡県（委託） 
事業の期間 平成 31(2019)年 4 ⽉ 1 日〜2020 年 3 ⽉ 31 日 
背景にある医療・介護ニーズ 在宅医療の推進には、医師や訪問看護師等の専門職による連携とともに、患

者や家族を地域で⾒守ることや思いを傾聴することなどの多様な⽀援が求められ
ているため、在宅ホスピスに必要な知識を習得したボランティアの育成を図るととも
に、誰もが安心して在宅医療という選択をすることが可能となるよう、県⺠に対す
る普及啓発活動を⾏う。 
アウトカム指標︓在宅ターミナルケアを受けた患者数の増加 
（2,195 人/年(H27（2015）)→2,985 人/年(2023)） 

事業の内容 ・在宅ボランティアのネットワークづくりや⼀般県⺠への啓発事業等の実施 
・在宅ホスピスを語る会の開催（住⺠啓発講座） 
・在宅ホスピスボランティア養成講座の開催（ボランティア養成講座） 
・在宅ホスピスフェスタの開催（全県的な住⺠啓発イベント） 

アウトプット指標 ・住⺠啓発講座を年４地域以上で開催（400 名） 
・ボランティア養成講座を年４地域以上で開催（80 名） 
・全県的な住⺠啓発イベントを年１回以上開催（200 名） 

アウトカムとアウトプットの関連 在宅療養を希望する患者が可能な限り在宅療養⽣活を継続できるようボランテ
ィアの育成を図るとともに県⺠への啓発等を⾏うことで、在宅での看取りができる
体制を整備する。 

事業に要する費⽤の額 ⾦
額 

総事業費 
（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 
4,158 

基⾦充当
額 

（国費） 
における 
公⺠の別 
（注１） 

公  (千円) 

基⾦ 国（Ａ） (千円) 
2,772 

都道府県 
（Ｂ） 

(千円) 
1,386 

⺠ (千円) 
2,772 

計（Ａ＋
Ｂ） 

(千円) 
4,158 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 
(千円) 
2,772 

その他（Ｃ） (千円) 

備考（注３）  
 
  



47 

 

 

事業の区分 ２．居宅等における医療の提供に関する事業 
事業名 【No.16（医療分）】 

訪問看護ステーション⽀援事業 

【総事業費 
（計画期間の総額）】 

4,398 千円 
事業の対象となる医療介護総
合確保区域 全区域 

事業の実施主体 福岡県（委託） 
事業の期間 平成 31(2019)年 4 ⽉ 1 日〜2020 年 3 ⽉ 31 日 
背景にある医療・介護ニーズ 訪問看護ステーションの増加に伴い、個々のステーションの運営の安定化と質の

向上を図る必要がある。 
アウトカム指標︓訪問診療を受ける患者数の増加（28,001 人/⽉(H29
（2017）)→42,095 人/⽉(2023)〔在宅療養⽀援診療所等調査〕） 

事業の内容 訪問看護ステーション等の相談に答え、その活動及び運営を⽀援する「コールセ
ンター」を県訪問看護ステーション連絡協議会に事業委託し設置する。 

アウトプット指標 コールセンターの相談件数 800 件を目標とする。 
アウトカムとアウトプットの関連 訪問看護ステーションの運営体制を⽀援することで、訪問診療を受ける患者数

の増加が図られる。 
事業に要する費⽤の額 ⾦

額 
総事業費 
（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 
4,398 

基⾦充当
額 

（国費） 
における 
公⺠の別 
（注１） 

公  (千円) 

基⾦ 国（Ａ） (千円) 
2,932 

都道府県 
（Ｂ） 

(千円) 
1,466 

⺠ (千円) 
2,932 

計（Ａ＋
Ｂ） 

(千円) 
4,398 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 
(千円) 
2,932 

その他（Ｃ） (千円) 

備考（注３）  
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事業の区分 ２．居宅等における医療の提供に関する事業 
事業名 【No.17】 

精神科病院における医療保護入院者退院⽀援
委員会推進事業 

【総事業費 
（計画期間の総額）】 

3,378 千円 
事業の対象となる医療介護総
合確保区域 全区域 

事業の実施主体 福岡県（委託） 
事業の期間 平成 31(2019)年 4 ⽉ 1 日〜2020 年 3 ⽉ 31 日 
背景にある医療・介護ニーズ 病院から地域⽣活への移⾏・定着を図るため、医療保護入院者退院⽀援委

員会に地域援助事業者等⽀援関係機関の参加を促進する必要がある。 
アウトカム指標︓入院後１年時点での退院率の向上（H26（2014）:88％
→2020:90%以上） 

事業の内容 ・ 医療保護入院者退院⽀援委員会への地域援助事業者等⽀援関係者の
参加促進のための経費の助成。 

・ 早期退院、地域⽣活への移⾏のための情報交換会の開催。 
アウトプット指標 ・ 本事業を活⽤して医療保護入院者退院⽀援委員会に参加した地域援助

事業者数（Ｈ30.3 ⽉時点︓48 人） 
アウトカムとアウトプットの関連 退院⽀援委員会に参加した地域援助事業者が増えることで、病院から地域⽣

活への移⾏が円滑に⾏われ、退院率が向上する。 
事業に要する費⽤の額 ⾦

額 
総事業費 
（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 
3,378 

基⾦充当
額 

（国費） 
における 
公⺠の別 
（注１） 

公  (千円) 

基⾦ 国（Ａ） (千円) 
2,252 

都道府県 
（Ｂ） 

(千円) 
1,126 

⺠ (千円) 
2,252 

計（Ａ＋
Ｂ） 

(千円) 
3,378 

 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 
(千円) 
2,252 

 
その他（Ｃ） (千円) 

備考（注３）  
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事業の区分 ２．居宅等における医療の提供に関する事業 
事業名 【No.18（医療分）】 

訪問⻭科診療推進整備事業 

【総事業費 
（計画期間の総額）】 

77,643 千円 
事業の対象となる医療介護総
合確保区域 全区域 

事業の実施主体 ⼀般社団法人福岡県⻭科医師会 
事業の期間 平成 31(2019)年 4 ⽉ 1 日〜2020 年 3 ⽉ 31 日 
背景にある医療・介護ニーズ 地域の在宅や施設等で⾼齢者が増加する中、⾼齢者の口腔機能の維持や口

腔ケアに関する相談が増加することが⾒込まれる。 
アウトカム指標︓訪問診療を受ける患者数の増加（28,001 人/⽉(H29
（2017）)→42,095 人/⽉(2023)〔在宅療養⽀援診療所等調査〕） 

事業の内容 ・ 在宅⻭科医療連携室に⻭科衛⽣士を配置し、⻭科診療や保健指導に関
する相談対応を⾏うとともに、関係職種との連携強化のための研修会や症例
検討を実施。 

・ 患者と訪問⻭科医との効果的・効率的なマッチングを⾏うための口腔機能評
価分類法を構築。 

アウトプット指標 相談対応可能な専門職の配置数︓９カ所（H30）→10 カ所（H31） 
アウトカムとアウトプットの関連 専門職による相談対応及び効率的なマッチングにより、訪問⻭科診療を受ける

患者数の増加を図る。 
事業に要する費⽤の額 ⾦

額 
総事業費 
（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 
77,643 

基⾦充当
額 

（国費） 
における 
公⺠の別 
（注１） 

公  (千円) 

基⾦ 国（Ａ） (千円) 
51,762 

都道府県 
（Ｂ） 

(千円) 
25,881 

⺠ (千円) 
51,762 

計（Ａ＋
Ｂ） 

(千円) 
77,643 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 
(千円) その他（Ｃ） (千円) 

備考（注３）  
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事業の区分 ２．居宅等における医療の提供に関する事業 
事業名 【No.19（医療分）】 

薬局薬剤師の在宅医療参加促進事業 

【総事業費 
（計画期間の総額）】 

2,893 千円 
事業の対象となる医療介護総
合確保区域 全区域 

事業の実施主体 福岡県薬剤師会 
事業の期間 平成 31(2019)年 4 ⽉ 1 日〜2020 年 3 ⽉ 31 日 
背景にある医療・介護ニーズ 入院患者が在宅医療に移⾏する際、病院・診療所、訪問看護ステーション等の医療

関係者が集まり、スムーズに在宅移⾏できるよう、患者情報等の引き継ぎを⾏う退院時
共同指導が⾏われている。 

特に、がん終末期の患者の退院時は疼痛コントロールが重要となるが、疼痛コントロー
ル不良等により再入院を余儀なくされるケースが多い。 

また、がん性疼痛等の痛みのある患者は、入院時に PCA（⾃己調節鎮痛法）により
痛みをコントロールすることがある。それらの患者が在宅医療に移⾏する際に、引き続き
PCA による管理が有効と考えられるケースがあるが、薬局において PCA に⽤いる PCA ポ
ンプにモルヒネ等の鎮痛薬を充填する体制が⼗分とはいえない。 
アウトカム指標︓居宅療養管理指導料算定薬局数 1,148 件 
 

事業の内容 ①地域で使⽤する医療⽤麻薬について地域関係者（地域医師会、地域薬剤師会、
訪問看護ステーション等）が、退院後も継続した薬物療法の提供体制を確保し終末
期の受入れ体制の整備のための協議を⾏う。 

②県内４か所の拠点薬局において PCA ポンプに充填調剤する実務研修を⾏い、PCA
ポンプを⽤いた在宅医療に対応できる薬局・薬剤師を養成し、薬局の在宅医療への
参加を図る。 

アウトプット指標 ①地域の薬物療法の提供体制を確保するための協議会︓６回開催 
②PCA ポンプに充填調剤する実務研修会︓８回開催（県内４か所にて２回開催、

参加者数各回２５名以上） 
アウトカムとアウトプットの関連 退院後も継続した薬物療法の提供体制を確保するため、薬局と地域関係者とで協議

を⾏うことや、PCA ポンプを扱うことのできる薬局・薬剤師が増えることにより、スムーズな
在宅移⾏が促進される。 

事業に要する費⽤の額 ⾦
額 

総事業費 
（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 
2,893 

基⾦充当
額 

（国費） 
における 
公⺠の別 
（注１） 

公  (千円) 

基⾦ 国（Ａ） (千円) 
1,237 

都道府県 
（Ｂ） 

(千円) 
618 

⺠ (千円) 
1,237 

計（Ａ＋
Ｂ） 

(千円) 
1,855 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 
(千円) その他（Ｃ） (千円) 

1,038 
備考（注３）  
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事業の区分 ２．居宅等における医療の提供に関する事業 
事業名 【No.20（医療分）】 

在宅薬物療法⽀援事業 

【総事業費 
（計画期間の総額）】 

4,076 千円 
事業の対象となる医療介護総
合確保区域 全区域 

事業の実施主体 福岡県薬剤師会 
事業の期間 平成 31(2019)年 4 ⽉ 1 日〜2020 年 3 ⽉ 31 日 
背景にある医療・介護ニーズ 医療の進展に伴い薬剤師の関与する薬物治療においても、新たな医薬品の増加や

適正使⽤に向けた⾼度な薬学的知識が必要となってきている。また、これまで病院内で
⾏われていた⾼度な薬物療法が、超⾼齢社会の進展と治療システムの確⽴などにより、
通院や在宅医療へとシフトしている。 

今後も⾼度な治療を受ける在宅患者が増加することが予想されており、患者が安心し
て在宅で過ごすためには、薬剤師の専門性を⾼め、入院時と同じ⽔準で在宅でも薬物
療法を受けることができる環境を整備することが必要である。 

薬剤師の⾼い専門性を確保するため、複数の学会（団体）が認定薬剤師や専門
薬剤師の認定を⾏っている。しかし、現在これらの認定等に関する研修は、東京、大阪
を中心に⾏われており、福岡県の薬剤師が単位を修得することは困難であることから、研
修を受講しやすい環境を整備する必要がある。 
アウトカム指標︓居宅療養管理指導料算定薬局数 1,071 件（H29）→1,148 件
（R01） 

事業の内容 認定薬剤師・専門薬剤師の認定を⾏っている団体（学会）と共同で研修事業を実施
する。 

アウトプット指標 在宅薬物療法に関する専門的な研修会︓１０回開催（臨床腫瘍薬学３回、緩和
医療薬学３回、腎臓病薬物療法４回、参加者各８０名以上） 

アウトカムとアウトプットの関連 薬剤師が研修を受講しやすい環境を整備することで、専門性の⾼い薬剤師を確保し、
在宅でも入院時と同じ⽔準で薬物療法を提供できる薬局を確保する。 

事業に要する費⽤の額 ⾦
額 

総事業費 
（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 
4,076 

基⾦充当
額 

（国費） 
における 
公⺠の別 
（注１） 

公  (千円) 

基⾦ 国（Ａ） (千円) 
2,717 

都道府県 
（Ｂ） 

(千円) 
1,359 

⺠ (千円) 
2,717 

計（Ａ＋
Ｂ） 

(千円) 
4,076 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 
(千円) その他（Ｃ） (千円) 

備考（注３）  
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事業の区分 ２．居宅等における医療の提供に関する事業 
事業名 【No.21（医療分）】 

病院関係職員在宅医療推進研修事業 

【総事業費 
（計画期間の総額）】 

753 千円 
事業の対象となる医療介護総
合確保区域 全区域 

事業の実施主体 ⼀般社団法人福岡県私設病院協会 
事業の期間 平成 31(2019)年 4 ⽉ 1 日〜2020 年 3 ⽉ 31 日 
背景にある医療・介護ニーズ 地域包括ケアの構築や病床機能の分化・連携が進む中で、患者が円滑に入退

院するためには、退院前から関係機関が連携することが求められており、退院後
の⽣活を⾒据えた退院⽀援体制の整備が必要である。 
アウトカム指標︓訪問診療を受ける患者数の増加（28,001 人/⽉(H29
（2017）)→42,095 人/⽉(2023)〔在宅療養⽀援診療所等調査〕） 

事業の内容 地域包括ケアシステムや在宅医療の重要性等について病院幹部等が理解する
とともに、在宅患者の円滑な入退院を可能とするための院内の多職種連携や地
域における病院・診療所間の連携等の具体的な⼿法等について学ぶ研修会を
実施するもの。 

アウトプット指標 県内病院幹部等を対象とした入退院⽀援体制の整備や地域における病院・診
療所間の連携等を目的とした研修会を年２回開催する。 

アウトカムとアウトプットの関連 病院幹部に対し入退院⽀援や地域における病院・診療所間の連携に関する研
修会を⾏うことで、在宅医療における病院の役割等についての理解を促進し、入
院早期から退院後の⽣活を⾒据えた退院⽀援体制の整備を図り、在宅医療と
の連携を強化し、訪問診療を受ける患者数の増加を図る。 

事業に要する費⽤の額 ⾦
額 

総事業費 
（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 
753 

基⾦充当
額 

（国費） 
における 
公⺠の別 
（注１） 

公  (千円) 

基⾦ 国（Ａ） (千円) 
502 

都道府県 
（Ｂ） 

(千円) 
251 

⺠ (千円) 
502 

計（Ａ＋
Ｂ） 

(千円) 
753 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 
(千円) その他（Ｃ） (千円) 

備考（注３）  
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事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 【No.22（医療分）】 
地域医療⽀援センター運営事業 

【総事業費 
（計画期間の総額）】 

45,273 千円 
事業の対象となる医療介護総
合確保区域 全区域 

事業の実施主体 福岡県（⼀部委託） 
事業の期間 平成 31(2019)年 4 ⽉ 1 日〜2020 年 3 ⽉ 31 日 
背景にある医療・介護ニーズ ① 全国的に⾒ると医師数に恵まれた本県であるが、地域や診療科によっては偏在があるため、医

師のキャリア形成と⼀体となった医師確保対策を実施し、偏在の緩和・解消を図る必要がある。  
② 医師派遣機能を有する大学病院や医師の養成を担う臨床研修病院が、臨床研修医を⼗分

に確保できていない状況があるため、臨床研修医の確保の取組を⽀援する必要がある。  
③ 地域医療において活躍が期待される総合診療専門医について、その養成が都市部のみならず

医師確保が困難な地域においても⾏われるよう、専攻医を誘導し、研修中の⼀定期間診療に
従事する医師の確保を図る必要がある。 

アウトカム指標︓人口 10 万対医師数が全国平均（H28:238.3 人）以下の医療圏の医師数
（粕屋 186.5 人、宗像 162.1 人、筑紫 189.9 人、朝倉 181.2 人、⼋⼥・筑後 211.3 人、
直⽅・鞍⼿ 188.3 人、⽥川 189.4 人、京築 141.3 人）について、平成 30 年までに 4%（対
H26 年度）の増加を図る。 

事業の内容 ① 医師確保対策に係る県内医療機関、関係団体との連携・協⼒体制を強化するとともに、医
師のキャリア形成⽀援を充実させ、義務年限内の⾃治医科大学医師以外の医師も対象とした
医師確保、医師派遣の仕組みを構築する。これにより、医師確保が困難な医療圏（⽥川、京
築、⼋⼥・筑後等）への医療提供体制の充実を図る。  

② 県内臨床研修病院の紹介、臨床研修プログラムの概要などをまとめたガイドブックの制作・頒
布、WEB ページの設置等を実施する。  

③ 医師確保が困難な８医療圏にある医療機関において専攻医が確保できるよう、専攻医を受
け入れる態勢整備に要する経費を補助する。 

アウトプット指標 ・ 医師派遣・あっせん数︓27.5 名 
・ キャリア形成プログラムの作成数︓２ 
・ 地域枠卒業医師数に対するキャリア形成プログラム参加医師数の割合︓100% 

アウトカムとアウトプットの関連 ・ 県内大学医局に所属する医師や、⾃治医科大学で養成した医師等を、医師確保が困難な
医療圏にある医療機関に派遣することで、医師確保が困難な医療圏の医師数を増加させる。 

・ 専門医資格取得のための研修プログラムにおいて、医師確保が困難な医療圏にある医療機関
で⼀定期間従事する医師（専攻医）を確保する。 

事業に要する費⽤の額 ⾦
額 

総事業費 
（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 
45,273 

基⾦充当額 
（国費） 
における 
公⺠の別 
（注１） 

公  (千円) 
8,523 

基⾦ 国（Ａ） (千円) 
19,197 

都道府県 
（Ｂ） 

(千円) 
9,599 

⺠ (千円) 
10,674 

計（Ａ＋Ｂ） (千円) 
28,796 

うち受託事業等
（再掲）（注２） 

(千円) 
5,186 

その他（Ｃ） (千円) 
16,477 

備考（注３）  
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事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 
事業名 【No.23（医療分）】 

新⽣児医療担当医確保⽀援事業 

【総事業費 
（計画期間の総額）】 

11,592 千円 
事業の対象となる医療介護総
合確保区域 全区域 

事業の実施主体 各病院 
事業の期間 平成 31(2019)年 4 ⽉ 1 日〜2020 年 3 ⽉ 31 日 
背景にある医療・介護ニーズ 周産期医療提供体制を構築する上で必要不可⽋な新⽣児科医が過酷な

勤務環境等により離職し、不⾜してしまうことを防ぐため、医療機関に対する財
政⽀援により⼿当⽀給を促し、新⽣児科医の処遇改善を図ることで、周産期
医療体制を維持・確保していくことが急務である。 
アウトカム指標︓周産期⺟⼦医療センター内の周産期（新⽣児）専門医数
の維持・確保（H.29.4.1 現在 27 名） 

事業の内容 出⽣後、新⽣児集中治療室（NICU）に入院する新⽣児を担当する医師に
対する⼿当への財政的⽀援（新⽣児担当医⼿当）。 

アウトプット指標 新⽣児担当医⼿当を受給した⼩児科医数︓40 名 
アウトカムとアウトプットの関連 ⼿当という形で新⽣児科医師の所得を⽀援することで、周産期⺟⼦医療センタ

ーにおける周産期（新⽣児）専門医の維持・確保が図られる。 
事業に要する費⽤の額 ⾦

額 
総事業費 
（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 
11,592 

基⾦充当
額 

（国費） 
における 
公⺠の別 
（注１） 

公  (千円) 
682 

基⾦ 国（Ａ） (千円) 
2,576 

都道府県 
（Ｂ） 

(千円) 
1,288 

⺠ (千円) 
1,894 

計（Ａ＋
Ｂ） 

(千円) 
3,864 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 
(千円) その他（Ｃ） (千円) 

7,728 
備考（注３）  
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事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 
事業名 【No.24（医療分）】 

⼩児救急医療⽀援事業 

【総事業費 
（計画期間の総額）】 

21,099 千円 
事業の対象となる医療介護総
合確保区域 全区域 

事業の実施主体 各市町村 
事業の期間 平成 31(2019)年 4 ⽉ 1 日〜2020 年 3 ⽉ 31 日 
背景にある医療・介護ニーズ 軽症⼩児の⼩児⼆次救急医療機関への時間外受診増加等に伴う負担の増

大によって、⼩児科医が離職し、必要な⼩児科医数を確保できないという事態
を防ぎ、⼩児⼆次救急医療体制を維持していくためにも、地域の実情に応じた
連携体制を構築し、⼩児科医の負担軽減を図っていくことが急務である。 
アウトカム指標︓ 24 時間体制で⼩児⼆次救急医療体制が確保されている⼆
次医療圏（H30︓７医療圏）の維持 

事業の内容 軽症患者の⼆次救急医療機関への受診集中による⼩児科医の負担軽減のた
め、地域の実情に応じ、地域の開業⼩児科医等が基幹病院に出務し、当該病
院の⼩児科医と連携することで、⼆次医療圏単位で休日・夜間における⼩児救
急医療体制を確保する。 

アウトプット指標 ⼩児救急医療⽀援事業の補助事業者数︓５市、１広域市町村圏事務組
合 

アウトカムとアウトプットの関連 ⼩児⼆次救急医療体制を確保している⼆次医療圏に補助を継続することによ
り、⼩児科医の負担軽減の継続性を図り、⼩児⼆次救急医療体制の維持に
繋がる。 

事業に要する費⽤の額 ⾦
額 

総事業費 
（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 
21,099 

基⾦充当
額 

（国費） 
における 
公⺠の別 
（注１） 

公  (千円) 
9,377 

基⾦ 国（Ａ） (千円) 
9,377 

都道府県 
（Ｂ） 

(千円) 
4,689 

⺠ (千円) 

計（Ａ＋
Ｂ） 

(千円) 
14,066 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 
(千円) その他（Ｃ） (千円) 

7,033 
備考（注３）  
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事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 【No.25（医療分）】 
勤務環境改善⽀援センター運営事業 

【総事業費 
（計画期間の総額）】 

6,325 千円 
事業の対象となる医療介護総
合確保区域 全区域 

事業の実施主体 福岡県 
事業の期間 平成 31(2019)年 4 ⽉ 1 日〜2020 年 3 ⽉ 31 日 
背景にある医療・介護ニーズ  交代制勤務、⻑時間労働など厳しい勤務環境が、医師や看護師等医療従

事者の離職の⼀因となっており、職員の確保に苦慮している医療機関が多い。ま
た、教育した職員が離職し、新たな職員を入れると再度教育が必要になり、経
営効率が悪くなると同時に、医師や看護の質の低下を招きかねない。 
アウトカム指標︓医療勤務環境改善計画を策定した医療機関数の増加
（H30:246 か所→H31:271 か所） 

事業の内容 医師・看護師等の医療スタッフの離職防止や医療安全の確保等を図るため、
医療分野の労働環境改善マネジメントシステムを活⽤して、医業経営、労務管
理等、医療機関を総合的に⽀援する。 

アウトプット指標 ・ センターの⽀援により勤務環境改善計画を策定する医療機関数︓年間 10
医療機関 

アウトカムとアウトプットの関連 センターのアドバイザー派遣の⽀援により、医療勤務環境改善計画策定に取
り組む医療機関を増やすことで、医療従事者の離職を防ぎ、県内全体の医療
安全、医療の質の向上を図る。 

事業に要する費⽤の額 ⾦
額 

総事業費 
（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 
6,325 

基⾦充当
額 

（国費） 
における 
公⺠の別 
（注１） 

公  (千円) 
4,217 

基⾦ 国（Ａ） (千円) 
4,217 

都道府県 
（Ｂ） 

(千円) 
2,108 

⺠ (千円) 
0 

計（Ａ＋
Ｂ） 

(千円) 
6,325 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 
(千円) その他（Ｃ） (千円) 

0 
備考（注３）  
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事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 【No.26（医療分）】 
⼥性医師確保⽀援事業 

【総事業費 
（計画期間の総額）】 

42,000 千円 
事業の対象となる医療介護総
合確保区域 全区域 

事業の実施主体 各医療機関 
事業の期間 平成 31(2019)年 4 ⽉ 1 日〜2020 年 3 ⽉ 31 日 
背景にある医療・介護ニーズ  本県の医療施設に従事する医師に対する⼥性医師の割合は年々増加傾向

にあるが、⼀⽅で、結婚・出産・育児等をきっかけとして離職する⼥性医師が少
なくない。多くの⼥性医師が短時間勤務制度等を利⽤することで現場復帰でき
ているが、県内病院における短時間勤務等の導入は代替医師の確保やコスト
増を伴うため、導入が進んでいない。 
アウトカム指標︓県内の医療施設従事医師数（⼥性）の割合を全国平均に
引き上げ（H28:19.8%→H30:21.1%） 

事業の内容 短時間勤務などを導入し、⼥性医師の勤務環境改善に取り組む県内の医
療機関に対し、財政⽀援を⾏う。 

アウトプット指標 ・ 短時間勤務導入促進事業の利⽤者数︓11 名 

アウトカムとアウトプットの関連 短時間勤務等の利⽤を促進することにより、復職や離職防止を図り、継続勤
務⼥性医師を確保する。 

事業に要する費⽤の額 ⾦
額 

総事業費 
（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 
42,000 

基⾦充当
額 

（国費） 
における 
公⺠の別 
（注１） 

公  (千円) 

基⾦ 国（Ａ） (千円) 
14,000 

都道府県 
（Ｂ） 

(千円) 
7,000 

⺠ (千円) 

計（Ａ＋
Ｂ） 

(千円) 
21,000 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 
(千円) その他（Ｃ） (千円) 

21,000 
備考（注３）  
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事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 【No.27（医療分）】 
⼥性医師キャリア形成⽀援事業 

【総事業費 
（計画期間の総額）】 

2,535 千円 
事業の対象となる医療介護総
合確保区域 全区域 

事業の実施主体 福岡県 
事業の期間 平成 31(2019)年 4 ⽉ 1 日〜2020 年 3 ⽉ 31 日 
背景にある医療・介護ニーズ  ⼥性医師が働き続けるためには、医師としてのキャリアを形成しつつ、⼥性⾃⾝

が医師としてのやりがいを持ち続けることが重要であるが、⼥性医師は、職場での
ロールモデルとなる先輩医師が少なく孤⽴しがちであり、様々な境遇や年代の⼥
性医師同士がつながる機会を設けることは、やりがいの維持・向上に有効であ
る。しかし、現状では、⼥性医師同士が交流できる機会は、⼀部の都市医師会
や大学病院などに限られている。 
アウトカム指標︓県内の医療施設従事医師数（⼥性）の割合を全国平均に
引き上げ（H28:19.8%→H30:21.1%） 

事業の内容 ① ⼥性医師のキャリア形成を⽀援するため、ネットワーク作りを目的とした交流
会を開催する。 

② ⼥性医師の就業継続意欲の向上や男性の意識改⾰を図るため、ライフステ
ージに応じたキャリアプランの提案やロールモデルなどを紹介するガイドブックを配
布する。 

アウトプット指標 ・ 交流会参加者数︓200 名 

アウトカムとアウトプットの関連 交流会による⼥性医師のキャリア形成⽀援により、⼥性医師の就業継続や
復職の促進を図り、医療施設における⼥性医師の確保を図る。 

事業に要する費⽤の額 ⾦
額 

総事業費 
（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 
2,535 

基⾦充当
額 

（国費） 
における 
公⺠の別 
（注１） 

公  (千円) 
1,690 

基⾦ 国（Ａ） (千円) 
1,690 

都道府県 
（Ｂ） 

(千円) 
845 

⺠ (千円) 
0 

計（Ａ＋
Ｂ） 

(千円) 
2,535 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 
(千円) その他（Ｃ） (千円) 

0 
備考（注３）  
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事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 【No.28（医療分）】 
未来の⼥性医師発掘事業 

【総事業費 
（計画期間の総額）】 

773 千円 
事業の対象となる医療介護総
合確保区域 全区域 

事業の実施主体 福岡県 
事業の期間 平成 31(2019)年 4 ⽉ 1 日〜2020 年 3 ⽉ 31 日 
背景にある医療・介護ニーズ ・大学医部入学者に占める⼥性の割合は、平成 30 年度 34.7％だが、ここ 10

年くらい横ばいで推移 
・⾼校卒業後大学進学する男⼥比は、男性 49.6％、⼥性 44.8％ 
・各国の⼥性医師割合をみると、日本はＯＥＣＤ加盟国中最下位 

  １位 エストニア（73.8％）、２位 スロベニア（58.3％） 
  ３位 ポーランド（55.7％）・・・最下位  日本（18.0％）      

※単純平均 41.5％  加重平均 36.0％ 
・患者の半数は⼥性であり、⼥性特有の疾患（産婦人科、⼩児科、泌尿器

科）などへの相談がしやすい⼥性医師を望む患者は多くいる。 
・⼥性医師が診る患者は死亡率が低い、という論⽂が相次いで発表されており、
⼥性は男性に比べ、コミュニケ―ションが上⼿で、患者の話に⽿を傾けることがよ
い診断につながると考えられる。 
アウトカム指標︓ 県内の大学医学部医学科志願者に占める⼥性比率を全国
平均に引き上げる。（H30︓36.1%→R4︓38.1%） 

事業の内容 ⼥⼦⾼⽣の医学部への進学意欲を⾼め、将来の⼥性医師を増やすため、⾼
校に講師（⼥性医師）を派遣し、⾼校 1 年⽣を対象に、⼥性医師の仕事に
関わる講話を実施する。 

アウトプット指標 派遣する⾼校︓10 校    参加する⾼校⽣︓1,000 人 

アウトカムとアウトプットの関連 ⼥⼦⾼校⽣が、⼥性医師の仕事に魅⼒ややりがいを感じ医学部を目指すこ
とで、将来の⼥性医師の確保を図る。 

事業に要する費⽤の額 ⾦
額 

総事業費 
（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 
773 

基⾦充当
額 

（国費） 
における 
公⺠の別 
（注１） 

公  (千円) 
773 

基⾦ 国（Ａ） (千円) 
516 

都道府県 
（Ｂ） 

(千円) 
257 

⺠ (千円) 
0 

計（Ａ＋
Ｂ） 

(千円) 
773 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 
(千円) その他（Ｃ） (千円) 

0 
備考（注３）  
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事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 【No.29（医療分）】 
産科医療確保対策事業 

【総事業費 
（計画期間の総額）】 

21,551 千円 
事業の対象となる医療介護総
合確保区域 全区域 

事業の実施主体 各病院 
事業の期間 平成 31(2019)年 4 ⽉ 1 日〜2020 年 3 ⽉ 31 日 
背景にある医療・介護ニーズ 産科医不⾜を解消するため、⼥性医師が育児等をしながら働ける労働環境

を作ることが必要。 
アウトカム指標︓人口 10 万人対産科・産婦人科医数が全国平均（42.9
人）以上の区域数の増加（H28:４区域） 

事業の内容 産科院内保育所に対する運営費の補助を⾏うもの。 
アウトプット指標 ・ 補助施設数︓３施設 

アウトカムとアウトプットの関連 産科院内保育所の運営を補助し、⼥性医師が働きやすい環境作りを進める
ことにより、産科医の確保を図る。 

事業に要する費⽤の額 ⾦
額 

総事業費 
（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 
21,551 

基⾦充当
額 

（国費） 
における 
公⺠の別 
（注１） 

公  (千円) 
0 

基⾦ 国（Ａ） (千円) 
9,578 

都道府県 
（Ｂ） 

(千円) 
4,789 

⺠ (千円) 
9,578 

計（Ａ＋
Ｂ） 

(千円) 
14,367 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 
(千円) その他（Ｃ） (千円) 

7,184 
備考（注３）  
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事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 
事業名 【No.30（医療分）】 

救急医療確保対策事業 

【総事業費 
（計画期間の総額）】 

90,000 千円 
事業の対象となる医療介護総
合確保区域 全区域 

事業の実施主体 福岡県医師会 
事業の期間 平成 31(2019)年 4 ⽉ 1 日〜2020 年 3 ⽉ 31 日 
背景にある医療・介護ニーズ 休日・夜間等における救急搬送が増加する⼀⽅、対応する医師の不⾜等によっ

て、⼗分な救急医療体制を確保することが困難となっており、在宅当番医制度
及び休日・夜間急患センター運営のための経費への補助を⾏うことで、地域にお
ける救急医療従事者の確保を図り、もって救急医療体制の整備を図ることが急
務である。 
アウトカム指標︓  
・休日・夜間急患センターの運営数︓22 ヶ所（H30）→22 ヶ所（H31） 
・在宅当番医制の実施地区数︓17 地区（H30）→17 地区（H31） 

事業の内容 休日・夜間における救急医療体制の整備に係る医療従事者の確保等に係
る経費への補助。 

アウトプット指標 ・補助郡市区医師会数︓30 医師会 
アウトカムとアウトプットの関連 休日・夜間急患センターの運営や在宅当番制の実施に取り組む医師会に対

して補助を⾏うことで、地域における救急医療従事者の確保を図り、休日・夜間
における県内の救急医療体制を確保する。 

事業に要する費⽤の額 ⾦
額 

総事業費 
（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 
90,000 

基⾦充当
額 

（国費） 
における 
公⺠の別 
（注１） 

公  (千円) 
0 

基⾦ 国（Ａ） (千円) 
40,000 

都道府県 
（Ｂ） 

(千円) 
20,000 

⺠ (千円) 
40,000 

計（Ａ＋
Ｂ） 

(千円) 
60,000 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 
(千円) その他（Ｃ） (千円) 

30,000 
備考（注３）  
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事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 
事業名 【No.31（医療分）】 

⻭科医・⻭科衛⽣士研修事業 

【総事業費 
（計画期間の総額）】 

3,600 千円 
事業の対象となる医療介護総
合確保区域 全区域 

事業の実施主体 福岡県⻭科医師会 
事業の期間 平成 31(2019)年 4 ⽉ 1 日〜2020 年 3 ⽉ 31 日 
背景にある医療・介護ニーズ  2025 年に向けて増大していく医療需要に対応していくため、地域⻭科保健を

⽀える⻭科医師・⻭科衛⽣士等の確保を進めるとともに、⻭科医師、⻭科衛⽣
士等のさらなる知識と技術の向上を図る必要がある。 
アウトカム指標︓ 県内の人口 10 万人対⻭科医師数（H28︓107.3 人）
及び⻭科衛⽣士数（H28︓119.7 人）の増加 

事業の内容 ⻭科医師会が⾏う新規加入者向け研修及び、⻭科医師・⻭科衛⽣士等⻭
科専門職に対する技術向上のための研修等にかかる費⽤に対して補助する。 

アウトプット指標 ⻭科専門職に対する技術向上のための研修会参加者数︓400 名 
アウトカムとアウトプットの関連  ⻭科専門職に対して技術向上のための研修会を開催し、専門的知識の習得

を進めることで、⻭科専門職の資質の向上を図り、地域⻭科保健を⽀える⻭科
医師、⻭科衛⽣士等の確保を促進する。 

事業に要する費⽤の額 ⾦
額 

総事業費 
（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 
3,600 

基⾦充当
額 

（国費） 
における 
公⺠の別 
（注１） 

公  (千円) 

基⾦ 国（Ａ） (千円) 
1,200 

都道府県 
（Ｂ） 

(千円) 
600 

⺠ (千円) 
1,200 

計（Ａ＋
Ｂ） 

(千円) 
1,800 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 
(千円) その他（Ｃ） (千円) 

1,800 
備考（注３）  
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事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 
事業名 【No.32（医療分）】 

⻭科衛⽣士養成校巡回実習教育事業 

【総事業費 
（計画期間の総額）】 

694 千円 
事業の対象となる医療介護総
合確保区域 全区域 

事業の実施主体 福岡県⻭科医師会 
事業の期間 平成 31(2019)年 4 ⽉ 1 日〜2020 年 3 ⽉ 31 日 
背景にある医療・介護ニーズ  2025 年に向けて増大していく医療需要に対応していくため、地域⻭科保健を

⽀える⻭科医師・⻭科衛⽣士等の確保を進めるとともに、⻭科医師、⻭科衛⽣
士等のさらなる知識と技術の向上を図る必要がある。 
アウトカム指標︓在宅⻭科医療実施⻭科診療所割合（H29︓24.1%）の
増加 

事業の内容  ⾼度⻭科医療に対応できる⻭科衛⽣士を養成し、⻭科医療従事者の資質
の向上に寄与するため、社会福祉法人や障害者通所施設等を訪問し巡回実
習を⾏う養成校に対し補助する。 

アウトプット指標 巡回実習実施回数︓70 回 
アウトカムとアウトプットの関連  社会福祉法人や障害者通所施設等を訪問し、より臨床的な技術を習得する

ことで、地域において効率的で質の⾼い⻭科医療従事者を排出できる。 
事業に要する費⽤の額 ⾦

額 
総事業費 
（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 
694 

基⾦充当
額 

（国費） 
における 
公⺠の別 
（注１） 

公  (千円) 

基⾦ 国（Ａ） (千円) 
463 

都道府県 
（Ｂ） 

(千円) 
231 

⺠ (千円) 
463 

計（Ａ＋
Ｂ） 

(千円) 
694 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 
(千円) その他（Ｃ） (千円) 

備考（注３）  
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事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 
事業名 【No.33（医療分）】 

⻭科衛⽣士復職⽀援事業 

【総事業費 
（計画期間の総額）】 

2,117 千円 
事業の対象となる医療介護総
合確保区域 全区域 

事業の実施主体 福岡県（委託） 
事業の期間 平成 31(2019)年 4 ⽉ 1 日〜2020 年 3 ⽉ 31 日 
背景にある医療・介護ニーズ  ⻭科診療所に勤務する⻭科衛⽣士の不⾜に加え、平成元年の⻭科衛⽣士

法の改正により⻭科衛⽣士が⻭科保健指導を⾏えることとなり、地域⻭科保健
事業を担当する場が拡大したことから、⻭科医療現場はもとより健康増進法等
における訪問⻭科保健指導等においても⽀障をきたしている。このため、⻭科医
療現場や市町村の要望に応えられる⻭科衛⽣士の確保を図ることが急務であ
る。 
アウトカム指標︓ 復職した未就業⻭科衛⽣士数 20 名 

事業の内容 ①未就業⻭科衛⽣士登録︓未就業⻭科衛⽣士に対し⻭科衛⽣士会報等で
無料職業紹介に関する広報を⾏い、就業希望者を名簿に登録。 

②未就業⻭科衛⽣士研修会の開催︓臨床現場から遠ざかっていた未就業⻭
科衛⽣士が安心して再就職できるよう臨床的な実施研修を⾏う。 

③登録者・求人者への就職情報の提供︓市町村・⻭科医師会からの求人を
在宅⻭科衛⽣士に連絡し、また、在宅⻭科衛⽣士の求職情報を市町村・⻭
科医師等に情報提供し、就職の斡旋を⾏う。 

アウトプット指標 ・未就業⻭科衛⽣士登録数︓1,000 名 
・未就業⻭科衛⽣士研修会参加者数︓600 名 
・登録者・求人者への就職情報提供件数︓5,000 件 

アウトカムとアウトプットの関連  無料職業紹介や未就業⻭科衛⽣士研修会の開催を通して、未就業⻭科衛
⽣士の復職につなげる。 

事業に要する費⽤の額 ⾦
額 

総事業費 
（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 
2,117 

基⾦充当
額 

（国費） 
における 
公⺠の別 
（注１） 

公  (千円) 

基⾦ 国（Ａ） (千円) 
1,411 

都道府県 
（Ｂ） 

(千円) 
706 

⺠ (千円) 
1,411 

計（Ａ＋
Ｂ） 

(千円) 
2,117 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 
(千円) 
1,411 

その他（Ｃ） (千円) 

備考（注３）  
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事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 【No.34（医療分）】 
寄附講座設置事業 

【総事業費 
（計画期間の総額）】 

190,000 千円 
事業の対象となる医療介護総
合確保区域 京築、⼋⼥・筑後、⽥川区域 

事業の実施主体 各大学 
事業の期間 平成 31(2019)年 4 ⽉ 1 日〜2020 年 3 ⽉ 31 日 
背景にある医療・介護ニーズ  本県の医師数は全国的にみると恵まれた状況にあるが、地域や診療科によっ

ては偏在が⾒られ、医師確保が困難な地域に対して、安定的な医師の派遣体
制を確保する必要がある。 
アウトカム指標︓派遣医師数の維持（19 名／⼋⼥・筑後区域︓６名、京築
区域︓２名、⽥川区域︓11 名） 

事業の内容 県内の医学部を有する大学に寄附講座を設置し、講座の研究プログラムの
⼀環として、県が指定する保健医療圏の医療機関に対し、医師を派遣する。 

アウトプット指標 ・ 寄附講座設置大学数︓３大学 

アウトカムとアウトプットの関連 各大学に継続して寄附講座を設置することによって、医師確保困難地域への
安定的な医師の派遣体制を確保することができる。 

事業に要する費⽤の額 ⾦
額 

総事業費 
（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 
190,000 

基⾦充当
額 

（国費） 
における 
公⺠の別 
（注１） 

公  (千円) 
30,000 

基⾦ 国（Ａ） (千円) 
95,000 

都道府県 
（Ｂ） 

(千円) 
47,500 

⺠ (千円) 
65,000 

計（Ａ＋
Ｂ） 

(千円) 
142,500 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 
(千円) 

 
その他（Ｃ） (千円) 

47,500 
備考（注３）  
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事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 【No.35（医療分）】 
緊急医師確保対策奨学⾦ 

【総事業費 
（計画期間の総額）】 

24,000 千円 
事業の対象となる医療介護総
合確保区域 全区域 

事業の実施主体 福岡県 
事業の期間 平成 31(2019)年 4 ⽉ 1 日〜2020 年 3 ⽉ 31 日 
背景にある医療・介護ニーズ 比較的医療資源に恵まれた本県においても、産科・産婦人科の医師数の減

少が顕著であるなど、診療科による医師の偏在があり、地域医療に従事する医
師の⼀層の増加を図ることで偏在を是正する必要がある。 
アウトカム指標︓ 奨学⾦貸与者に係る特定診療科での県内従事者数︓4 名
（H30）→6 名（H31） 

事業の内容 久留⽶大学医学部に地域医療医師確保特別枠を設け、県内の医療機関
において医師確保が困難な産科、⼩児科、救命救急医療等に将来従事しよう
とする医学部⽣に対して奨学⾦を貸与することにより、地域医療に従事する医
師の確保、診療科による医師の偏在是正を図る。 

アウトプット指標 ・ 奨学⾦貸与者数︓５名 
アウトカムとアウトプットの関連 特定診療科に将来従事しようとする医学⽣に対して奨学⾦を貸与することに

よって、将来、医師確保が困難な診療科に従事する医師の増加が図られ、偏
在の是正につながる。 

事業に要する費⽤の額 ⾦
額 

総事業費 
（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 
24,000 

基⾦充当
額 

（国費） 
における 
公⺠の別 
（注１） 

公  (千円) 
16,000 

基⾦ 国（Ａ） (千円) 
16,000 

都道府県 
（Ｂ） 

(千円) 
8,000 

⺠ (千円) 
0 

計（Ａ＋Ｂ） (千円) 
24,000 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 
(千円) その他（Ｃ） (千円) 

0 
備考（注３）  
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事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 
事業名 【No.36（医療分）】 

⺟体救命講習普及事業 

【総事業費 
（計画期間の総額）】 

2,821 千円 
事業の対象となる医療介護総
合確保区域 全区域 

事業の実施主体 福岡県産婦人科医会 
事業の期間 平成 31(2019)年 4 ⽉ 1 日〜2020 年 3 ⽉ 31 日 
背景にある医療・介護ニーズ 本県⼀分娩施設あたりの平均分娩数は増加傾向にあることから、ハイリスク妊婦

に対応する現場の医師の負担を軽減するために、各分娩施設における産科救
急への初期対応⼒強化が必要であるが、指導者となる医師が不⾜している。 
アウトカム指標︓県内の講習指導者（インストラクター）数の増加（H30:40
人→R1:42 人)（H30:26 人） 

事業の内容 福岡県産婦人科医会が分娩施設における⺟体急変時の初期対応や救急処
置技術の習得のため、産科救急に関する実践的なシミュレーション教育を⾏う講
習会を実施し、県内のインストラクター資格要件を満たす産科医の増を図る。 

アウトプット指標 ⺟体救命公認講習会受講施設数︓40 施設 
アウトカムとアウトプットの関連 より多くの施設から産科医が受講することにより、インストラクター資格要件を満た

す産科医の増加に繋がる。 
事業に要する費⽤の額 ⾦

額 
総事業費 
（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 
2,821 

基⾦充当
額 

（国費） 
における 
公⺠の別 
（注１） 

公  (千円) 
0 

基⾦ 国（Ａ） (千円) 
753 

都道府県 
（Ｂ） 

(千円) 
376 

⺠ (千円) 
753 

計（Ａ＋
Ｂ） 

(千円) 
1,129 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 
(千円) その他（Ｃ） (千円) 

1,692 
備考（注３）  
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事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 【No.37（医療分）】 
看護師等養成所運営費補助事業 

【総事業費 
（計画期間の総額）】 

748,236 千円 
事業の対象となる医療介護総
合確保区域 全区域 

事業の実施主体 各看護師等養成所 
事業の期間 平成 31(2019)年 4 ⽉ 1 日〜2020 年 3 ⽉ 31 日 
背景にある医療・介護ニーズ 2025年に向けて、⾼齢化等により医療需要が増大すると推計されており、地

域の実情に応じたあるべき医療提供体制を構築していくためにも、看護職員が
養成される看護師等養成所の運営を⽀援していくことで、将来必要とされる看
護職員を確保していくことが急務である。 
アウトカム指標︓ 県内医療機関就職率の向上（H30.3︓72.5→75%以
上） 

事業の内容 県内の看護師等養成所に対して、運営費の加算※を含め、その運営に必要
な経費を補助することにより、養成所の教育内容の向上を図ることを目的とす
る。 

※ 運営費の加算︓県内就職にかかる取組みへの加算。 
アウトプット指標 ・ 補助施設数︓36 校 45 課程 
アウトカムとアウトプットの関連  看護師等養成所の運営を補助することによって、各養成所の教育の質が向上

し、入学者が増加することで、県内の医療機関へ就職する看護職員の確保が
図られる。 

事業に要する費⽤の額 ⾦
額 

総事業費 
（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 
748,236 

基⾦充当
額 

（国費） 
における 
公⺠の別 
（注１） 

公  (千円) 
0 

基⾦ 国（Ａ） (千円) 
498,824 

都道府県 
（Ｂ） 

(千円) 
249,412 

⺠ (千円) 
498,824 

計（Ａ＋
Ｂ） 

(千円) 
748,236 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 
(千円) その他（Ｃ） (千円) 

0 
備考（注３）  
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事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 【No.38（医療分）】 
看護教員養成講習会事業 

【総事業費 
（計画期間の総額）】 

15,680 千円 
事業の対象となる医療介護総
合確保区域 全区域 

事業の実施主体 福岡県 
事業の期間 平成 31(2019)年 4 ⽉ 1 日〜2020 年 3 ⽉ 31 日 
背景にある医療・介護ニーズ 多様化、⾼度化する看護ニーズに対応する看護職員の養成のため、専任教

員に必要な知識・技術を修得させ、看護教育の充実及び向上を図る必要があ
る。 
アウトカム指標︓看護職員における新卒就業者数の増加（H30.3:2,604
人） 

事業の内容 看護師等養成所の専任教員を養成するため、講習会を実施するもの。 
（定員 40 名、講習科目 36 科目 34 単位） 

アウトプット指標 ・ 看護教員養成講習会の受講者数︓40 名 
アウトカムとアウトプットの関連 看護教員養成講習会を実施することにより、県内の看護師等養成所の看護

教員の資質向上を図り、養成所の教育の質を⾼めることで、看護師免許取得
者を増加させ、県内で働く看護職員の確保を図る。 

事業に要する費⽤の額 ⾦
額 

総事業費 
（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 
15,680 

基⾦充当
額 

（国費） 
における 
公⺠の別 
（注１） 

公  (千円) 
5,807 

基⾦ 国（Ａ） (千円) 
5,807 

都道府県 
（Ｂ） 

(千円) 
2,904 

⺠ (千円) 
0 

計（Ａ＋
Ｂ） 

(千円) 
8,711 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 
(千円) その他（Ｃ） (千円) 

6,969 
備考（注３）  
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事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 【No.39（医療分）】 
看護教員継続研修事業 

【総事業費 
（計画期間の総額）】 

1,253 千円 
事業の対象となる医療介護総
合確保区域 全区域 

事業の実施主体 福岡県（委託） 
事業の期間 平成 31(2019)年 4 ⽉ 1 日〜2020 年 3 ⽉ 31 日 
背景にある医療・介護ニーズ  2025 年に向けて、⾼齢化等により医療需要が増大すると推計されており、地

域の実情に応じたあるべき医療提供体制を構築していくためにも、看護師等養
成所の教員の資質向上を図り、養成所における教育の質を⾼めることで、将来
必要とされる看護職員を確保していくことが急務である。 
アウトカム指標︓看護職員における新卒就業者数の増加（H30.3︓2,604
人）  

事業の内容 看護教員の質の向上を図るため、看護教員としての成⻑段階別(新任期、
中堅期、ベテラン期)の研修を実施するもの。 

アウトプット指標 ・ 研修参加者︓70 名 
アウトカムとアウトプットの関連 県内の看護師等養成所の教員に対して、成⻑段階別に継続的に研修を実

施することによって、県内養成所の看護教育の質が向上し、看護師等免許取得
者が増加することで、県内で働く看護職員の確保が図られる。 

事業に要する費⽤の額 ⾦
額 

総事業費 
（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 
1,253 

基⾦充当
額 

（国費） 
における 
公⺠の別 
（注１） 

公  (千円) 
0 

基⾦ 国（Ａ） (千円) 
835 

都道府県 
（Ｂ） 

(千円) 
418 

⺠ (千円) 
835 

計（Ａ＋
Ｂ） 

(千円) 
1,253 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 
(千円) 

835 
その他（Ｃ） (千円) 

0 
備考（注３）  
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事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 【No.40（医療分）】 
看護実習指導者講習会事業 

【総事業費 
（計画期間の総額）】 

4,413 千円 
事業の対象となる医療介護総
合確保区域 全区域 

事業の実施主体 福岡県（委託） 
事業の期間 平成 31(2019)年 4 ⽉ 1 日〜2020 年 3 ⽉ 31 日 
背景にある医療・介護ニーズ 看護基礎教育の質向上を図るため、看護師等養成所の実習施設における

実習指導者の養成が必要である。 
アウトカム指標︓これまでに養成した看護師等養成所の実習施設における指導
者数（H30 末︓1,548 名→H31 末︓1,660 名） 

事業の内容 養成所の実習施設において実習指導の任に当たる者または予定者を対象
に、効果的な実習指導ができるよう必要な知識・技術を修得させるため、講習
会を実施するもの。 

アウトプット指標 ・ 実習指導者講習会参加者数（40 日）︓82 名 
・ 特定分野講習会参加者数（６日）︓30 名 

アウトカムとアウトプットの関連 看護実習指導者講習会を開催することにより、看護師等養成所の実習施設
における当該講習会を受講した指導者の増加を図る。 

事業に要する費⽤の額 ⾦
額 

総事業費 
（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 
4,413 

基⾦充当
額 

（国費） 
における 
公⺠の別 
（注１） 

公  (千円) 
129 

基⾦ 国（Ａ） (千円) 
2,942 

都道府県 
（Ｂ） 

(千円) 
1,471 

⺠ (千円) 
2,813 

計（Ａ＋
Ｂ） 

(千円) 
4,413 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 
(千円) 
2,813 

その他（Ｃ） (千円) 
0 

備考（注３）  
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事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 【No.41（医療分）】 
看護職員専門分野研修事業 

【総事業費 
（計画期間の総額）】 

7,644 千円 
事業の対象となる医療介護総
合確保区域 全区域 

事業の実施主体 福岡県 
事業の期間 平成 31(2019)年 4 ⽉ 1 日〜2020 年 3 ⽉ 31 日 
背景にある医療・介護ニーズ 近年の医療の⾼度化・専門化に対して、県⺠の要望に応じることのできる専

門性の⾼い看護職員の育成が必要。 

アウトカム指標︓県内認定看護師数の増加(H29.12:885 人) 
事業の内容 近年の少⼦⾼齢化の進展や疾病構造の変化による医療の⾼度化・専門分

野に対応し、県⺠の要望に応じることの出来る質の⾼い専門的な看護師である
認定看護師を養成するための教育課程を開講する教育機関に対して開講に係
る経費への補助を⾏う。 

アウトプット指標 ・ 補助養成施設数︓３施設 

アウトカムとアウトプットの関連 認定看護師の養成教育課程を設けている大学等に⽀援することで、県内の
認定看護師の増加を促し、医療の⾼度化・専門化への対応を図る。 

事業に要する費⽤の額 ⾦
額 

総事業費 
（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 
7,644 

基⾦充当
額 

（国費） 
における 
公⺠の別 
（注１） 

公  (千円) 
1,764 

基⾦ 国（Ａ） (千円) 
5,096 

都道府県 
（Ｂ） 

(千円) 
2,548 

⺠ (千円) 
3,332 

計（Ａ＋
Ｂ） 

(千円) 
7,644 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 
(千円) その他（Ｃ） (千円) 

0 
備考（注３）  
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事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 【No.42（医療分）】 
新人看護職員研修事業 

【総事業費 
（計画期間の総額）】 

128,512 千円 
事業の対象となる医療介護総
合確保区域 全区域 

事業の実施主体 福岡県（⼀部委託）、福岡県看護協会、各病院 
事業の期間 平成 31(2019)年 4 ⽉ 1 日〜2020 年 3 ⽉ 31 日 
背景にある医療・介護ニーズ 2025年に向けて、⾼齢化等により医療需要が増大すると推計されており、地

域の実情に応じたあるべき医療提供体制を構築していくためにも、新人看護職
員の離職を防止することで、将来必要とされる看護職員を確保していくことが急
務である。 
アウトカム指標︓県内新人看護職員の離職率の低下（H29:8.2%→
R1:7.5%） 

事業の内容 ① 新人看護職員の離職防止及び質の向上を図るため、病院の新人看護職員に対する実践的
な研修体制を確保することを目的としている。新人看護職員に対して病院が⾏う OJT 研修への
経費補助。 

② 新人看護職員研修の推進や教育担当者等の資質向上に向け、委員会等を設け研修の内
容等の検討を⾏う。また新人看護職員研修の未実施病院等が導入を図るための⽀援を⾏い
地域における連携体制を構築し、新人看護職員研修の着実な推進を図るもの。 

③ 新人看護職員研修の研修プログラムの策定及び企画⽴案を担う教育責任者を要請するため
の講習会を開催する。講習会は、国が示した新人看護職員研修ガイドラインに基づき５日間の
研修を実施する。 

④ 新人看護職員の臨地実践に関する実地指導・評価等を担う実地指導者に対する研修を実
施するもの。 

アウトプット指標 ① 新人看護職員研修受講者数の増加︓H30 年度実績（集計中）から 5%増加させる。 
② 新人看護職員研修推進協議会参加者数︓７人×２回 
③ 新人看護職員教育責任者研修受講者数︓75 名 
④ 新人看護職員実地指導者研修受講者数︓225 名 

アウトカムとアウトプットの関連 各事業を有機的に実⾏することで、各病院での新人看護職員の離職を防止し、県内新人看
護職員の離職率を低下させることで、県内の看護職員の確保を図る。 

事業に要する費⽤の額 ⾦
額 

総事業費 
（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 
128,512 

基⾦充当
額 

（国費） 
における 
公⺠の別 
（注１） 

公  (千円) 

基⾦ 国（Ａ） (千円) 
43,961 

都道府県 
（Ｂ） 

(千円) 
21,980 

⺠ (千円) 

計（Ａ＋
Ｂ） 

(千円) 
65,941 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 
(千円) 

 
その他（Ｃ） (千円) 

62,571 
備考（注３）  
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事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 【No.43（医療分）】 
新人看護職員多施設集合研修事業 

【総事業費 
（計画期間の総額）】 

7,260 千円 
事業の対象となる医療介護総
合確保区域 全区域 

事業の実施主体 福岡県医師会、福岡県看護協会 
事業の期間 平成 31(2019)年 4 ⽉ 1 日〜2020 年 3 ⽉ 31 日 
背景にある医療・介護ニーズ 2025年に向けて、⾼齢化等により医療需要が増大すると推計されており、地

域の実情に応じたあるべき医療提供体制を構築していくためにも、新人看護職
員の離職を防止することで、将来必要とされる看護職員を確保していくことが急
務である。 
アウトカム指標︓県内新人看護職員の離職率の低下（H29:8.2%→
R1:7.5%） 

事業の内容 ⼩規模施設や新人看護職員が少ない等の理由により、施設単独で完結した
研修ができない施設の看護職員を対象として、県医師会及び県看護協会が集
合研修を実施する。 

アウトプット指標 ・ 新人看護職員多施設集合研修参加者数︓2,200 人 
アウトカムとアウトプットの関連 施設単独で完結した研修ができない施設の新人看護職員にも研修の機会を

保障することによって、各施設の新人看護職員の離職を防止し、県内新人看護
職員の離職率を低下させることで、県内の看護職員の確保を図る。 

事業に要する費⽤の額 ⾦
額 

総事業費 
（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 
7,260 

基⾦充当
額 

（国費） 
における 
公⺠の別 
（注１） 

公  (千円) 
0 

基⾦ 国（Ａ） (千円) 
2,420 

都道府県 
（Ｂ） 

(千円) 
1,210 

⺠ (千円) 
2,420 

計（Ａ＋Ｂ） (千円) 
3,630 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 
(千円) その他（Ｃ） (千円) 

3,630 
備考（注３）  
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事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 【No.44（医療分）】 
看護職員確保対策特別事業 

【総事業費 
（計画期間の総額）】 

215 千円 
事業の対象となる医療介護総
合確保区域 全区域 

事業の実施主体 福岡県 
事業の期間 平成 31(2019)年 4 ⽉ 1 日〜2020 年 3 ⽉ 31 日 
背景にある医療・介護ニーズ 公衆衛⽣看護学実習の質を向上し、より実践的な看護職員を養成するた

め、受入施設（中⼩病院、訪問看護ステーション、保健所、市町村等）の協
⼒体制を整備するとともに、受入施設の指導者を育成する必要がある。 
アウトカム指標︓受入施設における指導者数の増加（H29:88 人） 

事業の内容 教育現場と実習施設との共通理解や調整を促すため意⾒交換会等を実施
するほか、受入施設の指導者（看護管理者）を対象に看護学教育に関する
講習会を実施するもの。 

アウトプット指標 ・ 講習会受講者数︓35 名 

アウトカムとアウトプットの関連 講習会や意⾒交換会等の実施により、公衆衛⽣看護学実習の質の向上を
図る。 

事業に要する費⽤の額 ⾦
額 

総事業費 
（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 
215 

基⾦充当
額 

（国費） 
における 
公⺠の別 
（注１） 

公  (千円) 
143 

基⾦ 国（Ａ） (千円) 
143 

都道府県 
（Ｂ） 

(千円) 
72 

⺠ (千円) 
0 

計（Ａ＋
Ｂ） 

(千円) 
215 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 
(千円) その他（Ｃ） (千円) 

0 
備考（注３）  
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事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 【No.45（医療分）】 
看護職員フォローアップ研修事業 

【総事業費 
（計画期間の総額）】 

57,702 千円 
事業の対象となる医療介護総
合確保区域 全区域 

事業の実施主体 各病院 
事業の期間 平成 31(2019)年 4 ⽉ 1 日〜2020 年 3 ⽉ 31 日 
背景にある医療・介護ニーズ 2025年に向けて、⾼齢化等により医療需要が増大すると推計されており、地

域の実情に応じたあるべき医療提供体制を構築していくためにも、看護職員の
離職を防止することで、将来必要とされる看護職員を確保していくことが急務で
ある。 
アウトカム指標︓常勤看護師離職率の低下（H29:10.9%→全国平均
（10.9%）以下） 

事業の内容 新人看護職員研修後の継続研修として、就職後２年目・３年目の新任期
看護職員への研修体制の整備を図るため、新任期看護職員に対し病院が⾏う
研修への経費を補助する。 

アウトプット指標 ・ 研修受講者数及び実施施設数の増加（H28︓2,280 名 63 施設、
H29︓2,571 名 74 施設） 

アウトカムとアウトプットの関連 研修受講者数及び実施施設数を増加させ、各病院での新任期看護職員の
離職を防止し、常勤看護師離職率を低下させることで、県内の看護職員の確
保を図る。 

事業に要する費⽤の額 ⾦
額 

総事業費 
（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 
57,702 

基⾦充当
額 

（国費） 
における 
公⺠の別 
（注１） 

公  (千円) 

基⾦ 国（Ａ） (千円) 
19,234 

都道府県 
（Ｂ） 

(千円) 
9,617 

⺠ (千円) 

計（Ａ＋
Ｂ） 

(千円) 
28,851 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 
(千円) その他（Ｃ） (千円) 

28,851 
備考（注３）  
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事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 【No.46（医療分）】 
病院内保育所運営事業 

【総事業費 
（計画期間の総額）】 

386,967 千円 
事業の対象となる医療介護総
合確保区域 全区域 

事業の実施主体 各病院 
事業の期間 平成 31(2019)年 4 ⽉ 1 日〜2020 年 3 ⽉ 31 日 
背景にある医療・介護ニーズ 看護職員の離職防止と再就業を促進するため、⼦どもを持つ看護職員が継

続して就業できる職場環境を整備する必要がある。 
アウトカム指標︓常勤看護師離職率の低下（H29:10.9%→全国平均
（10.9%）以下） 

事業の内容 病院内保育所を運営する病院に対して、人件費等の運営費を補助する。 
アウトプット指標 ・ 病院内保育所補助事業者数︓57 施設 
アウトカムとアウトプットの関連 病院内保育所の運営を補助し、看護職員の就業環境を整備することで、病

院内保育所を利⽤する看護職員数の増加を図り、離職防止等に繋げる。 
事業に要する費⽤の額 ⾦

額 
総事業費 
（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 
386,967 

基⾦充当
額 

（国費） 
における 
公⺠の別 
（注１） 

公  (千円) 
24,358 

基⾦ 国（Ａ） (千円) 
171,985 

都道府県 
（Ｂ） 

(千円) 
85,993 

⺠ (千円) 
147,627 

計（Ａ＋
Ｂ） 

(千円) 
257,978 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 
(千円) その他（Ｃ） (千円) 

128,989 
備考（注３）  
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事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 【No.47（医療分）】 
看護職員復職研修事業 

【総事業費 
（計画期間の総額）】 

5,050 千円 
事業の対象となる医療介護総
合確保区域 全区域 

事業の実施主体 福岡県（委託） 
事業の期間 平成 31(2019)年 4 ⽉ 1 日〜2020 年 3 ⽉ 31 日 
背景にある医療・介護ニーズ 2025年に向けて、⾼齢化等により医療需要が増大すると推計されており、地

域の実情に応じたあるべき医療提供体制を構築していくためにも、⼦育て等によ
り離職した看護職員の復職を促進することで、将来必要とされる看護職員を確
保していくことが急務である。 
アウトカム指標︓受講後就業率が前年度実績を上回る（H29:62.7%） 

事業の内容 ⼦育て等により離職した看護職員を対象とし、最新の知識及び看護技術を
再習得させることで職場復帰を促し、働き続けられるよう⽀援するもの。 

① 看護職のための「採血・注射サポート教室」 
② 看護⼒再開発講習会（実践コース）の開催 
③ 看護技術セミナーの開催 

アウトプット指標 ・ 研修受講者数︓①160 名、②60 名、③30 名 

アウトカムとアウトプットの関連 研修受講者数の満員を維持し、離職した看護職員が復職できるよう研修及
び職場復帰の⽀援を⾏うことで、県内の看護職員の確保を図る。 

事業に要する費⽤の額 ⾦
額 

総事業費 
（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 
5,050 

基⾦充当
額 

（国費） 
における 
公⺠の別 
（注１） 

公  (千円) 
0 

基⾦ 国（Ａ） (千円) 
3,367 

都道府県 
（Ｂ） 

(千円) 
1,683 

⺠ (千円) 
3,367 

計（Ａ＋
Ｂ） 

(千円) 
5,050 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 
(千円) 
3,367 

その他（Ｃ） (千円) 
0 

備考（注３）  
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事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 【No.48（医療分）】 
みんなで話そう看護の出前授業事業 

【総事業費 
（計画期間の総額）】 

2,328 千円 
事業の対象となる医療介護総
合確保区域 全区域 

事業の実施主体 福岡県看護協会 
事業の期間 平成 31(2019)年 4 ⽉ 1 日〜2020 年 3 ⽉ 31 日 
背景にある医療・介護ニーズ 福岡県の需給⾒通しにおいて、未だに県内の看護職員の数は不⾜しており、

看護職を志し、看護師等学校養成所へ進学する学⽣を確保することが求めら
れる。 
アウトカム指標︓県内の看護師等養成所への入学者数の増加(H29︓4,770
人) 

事業の内容 看護職を志す動機付けの機会となる「看護の出前授業」を実施する看護協
会に対して事業実施経費の⼀部を補助する。 

アウトプット指標 ・ 看護の出前授業受講者数︓前年度実績を上回る（H29:2,095 名） 
アウトカムとアウトプットの関連 看護の出前授業の開催によって、学⽣の看護職に対する関心を⾼め、県内

の看護学校への進学を促進することで、将来的な看護職員不⾜の解消を図
る。 

事業に要する費⽤の額 ⾦
額 

総事業費 
（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 
2,328 

基⾦充当
額 

（国費） 
における 
公⺠の別 
（注１） 

公  (千円) 
0 

基⾦ 国（Ａ） (千円) 
776 

都道府県 
（Ｂ） 

(千円) 
388 

⺠ (千円) 
776 

計（Ａ＋
Ｂ） 

(千円) 
1,164 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 
(千円) その他（Ｃ） (千円) 

1,164 
備考（注３）  
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事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 【No.49（医療分）】 
ふれあい看護体験事業 

【総事業費 
（計画期間の総額）】 

2,612 千円 
事業の対象となる医療介護総
合確保区域 全区域 

事業の実施主体 福岡県看護協会 
事業の期間 平成 31(2019)年 4 ⽉ 1 日〜2020 年 3 ⽉ 31 日 
背景にある医療・介護ニーズ 福岡県の需給⾒通しにおいて、未だに県内の看護職員の数は不⾜しており、

看護職を志し、看護師等養成所へ進学する学⽣を確保することが求められる。 
アウトカム指標︓県内の看護師等養成所への入学者数の増加(H29︓4,770
人) 

事業の内容 看護職を志す動機付けの機会となる「ふれあい看護体験」の実施を希望する
⾼校と、実際に参加学⽣を受け入れる医療施設とのマッチング及び看護体験実
施に係る経費を⼀部補助する。 

アウトプット指標 ・ マッチング率(体験者数／申込者数)︓81.35％以上 
アウトカムとアウトプットの関連 ふれあい看護体験の実施によって、学⽣の看護職に対する関心を⾼め、県内

の看護学校への進学を促進することで、将来的な看護職員不⾜の解消を図
る。 

事業に要する費⽤の額 ⾦
額 

総事業費 
（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 
2,612 

基⾦充当
額 

（国費） 
における 
公⺠の別 
（注１） 

公  (千円) 
0 

基⾦ 国（Ａ） (千円) 
871 

都道府県 
（Ｂ） 

(千円) 
435 

⺠ (千円) 
871 

計（Ａ＋
Ｂ） 

(千円) 
1,306 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 
(千円) その他（Ｃ） (千円) 

1,306 
備考（注３）  
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事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 【No.50（医療分）】 
看護補助者確保⽀援事業 

【総事業費 
（計画期間の総額）】 

32,704 千円 
事業の対象となる医療介護総
合確保区域 全区域 

事業の実施主体 福岡県（委託） 
事業の期間 平成 31(2019)年 4 ⽉ 1 日〜2020 年 3 ⽉ 31 日 
背景にある医療・介護ニーズ  看護補助者の不⾜により、看護補助者に任せられる業務までを看護師が⾏う

ことで負担となっており、看護の質の確保が困難となっている。 
アウトカム指標︓派遣看護補助者総数の増加（29 年度まで 1,209 名） 

事業の内容 看護職員の業務を補助する看護補助者を医療機関へ派遣する。 
アウトプット指標 ・ 派遣看護補助者数︓22 名 

アウトカムとアウトプットの関連 看護補助者の派遣を希望する医療機関に対して、補助者を派遣することで
看護師の負担を軽減し、看護の質の確保を図る。 

事業に要する費⽤の額 ⾦
額 

総事業費 
（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 
32,704 

基⾦充当
額 

（国費） 
における 
公⺠の別 
（注１） 

公  (千円) 
0 

基⾦ 国（Ａ） (千円) 
21,803 

都道府県 
（Ｂ） 

(千円) 
10,901 

⺠ (千円) 
21,803 

計（Ａ＋
Ｂ） 

(千円) 
32,704 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 
(千円) 

21,803 
その他（Ｃ） (千円) 

0 
備考（注３）  
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事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 【No.51（医療分）】 
外国人看護師候補者資格取得⽀援事業 

【総事業費 
（計画期間の総額）】 

19,103 千円 
事業の対象となる医療介護総
合確保区域 全区域 

事業の実施主体 福岡県医師会 
事業の期間 平成 31(2019)年 4 ⽉ 1 日〜2020 年 3 ⽉ 31 日 
背景にある医療・介護ニーズ 2025年に向けて、⾼齢化等により医療需要が増大すると推計されており、地

域の実情に応じたあるべき医療提供体制を構築していくためにも、外国人看護
師候補者（※）の看護師国家試験合格を⽀援することで、将来必要とされる
看護職員を確保していくことが急務である。 
※外国人看護師候補者とは、外国の看護師免許を有し、日本の看護師免許
の取得を目指す者のことを⾔う。 
アウトカム指標︓外国人看護師候補者の看護師国家試験合格者数の増加
（H28︓2 人、H29︓7 人） 

事業の内容 外国人看護師候補者に対する免許取得のための学習⽀援を⾏う。 
アウトプット指標 ・ 20 人を⽀援し、看護師国家試験の合格を目指す 
アウトカムとアウトプットの関連 当該事業で⽀援を受けた外国人看護師候補者が看護師国家試験に合格

することで、県内就職を促進し、看護職員等の医療従事者の確保を⾏うもの。 
事業に要する費⽤の額 ⾦

額 
総事業費 
（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 
19,103 

基⾦充当
額 

（国費） 
における 
公⺠の別 
（注１） 

公  (千円) 
0 

基⾦ 国（Ａ） (千円) 
12,735 

都道府県 
（Ｂ） 

(千円) 
6,368 

⺠ (千円) 
12,735 

計（Ａ＋
Ｂ） 

(千円) 
19,103 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 
(千円) その他（Ｃ） (千円) 

0 
備考（注３）  
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事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 【No.52（医療分）】 
看護師勤務環境改善施設整備事業 

【総事業費 
（計画期間の総額）】 

51,102 千円 
事業の対象となる医療介護総
合確保区域 全区域 

事業の実施主体 各病院 
事業の期間 平成 31(2019)年 4 ⽉ 1 日〜2020 年 3 ⽉ 31 日 

背景にある医療・介護ニーズ 

医療ニーズの多様化に加え、交替制勤務や⻑時間労働など厳しい勤務環境
が看護職員の離職の⼀因となっていることから、良質かつ適切な医療を効率的
に提供する体制を確保する必要がある。 
アウトカム指標︓常勤看護師離職率の低下（H29:10.9%→全国平均
（10.9%）以下） 

事業の内容 
看護職員が働きやすい勤務環境の改善に必要な、医療の⾼度化に対応可

能なナースステーションの拡充、処置室及びカンファレンスルーム等の拡張、新設
等にかかる施設整備費を補助する。 

アウトプット指標 ・ 施設整備実施数︓１施設 

アウトカムとアウトプットの関連 施設整備の実施により看護職員の勤務環境を改善することで、離職防止、
人材確保を図る。 

事業に要する費⽤の額 ⾦
額 

総事業費 
（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 
51,102 

基⾦充当
額 

（国費） 
における 
公⺠の別 
（注１） 

公  (千円) 
0 

基⾦ 国（Ａ） (千円) 
11,356 

都道府県 
（Ｂ） 

(千円) 
5,678 

⺠ (千円) 
11,356 

計（Ａ＋Ｂ） (千円) 
17,034 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 
(千円) その他（Ｃ） (千円) 

34,068 
備考（注３）  
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事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 【No.53（医療分）】 
看護師等養成所施設・設備整備事業 

【総事業費 
（計画期間の総額）】 

76,000 千円 
事業の対象となる医療介護総
合確保区域 全区域 

事業の実施主体 各看護師等養成所 
事業の期間 平成 31(2019)年 4 ⽉ 1 日〜2020 年 3 ⽉ 31 日 
背景にある医療・介護ニーズ 2025年に向けて、⾼齢化等により医療需要が増大すると推計されており、地

域の実情に応じたあるべき医療提供体制を構築していくためにも、看護職員が
養成される看護師等養成所の運営を⽀援していくことで、将来必要とされる看
護職員を確保していくことが急務である。 
アウトカム指標︓県内医療機関就職率の向上（H30.3︓72.5→75%以
上）  

事業の内容 
看護職員の養成⼒の充実を図るため、看護師等養成所の新増設及び、⽼

朽化した養成所の建替え等に対して補助を⾏い、看護職員の確保を促進する
もの。 

アウトプット指標 施設整備実施数︓１施設 

アウトカムとアウトプットの関連 看護師等養成所の新増設に必要な経費を補助することにより、医療従事者
の養成⼒の充実を図り、県内の看護職員の確保を推進する。 

事業に要する費⽤の額 ⾦
額 

総事業費 
（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 
76,000 

基⾦充当
額 

（国費） 
における 
公⺠の別 
（注１） 

公  (千円) 
0 

基⾦ 国（Ａ） (千円) 
25,333 

都道府県 
（Ｂ） 

(千円) 
12,667 

⺠ (千円) 
25,333 

計（Ａ＋Ｂ） (千円) 
38,000 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 
(千円) その他（Ｃ） (千円) 

38,000 
備考（注３）  
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事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 
事業名 【No.54（医療分）】 

看護師の特定⾏為研修推進事業 

【総事業費 
（計画期間の総額）】 

21,000 千円 
事業の対象となる医療介護総
合確保区域 全区域 

事業の実施主体 各医療機関 
事業の期間 平成 31(2019)年 4 ⽉ 1 日〜2020 年 3 ⽉ 31 日 
背景にある医療・介護ニーズ 質の⾼い医療及び看護を提供するためには医師の判断を待たずに、⼿順書

により⼀定の診療の補助を⾏う看護師を増やすことが重要である。 
アウトカム指標︓県内の研修修了数の増加（H30.3 24 人 → R2.3 54
人） 

事業の内容 特定⾏為研修を修了した看護師を養成・確保するため、医療機関等に対し
研修の受講費⽤を補助する。 

アウトプット指標 ・看護師特定⾏為研修受講の補助 30 人 
アウトカムとアウトプットの関連  看護師に特定⾏為研修を受講させる医療機関等を⽀援することで、県内の

研修修了者の増加を促し、医療・看護を担う人材確保と資質の向上を図る。 
事業に要する費⽤の額 ⾦

額 
総事業費 
（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 
21,000 

基⾦充当
額 

（国費） 
における 
公⺠の別 
（注１） 

公  (千円) 

基⾦ 国（Ａ） (千円) 
7,000 

都道府県 
（Ｂ） 

(千円) 
3,500 

⺠ (千円) 
7,000 

計（Ａ＋
Ｂ） 

(千円) 
10,500 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 
(千円) その他（Ｃ） (千円) 

10,500 
備考（注３）  
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事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 
事業名 【No.55（医療分）】 

未就業薬剤師復職⽀援事業 

【総事業費 
（計画期間の総額）】 

1,720 千円 
事業の対象となる医療介護総
合確保区域 全区域 

事業の実施主体 福岡県薬剤師会 
事業の期間 平成 31(2019)年 4 ⽉ 1 日〜2020 年 3 ⽉ 31 日 
背景にある医療・介護ニーズ 住まい・医療・介護・予防・⽣活⽀援が⼀体的に提供される地域包括ケアシステム構

築へ向けた様々な取組が⾏われ、在宅医療への転換が進んでいる。 
在宅医療に取り組む薬局も着実に増加しており、地域包括ケアシステムの⼀翼を担っ

ている状況であるが、今後想定される急激な増加に対応するため、在宅医療対応可能
薬局の増加⼜は機能強化が求められている。 

在宅医療に従事する薬剤師を確保するためには、未就業薬剤師の復職が必須とな
るが、介護や育児等により未就業となった期間に、進歩・複雑化した医療制度や医療技
術、相次ぐ新薬の登場など、書籍等による⾃己学習のみでは埋めることのできない知識
や技術が壁となり、復職を断念してしまうケースも多い。 

不⾜する薬剤師を確保するためには、未就業薬剤師への復職⽀援が効果的である。 
アウトカム指標︓復職者数 25 名（H30）→26 名（R01） 

事業の内容 県薬剤師会が⾏う以下の事業に対して補助する。 
①最新の医療制度等に関する知識・技能を習得するための研修会を開催する。 
②研修会受講者を対象に、薬局において実地研修を⾏うことで、研修内容の定着を図

る。※薬局 15 か所にて受入 
アウトプット指標 ・ 知識・技能を習得するための研修会︓年２回シリーズで開催（参加者 100 名／年

以上） 
・ 薬局での実地研修︓年２回開催（参加者 10 名／年以上） 

アウトカムとアウトプットの関連 未就業となった期間に、進歩・複雑化した医療制度や医療技術等について、研修会や
薬局での実地研修を受講することにより、最新の知識・技術を習得することで、復職への
不安を払拭し、復職を⽀援する。 

事業に要する費⽤の額 ⾦
額 

総事業費 
（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 
1,720 

基⾦充当
額 

（国費） 
における 
公⺠の別 
（注１） 

公  (千円) 

基⾦ 国（Ａ） (千円) 
573 

都道府県 
（Ｂ） 

(千円) 
287 

⺠ (千円) 
573 

計（Ａ＋
Ｂ） 

(千円) 
860 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 
(千円) その他（Ｃ） (千円) 

860 
備考（注３）  

（注１）事業主体が未定で、かつ、想定もできない場合は、記載を要しない。 
（注２）施設等の整備事業については、設置主体が「公」で、施設の運営が「⺠」の場合、基⾦充当額（国費）における公⺠の別としては、

「公」に計上するものとする。また、事業主体は公であるが、公からの委託などにより実質的に⺠間が事業を⾏っている場合は、当該受託額等
を「⺠」に計上するとともに、「うち受託事業等」に再掲すること。 

（注３）備考欄には、複数年度にまたがり⽀出を要する事業の各年度の基⾦所⽤⾒込額を記載すること。 
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 事業区分３：介護施設等の整備に関する事業 
 

事業の区分 ３．介護施設等の整備に関する事業 

事 業 名 福岡県介護施設等整備事業 【総事業費】  
1,309,233 千円 

事業の対象 
となる医療 
介護総合 
確保区域 

全区域 

事 業 の 
実施主体 県、市町村 

 
事業の目標 

介護サービスの供給体制の確保や地域包括ケアシステムの構築に向けて、第７期介護保険事業⽀
援計画等において予定している地域密着型サービス等の介護基盤の整備を⾏う。 
・地域密着型介護⽼人福祉施設 2,393 床（90 カ所） → 2,480 床（94 カ所） 
・認知症⾼齢者グループホーム 10,211 床（677 カ所）→ 10,369 床（692 カ所） 
・⼩規模多機能型居宅介護事業所 4,755 人／⽉分（279 カ所） 

→5,228 人／⽉分（295 カ所） 
・認知症対応型通所介護事業所 22,072 回／⽉分（125 カ所） 

→ 24,660 回／⽉分（142 カ所） 
・地域包括⽀援センター 201 カ所 → 208 カ所 
・定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所 1,100 人／⽉分（53 カ所） 

→1,402 人／⽉分（69 カ所） 
・看護⼩規模多機能型居宅介護事業所        473 人／⽉分（27 カ所） 

→600 人／⽉分（34 カ所） 
・介護予防拠点   ６カ所 
・訪問看護ステーション    （大規模化）６カ所 

（サテライト事業所）６カ所 
※ 上記整備目標値には当事業による整備費補助のないものを含む。 

事業の期間 平成３１年４⽉〜令和２年３⽉ 

事業の内容 ①地域密着型サービス施設等の整備に対する助成を⾏う。 

整備予定施設等 
地域密着型特別養護⽼人ホーム      ８７床（３カ所） 
認知症⾼齢者グループホーム        ８カ所 
⼩規模多機能型居宅介護事業所       ８カ所 

 地域包括⽀援センター            ２カ所 
 訪問看護ステーション     （大規模化）６カ所 
            （サテライト事業所）６カ所 

                 
②介護施設等の開設・設置に必要な準備経費に対して⽀援を⾏う。 
③介護療養型医療施設等の介護⽼人保健施設等への転換整備に要する経費に対して⽀援を⾏
う。 

事業に要す 事業内容 総事業費 基⾦ その他 
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る費⽤の額 （Ａ＋Ｂ＋
Ｃ） 

（注１） 

国（Ａ） 都道府県(Ｂ) （Ｃ） 
（注２） 

①地域密着型サ
ービス施設等の整
備 

(千円) 
 

(千円) 
680,000 

(千円) 
340,000 

(千円) 
 

②施設等の開設・
設置に必要な準
備経費 

(千円) 
 

(千円) 
132,266 

(千円) 
66,134 

(千円) 
 

③-1 介護療養型
医療施設等の介
護⽼人保健施設
等への転換整備 

(千円) 
 

(千円) 
 

(千円) 
 

(千円) 
 

④-2 介護施設等
における新型コロナ
ウイルス感染拡大 

(千円) 
90,833 

(千円) 
60,555 

(千円) 
30,278 

(千円) 
 

 
 

⾦ 
 
 
 
 

額 

総事業費 
（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 
1,309,233 

基⾦充当額 
（国費）におけ
る公⺠の別 
（注３） 
（注４） 

公 
(千円) 

 

基
⾦ 

国（Ａ） 
(千円) 

872,821 

都道府県（Ｂ） 
(千円) 

436,412 
⺠ うち受託事業等（再

掲） 
(千円) 

 
計（Ａ＋Ｂ） 

(千円) 
1,309,233 

その他（Ｃ） (千円) 
備  考 
（注５） 
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 事業区分５：介護従事者の確保に関する事業 
 

事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 
（大項目）基盤整備 
（中項目）基盤整備 
（⼩項目）介護人材確保対策連携強化事業 

事業名 【No. 1（介護分）】 
介護人材確保・定着促進ネットワーク事業 

【総事業費 
（計画期間の総額）】 

4,970 千円 

事業の対象となる医療介護総
合確保区域 

全区域 

事業の実施主体 福岡県 
事業の期間 令和元年８⽉〜令和２年３⽉ 
背景にある医療・介護ニーズ 福岡県において団塊の世代が後期⾼齢者となる令和７年度には⾼齢

化率（６５歳以上人口割合）が３０％を超えると予測され、⽣活習
慣病など慢性疾患の増加に伴い、療養や介護も⻑期化していくことが⾒
込まれている。 
アウトカム指標︓令和７年度までに福岡県で必要となる介護人材９
５，２４６人を確保する。  

事業の内容 「福岡県介護人材確保・定着促進協議会」を設置するとともに、その中
に２つの部会（参入促進部会、環境改善・人材育成部会）を設置 

アウトプット指標  協議会︓年２回開催 部会︓年４回開催 
アウトカムとアウトプットの関連 介護の事業者団体等の関係団体で構成する協議会を設置により、介護

業界の主体的・⾃主的な取組を促進する。 
事業に要する費⽤の額 ⾦

額 
総事業費 
（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 
4,970 

基⾦充当
額 

（国費） 
における 
公⺠の別 
（注１） 

公  (千円) 
3,314 

基⾦ 国（Ａ） (千円) 
3,314 

都道府県 
（Ｂ） 

(千円) 
1,656 

⺠ (千円) 
0 

計（Ａ＋
Ｂ） 

(千円) 
4,970 

うち受託事業等

（再掲）（注

２） 
(千円) 

その他（Ｃ） (千円) 
0 

備考（注３）  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 
（大項目）参入促進 
（中項目）介護人材の「すそ野の拡大」 
（⼩項目）地域住⺠や学校の⽣徒に対する介護や介護の仕事の理解
促進事業 

事業名 【No. 2（介護分）】 
介護職をめざす学⽣による介護の魅⼒発信事業 

【総事業費 
（計画期間の総額）】 

3,742 千円 

事業の対象となる医療介護総
合確保区域 

全区域 

事業の実施主体 福岡県介護福祉士養成施設協議会 
事業の期間 平成３１年４⽉〜令和２年３⽉ 
背景にある医療・介護ニーズ 福岡県において団塊の世代が後期⾼齢者となる令和７年度には⾼齢

化率（６５歳以上人口割合）が３０％を超えると予測され、⽣活習
慣病など慢性疾患の増加に伴い、療養や介護も⻑期化していくことが⾒
込まれている。 
アウトカム指標︓令和７年度までに福岡県で必要となる介護人材９
５，２４６人を確保する。  

事業の内容 介護福祉士養成施設で介護福祉士をめざす学⽣によるイベント等での
情報発信に対する⽀援 

アウトプット指標 介護福祉士を目指す学⽣が介護の魅⼒の情報発信のためイベント等に
よる広報を⾏い、介護の仕事への若者の新規参入を促す。 
 イベント等による広報︓１回 

アウトカムとアウトプットの関連 介護の魅⼒の情報発信することで将来を担う若者に、介護の仕事に対す
る正しい理解を促し、職業の選択肢として動機づけを⾏う。 

事業に要する費⽤の額 ⾦
額 

総事業費 
（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 
3,742 

基⾦充当
額 

（国費） 
における 
公⺠の別 
（注１） 

公  (千円) 
0 

基⾦ 国（Ａ） (千円) 
2,495 

都道府県 
（Ｂ） 

(千円) 
1,247 

⺠ (千円) 
2,495 

計（Ａ＋
Ｂ） 

(千円) 
3,742 

うち受託事業等

（再掲）（注

２） 
(千円) 

その他（Ｃ） (千円) 

備考（注３）  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 
（大項目）参入促進 
（中項目）介護人材の「すそ野の拡大」 
（⼩項目）地域住⺠や学校の⽣徒に対する介護や介護の仕事の理解
促進事業 

事業名 【No. 3（介護分）】 
地域住⺠向け介護体験講座 

【総事業費 
（計画期間の総額）】 

1,929 千円 

事業の対象となる医療介護総
合確保区域 

全区域 

事業の実施主体 福岡県介護福祉士会 
事業の期間 平成３１年４⽉〜令和２年３⽉ 
背景にある医療・介護ニーズ 福岡県において団塊の世代が後期⾼齢者となる令和７年度には⾼齢

化率（６５歳以上人口割合）が３０％を超えると予測され、⽣活習
慣病など慢性疾患の増加に伴い、療養や介護も⻑期化していくことが⾒
込まれている。 
アウトカム指標︓令和７年度までに福岡県で必要となる介護人材９
５，２４６人を確保する。  

事業の内容 主婦層、退職者、転職を希望する者、失業者及び就職を控えた⼦を持
つ保護者等に対し介護職の魅⼒を伝える介護体験講座に対する⽀援 

アウトプット指標 地域住⺠のうち、主婦層、退職者、転職希望者等が、介護職の正しい
知識と技術を学ぶことで介護の仕事に関心を持ち、介護の仕事の重要
性を再認識し、資格取得や就労につなげる。 
 県内全域 ４会場で４回実施／年 

アウトカムとアウトプットの関連 地域住⺠に介護体験講座を⾏うことで介護職の正しい知識を学んでもら
うなどにより介護人材確保を改善する。 

事業に要する費⽤の額 ⾦
額 

総事業費 
（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 
1,929 

基⾦充当
額 

（国費） 
における 
公⺠の別 
（注１） 

公  (千円) 
0 

基⾦ 国（Ａ） (千円) 
1,286 

都道府県 
（Ｂ） 

(千円) 
643 

⺠ (千円) 
1,286 

計（Ａ＋
Ｂ） 

(千円) 
1,929 

うち受託事業等

（再掲）（注

２） 
(千円) 

その他（Ｃ） (千円) 
0 

備考（注３）  
 

  



93 

 

 

 
事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

（大項目）参入促進 
（中項目）介護人材の「すそ野の拡大」 
（⼩項目）地域住⺠や学校の⽣徒に対する介護や介護の仕事の理解
促進事業 

事業名 【No. 4（介護分）】 
介護の魅⼒を発信する介護講座 

【総事業費 
（計画期間の総額）】 

6,626 千円 

事業の対象となる医療介護総
合確保区域 

久留⽶、⼋⼥・筑後、有明 

事業の実施主体 福岡県介護福祉士養成施設協議会 
事業の期間 平成３１年４⽉〜令和２年３⽉ 
背景にある医療・介護ニーズ 福岡県において団塊の世代が後期⾼齢者となる令和７年度には⾼齢

化率（６５歳以上人口割合）が３０％を超えると予測され、⽣活習
慣病など慢性疾患の増加に伴い、療養や介護も⻑期化していくことが⾒
込まれている。 
アウトカム指標︓令和７年度までに福岡県で必要となる介護人材９
５，２４６人を確保する。  

事業の内容 ⼋⼥・筑後、有明地域等県南地域において、介護の３つの魅⼒（「楽
しさ」「広さ」「深さ」）を発信するために座談形式のセミナー、介護講座の
開催を⽀援 

アウトプット指標 県内でも⾼齢化が進み介護ニーズが増加する⼀⽅で、人材参入が進ま
ない⼋⼥・筑後・有明地域等の県南地域で、介護職の魅⼒を紹介し、
介護人材の参入を促進する。 
 筑後地区の７か所でセミナー・介護講座実施 ５９回／年 

アウトカムとアウトプットの関連 地域住⺠に介護講座を⾏うことで介護職の正しい知識を学んでもらうなど
により介護人材確保を改善する。 

事業に要する費⽤の額 ⾦
額 

総事業費 
（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 
6,626 

基⾦充当
額 

（国費） 
における 
公⺠の別 
（注１） 

公  (千円) 
0 

基⾦ 国（Ａ） (千円) 
4,418 

都道府県 
（Ｂ） 

(千円) 
2,208 

⺠ (千円) 
4,418 

計（Ａ＋
Ｂ） 

(千円) 
6,626 

うち受託事業等

（再掲）（注

２） 
(千円) 

その他（Ｃ） (千円) 

備考（注３）  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 
（大項目）参入促進 
（中項目）介護人材の「すそ野の拡大」 
（⼩項目）地域住⺠や学校の⽣徒に対する介護や介護の仕事の理解
促進事業 

事業名 【No. 5（介護分）】 
世界アルツハイマーデー啓発事業 

【総事業費 
（計画期間の総額）】 

853 千円 

事業の対象となる医療介護総
合確保区域 

全区域 

事業の実施主体 認知症の人と家族の会 
事業の期間 平成３１年４⽉〜令和２年３⽉ 
背景にある医療・介護ニーズ 福岡県において団塊の世代が後期⾼齢者となる令和７年度には⾼齢

化率（６５歳以上人口割合）が３０％を超えると予測され、⽣活習
慣病など慢性疾患の増加に伴い、療養や介護も⻑期化していくことが⾒
込まれている。 
アウトカム指標︓令和７年度までに福岡県で必要となる介護人材９
５，２４６人を確保する。  

事業の内容 認知症に対する理解促進のためアルツハイマーデー記念日に合わせて実
施する講演会及び街頭活動に対する⽀援 

アウトプット指標  県内全域で、啓発活動、街頭活動の実施 
アウトカムとアウトプットの関連 敬⽉活動等の実施により家族に認知症の人を持つ⽅が、実体験に基づ

き、認知症の人を⽀える助け合いの精神の必要性を周知することで、若
者から⾼齢者まで認知症に対する理解を深める。 

事業に要する費⽤の額 ⾦
額 

総事業費 
（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 
853 

基⾦充当
額 

（国費） 
における 
公⺠の別 
（注１） 

公  (千円) 
0 

基⾦ 国（Ａ） (千円) 
569 

都道府県 
（Ｂ） 

(千円) 
284 

⺠ (千円) 
569 

計（Ａ＋
Ｂ） 

(千円) 
853 

うち受託事業等

（再掲）（注

２） 
(千円) 

その他（Ｃ） (千円) 

備考（注３）  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 
（大項目）参入促進 
（中項目）介護人材の「すそ野の拡大」 
（⼩項目）地域住⺠や学校の⽣徒に対する介護や介護の仕事の理解
促進事業 

事業名 【No. 6（介護分）】 
介護業務の普及啓発大会事業 

【総事業費 
（計画期間の総額）】 

7,645 千円 

事業の対象となる医療介護総
合確保区域 

全区域 

事業の実施主体 福岡県（委託事業） 
事業の期間 平成３１年４⽉〜令和２年３⽉ 
背景にある医療・介護ニーズ 福岡県において団塊の世代が後期⾼齢者となる令和７年度には⾼齢

化率（６５歳以上人口割合）が３０％を超えると予測され、⽣活習
慣病など慢性疾患の増加に伴い、療養や介護も⻑期化していくことが⾒
込まれている。 
アウトカム指標︓令和７年度までに福岡県で必要となる介護人材９
５，２４６人を確保する。  

事業の内容 介護業務の普及 
・啓発に資する大会を開催 
・基調講演 
・ケアコンテスト 
・認知症介護事例発表 
・明るい職場のビデオレター 等 

アウトプット指標 介護職員が誇りと意欲を持って働くことができる介護現場の実現を目指す
とともに、県⺠等に介護及び介護の仕事に対する理解と認識を深める。 
 観覧者 500 名／年 

アウトカムとアウトプットの関連 介護業務の普及・啓発に資する大会を実施することで介護職の正しい知
識を学んでもらうことなどにより介護人材確保を改善する。 

事業に要する費⽤の額 ⾦
額 

総事業費 
（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 
7,645 

基⾦充当
額 

（国費） 
における 
公⺠の別 
（注１） 

公  (千円) 
0 

基⾦ 国（Ａ） (千円) 
5,097 

都道府県 
（Ｂ） 

(千円) 
2,548 

⺠ (千円) 
5,097 

計（Ａ＋
Ｂ） 

(千円) 
7,645 

うち受託事業等

（再掲）（注

２） 
(千円) 
5,097 

その他（Ｃ） (千円) 
0 

備考（注３）  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 
（大項目）参入促進 
（中項目）介護人材の「すそ野の拡大」 
（⼩項目）若者・⼥性・⾼齢者など多様な世代を対象とした介護の職
場体験事業 

事業名 【No. 7（介護分）】 
「介護の仕事」理解促進事業 

【総事業費 
（計画期間の総額）】 

1,686 千円 

事業の対象となる医療介護総
合確保区域 

全区域 

事業の実施主体 福岡県（委託事業） 
事業の期間 平成３１年４⽉〜令和２年３⽉ 
背景にある医療・介護ニーズ 福岡県において団塊の世代が後期⾼齢者となる令和７年度には⾼齢

化率（６５歳以上人口割合）が３０％を超えると予測され、⽣活習
慣病など慢性疾患の増加に伴い、療養や介護も⻑期化していくことが⾒
込まれている。 
アウトカム指標︓令和７年度までに福岡県で必要となる介護人材９
５，２４６人を確保する。  

事業の内容 中学⽣、⾼校⽣、大学⽣等を対象として、学校の休日を活⽤し、「介護
の仕事」を正しく理解してもらうのための、⾼齢者ふれあい体験や施設⾒
学、就業体験を実施 

アウトプット指標  中学⽣、⾼校⽣︓県内４地区 年２回、大学⽣は県内２地区で年
１回 

アウトカムとアウトプットの関連 介護の現場で実際に「⾒る」、「聞く」、「肌で感じる」ことにより、将来を担
う若者に、介護の仕事に対する正しい理解を促し、職業の選択肢として
動機づけを⾏う。 

事業に要する費⽤の額 ⾦
額 

総事業費 
（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 
1,686 

基⾦充当
額 

（国費） 
における 
公⺠の別 
（注１） 

公  (千円) 
0 

基⾦ 国（Ａ） (千円) 
1,124 

都道府県 
（Ｂ） 

(千円) 
562 

⺠ (千円) 
1,124 

計（Ａ＋
Ｂ） 

(千円) 
1,686 

うち受託事業等

（再掲）（注

２） 
(千円) 
1,124 

その他（Ｃ） (千円) 
0 

備考（注３）  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 
（大項目）参入促進 
（中項目）介護人材の「すそ野の拡大」 
（⼩項目）若者・⼥性・⾼齢者など多様な世代を対象とした介護の職
場体験事業 

事業名 【No. 8（介護分）】 
中学⽣・⾼校⽣に対する介護施設等へのインター
ンシップ事業 

【総事業費 
（計画期間の総額）】 

784 千円 

事業の対象となる医療介護総
合確保区域 

全区域 

事業の実施主体 福岡県介護福祉士会 
事業の期間 平成３１年４⽉〜令和２年３⽉ 
背景にある医療・介護ニーズ 福岡県において団塊の世代が後期⾼齢者となる令和７年度には⾼齢

化率（６５歳以上人口割合）が３０％を超えると予測され、⽣活習
慣病など慢性疾患の増加に伴い、療養や介護も⻑期化していくことが⾒
込まれている。 
アウトカム指標︓令和７年度までに福岡県で必要となる介護人材９
５，２４６人を確保する。  

事業の内容 中学校及び⾼校のインターンシップ促進のため、受入れ可能な介護施設
の情報をホームページに掲載して情報発信を⾏う。 

アウトプット指標 インターンシップ受入れ可能な介護施設情報のホームページ掲載 
アウトカムとアウトプットの関連 インターンシップ促進により介護を中学校及び⾼校の⽣徒の職業や進路

の選択肢としての動機付けを⾏う。 
事業に要する費⽤の額 ⾦

額 
総事業費 
（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 
784 

基⾦充当
額 

（国費） 
における 
公⺠の別 
（注１） 

公  (千円) 

基⾦ 国（Ａ） (千円) 
523 

都道府県 
（Ｂ） 

(千円) 
261 

⺠ (千円) 
523 

計（Ａ＋
Ｂ） 

(千円) 
784 

うち受託事業等

（再掲）（注

２） 
(千円) 

その他（Ｃ） (千円) 

備考（注３）  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 
（大項目）参入促進 
（中項目）介護人材の「すそ野の拡大」 
（⼩項目）多様な介護人材層（若者・⼥性・⾼齢者）に応じたマッチ
ング機能強化事業 

事業名 【No. 9（介護分）】 
介護の魅⼒発信事業 

【総事業費 
（計画期間の総額）】 

13,700 千円 

事業の対象となる医療介護総
合確保区域 

福岡・糸島 

事業の実施主体 福岡市 
事業の期間 平成３１年４⽉〜令和２年３⽉ 
背景にある医療・介護ニーズ 福岡県において団塊の世代が後期⾼齢者となる令和７年度には⾼齢

化率（６５歳以上人口割合）が３０％を超えると予測され、⽣活習
慣病など慢性疾患の増加に伴い、療養や介護も⻑期化していくことが⾒
込まれている。 
アウトカム指標︓令和７年度までに福岡県で必要となる介護人材９
５，２４６人を確保する。  

事業の内容 福岡市内の福祉関係団体をつなげて⾏う介護の魅⼒を発信するイベント
等の開催 

アウトプット指標 介護の魅⼒を発信するイベント等の開催︓１回 
 

アウトカムとアウトプットの関連 介護の魅⼒を発信することで介護職の正しい知識を学んでもらうことなど
により介護人材確保を改善する。 

事業に要する費⽤の額 ⾦
額 

総事業費 
（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 
13,700 

基⾦充当
額 

（国費） 
における 
公⺠の別 
（注１） 

公  (千円) 
6,850 

基⾦ 国（Ａ） (千円) 
6,850 

都道府県 
（Ｂ） 

(千円) 
3,425 

⺠ (千円) 
0 

計（Ａ＋
Ｂ） 

(千円) 
10,275 

うち受託事業等

（再掲）（注

２） 
(千円) 

その他（Ｃ） (千円) 
3,425 

備考（注３）  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 
（大項目）参入促進 
（中項目）地域のマッチング機能強化 
（⼩項目）多様な介護人材層（若者・⼥性・⾼齢者）に応じたマッチ
ング機能強化事業 

事業名 【No. 10（介護分）】 
中⼭間地域介護人材バンクモデル事業 

【総事業費 
（計画期間の総額）】 

3,275 千円 

事業の対象となる医療介護総
合確保区域 

⼋⼥・筑後 

事業の実施主体 ⼋⼥市 
事業の期間 平成３１年４⽉〜令和２年３⽉ 
背景にある医療・介護ニーズ 福岡県において団塊の世代が後期⾼齢者となる令和７年度には⾼齢

化率（６５歳以上人口割合）が３０％を超えると予測され、⽣活習
慣病など慢性疾患の増加に伴い、療養や介護も⻑期化していくことが⾒
込まれている。 
アウトカム指標︓令和７年度までに福岡県で必要となる介護人材９
５，２４６人を確保する。  

事業の内容 ボランティアに関心のある若者、介護職に従事していないホームヘルパーや
介護福祉士の有資格者等の人材バンクへの登録、介護施設・事業所に
関する情報の提供、介護技術を⾝につける研修の開催 

アウトプット指標 中⼭間地である⼋⼥市をモデルとして、人材バンクや研修事業を実施し、
その効果を人口減少や他地域への人材流出が進む地域での介護人材
の確保につなげていく。 
 人材バンク登録人員︓１００人／年 
 介護職員初任者研修等の研修受講者数︓２０人／年 

アウトカムとアウトプットの関連 人材バンクや研修事業を実施することで介護人材確保を改善する。 
事業に要する費⽤の額 ⾦

額 
総事業費 
（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 
3,275 

基⾦充当
額 

（国費） 
における 
公⺠の別 
（注１） 

公  (千円) 
1,637 

基⾦ 国（Ａ） (千円) 
1,637 

都道府県 
（Ｂ） 

(千円) 
819 

⺠ (千円) 
0 

計（Ａ＋
Ｂ） 

(千円) 
2,456 

うち受託事業等

（再掲）（注

２） 
(千円) 

その他（Ｃ） (千円) 
819 

備考（注３）  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 
（大項目）参入促進 
（中項目）地域のマッチング機能強化 
（⼩項目）介護に関する入門的研修、⽣活援助従事者研修の受講
等⽀援事業 

事業名 【No. 11（介護分）】 
介護人材養成・就職⽀援事業 

【総事業費 
（計画期間の総額）】 

30,155 千円 

事業の対象となる医療介護総
合確保区域 

全区域 

事業の実施主体 福岡県（委託事業） 
事業の期間 平成３１年４⽉〜令和２年３⽉ 
背景にある医療・介護ニーズ 福岡県において団塊の世代が後期⾼齢者となる令和７年度には⾼齢

化率（６５歳以上人口割合）が３０％を超えると予測され、⽣活習
慣病など慢性疾患の増加に伴い、療養や介護も⻑期化していくことが⾒
込まれている。 
アウトカム指標︓令和７年度までに福岡県で必要となる介護人材９
５，２４６人を確保する。  

事業の内容 福祉人材センターに就職⽀援専門員と介護人材開拓員を配置し、「福
岡県７０歳現役応援センター」とも連携して、就職⽀援、介護に関する
入門的研修と職業紹介の⼀体的な実施、離職した介護福祉士の届出
制度を活⽤した再就職の促進を⾏う。 

アウトプット指標 職業紹介による介護職就業者数 ９１人 
アウトカムとアウトプットの関連 きめ細かな職業紹介を⾏うなどにより介護人材確保を改善する。 
事業に要する費⽤の額 ⾦

額 
総事業費 
（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 
30,155 

基⾦充当
額 

（国費） 
における 
公⺠の別 
（注１） 

公  (千円) 

基⾦ 国（Ａ） (千円) 
20,103 

都道府県 
（Ｂ） 

(千円) 
10,052 

⺠ (千円) 
20,103 

計（Ａ＋
Ｂ） 

(千円) 
30,155 

うち受託事業等

（再掲）（注

２） 
(千円) 

20,103 

その他（Ｃ） (千円) 

備考（注３）  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 
（大項目）参入促進 
（中項目）地域のマッチング機能強化 
（⼩項目）介護に関する入門的研修、⽣活援助従事者研修の受講
等⽀援事業 

事業名 【No. 12（介護分）】 
介護施設等に対する受入体制⽀援事業 

【総事業費 
（計画期間の総額）】 

5,800 千円 

事業の対象となる医療介護総
合確保区域 

全区域 

事業の実施主体 福岡県（委託事業） 
事業の期間 平成３１年４⽉〜令和２年３⽉ 
背景にある医療・介護ニーズ 福岡県において団塊の世代が後期⾼齢者となる令和７年度には⾼齢

化率（６５歳以上人口割合）が３０％を超えると予測され、⽣活習
慣病など慢性疾患の増加に伴い、療養や介護も⻑期化していくことが⾒
込まれている。 
アウトカム指標︓令和７年度までに福岡県で必要となる介護人材９
５，２４６人を確保する。  

事業の内容 介護未経験者を受け入れる事業所への⼿引きの作成と研修会の開催 
アウトプット指標 ⼿引きの作成︓１回 

研修の実施︓県内４地区で実施 
アウトカムとアウトプットの関連 介護未経験者の事業所の受入れを促進することにより介護人材確保を

改善する。 
事業に要する費⽤の額 ⾦

額 
総事業費 
（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 
5,800 

基⾦充当
額 

（国費） 
における 
公⺠の別 
（注１） 

公  (千円) 

基⾦ 国（Ａ） (千円) 
3,867 

都道府県 
（Ｂ） 

(千円) 
1,933 

⺠ (千円) 
3,867 

計（Ａ＋
Ｂ） 

(千円) 
5,800 

うち受託事業等

（再掲）（注

２） 
(千円) 
3,867 

その他（Ｃ） (千円) 

備考（注３）  
  



102 

 

 

事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 
（大項目）参入促進 
（中項目）地域のマッチング機能強化 
（⼩項目）将来の介護サービスを⽀える若年世代の参入促進事業 

事業名 【No. 13（介護分）】 
外国人留学⽣等の参入促進事業 

【総事業費 
（計画期間の総額）】 

13,508 千円 

事業の対象となる医療介護総
合確保区域 

全区域 

事業の実施主体 福岡県 
事業の期間 平成３１年４⽉〜令和２年３⽉ 
背景にある医療・介護ニーズ 福岡県において団塊の世代が後期⾼齢者となる令和７年度には⾼齢

化率（６５歳以上人口割合）が３０％を超えると予測され、⽣活習
慣病など慢性疾患の増加に伴い、療養や介護も⻑期化していくことが⾒
込まれている。 
アウトカム指標︓令和７年度までに福岡県で必要となる介護人材９
５，２４６人を確保する。  

事業の内容 人材確保につながる取組を⾏った介護福祉士養成施設に対して補助を
⾏う。 

アウトプット指標 国内人材の確保に関する経費への補助及び留学⽣の国内定着に関す
る経費への補助を実施 
８箇所／年 

アウトカムとアウトプットの関連 国内人材確保及び留学⽣の受入れを促進することにより介護人材確保
を改善する。 

事業に要する費⽤の額 ⾦
額 

総事業費 
（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 
13,508 

基⾦充当
額 

（国費） 
における 
公⺠の別 
（注１） 

公  (千円) 
10,667 

基⾦ 国（Ａ） (千円) 
9,005 

都道府県 
（Ｂ） 

(千円) 
4,503 

⺠ (千円) 
0 

計（Ａ＋
Ｂ） 

(千円) 
13,508 

うち受託事業等

（再掲）（注

２） 
(千円) 

その他（Ｃ） (千円) 

備考（注３）  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 
（大項目）参入促進 
（中項目）地域のマッチング機能強化 
（⼩項目）介護福祉士国家資格の取得を目指す外国人留学⽣の受
入環境整備事業 

事業名 【No. 14（介護分）】 
介護施設等による外国人留学⽣への奨学⾦等の
⽀給に係る⽀援事業 

【総事業費 
（計画期間の総額）】 

6,359 千円 

事業の対象となる医療介護総
合確保区域 

全区域 

事業の実施主体 福岡県 
事業の期間 平成３１年４⽉〜令和２年３⽉ 
背景にある医療・介護ニーズ 福岡県において団塊の世代が後期⾼齢者となる令和７年度には⾼齢

化率（６５歳以上人口割合）が３０％を超えると予測され、⽣活習
慣病など慢性疾患の増加に伴い、療養や介護も⻑期化していくことが⾒
込まれている。 
アウトカム指標︓令和７年度までに福岡県で必要となる介護人材９
５，２４６人を確保する。  

事業の内容 県が県内の介護施設等に、当該介護施設等が介護福祉士資格の取
得を目指す留学⽣に対して⾏う奨学⾦等の⼀部を助成する。 

アウトプット指標 県内介護施設等が介護福祉士資格の取得を目指す留学⽣に対して⾏
う奨学⾦等の⼀部への補助を実施 
１０人分／年 

アウトカムとアウトプットの関連 留学⽣への⽀援を⾏う介護施設に留学⽣の受入れを促進することにより
介護人材確保を改善する。 

事業に要する費⽤の額 ⾦
額 

総事業費 
（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 
6,359 

基⾦充当
額 

（国費） 
における 
公⺠の別 
（注１） 

公  (千円) 
4,240 

基⾦ 国（Ａ） (千円) 
4,240 

都道府県 
（Ｂ） 

(千円) 
2,119 

⺠ (千円) 
0 

計（Ａ＋
Ｂ） 

(千円) 
6,359 

うち受託事業等

（再掲）（注

２） 
(千円) 

その他（Ｃ） (千円) 

備考（注３）  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 
（大項目）参入促進 
（中項目）地域のマッチング機能強化 
（⼩項目）介護福祉士国家資格の取得を目指す外国人留学⽣の受
入環境整備事業 

事業名 【No. 15（介護分）】 
介護福祉士資格の取得を目指す外国人留学⽣
受け入れ⽀援事業 

【総事業費 
（計画期間の総額）】 

896 千円 

事業の対象となる医療介護総
合確保区域 

全区域 

事業の実施主体 福岡県 
事業の期間 平成３１年４⽉〜令和２年３⽉ 
背景にある医療・介護ニーズ 福岡県において団塊の世代が後期⾼齢者となる令和７年度には⾼齢

化率（６５歳以上人口割合）が３０％を超えると予測され、⽣活習
慣病など慢性疾患の増加に伴い、療養や介護も⻑期化していくことが⾒
込まれている。 
アウトカム指標︓令和７年度までに福岡県で必要となる介護人材９
５，２４６人を確保する。  

事業の内容 留学⽣の円滑な受入⽀援体制の構築を目的として、「介護福祉士資格
の取得を目指す外国人留学⽣受け入れ⽀援協議会」を設置し、⽀援の
あり⽅、マッチング⽀援団体の要件、送り出し国の選定基準等について関
係団体で協議することにより、介護人材の参入を図る 

アウトプット指標 年４回開催 
アウトカムとアウトプットの関連 留学⽣の円滑な受入⽀援体制の構築により介護人材の参入を図る 
事業に要する費⽤の額 ⾦

額 
総事業費 
（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 
896 

基⾦充当
額 

（国費） 
における 
公⺠の別 
（注１） 

公  (千円) 
597 

基⾦ 国（Ａ） (千円) 
597 

都道府県 
（Ｂ） 

(千円) 
299 

⺠ (千円) 
0 

計（Ａ＋
Ｂ） 

(千円) 
896 

うち受託事業等

（再掲）（注

２） 
(千円) 

その他（Ｃ） (千円) 
0 

備考（注３）  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 
（大項目）資質の向上 
（中項目）キャリアアップ研修の⽀援 
（⼩項目）多様な人材層に対する介護人材キャリアアップ研修⽀援事
業 

事業名 【No. 16（介護分）】 
介護職員技術向上研修事業 

【総事業費 
（計画期間の総額）】 

24,926 千円 

事業の対象となる医療介護総
合確保区域 

全区域 

事業の実施主体 福岡県（委託事業） 
事業の期間 平成３１年４⽉〜令和２年３⽉ 
背景にある医療・介護ニーズ 福岡県において団塊の世代が後期⾼齢者となる令和７年度には⾼齢

化率（６５歳以上人口割合）が３０％を超えると予測され、⽣活習
慣病など慢性疾患の増加に伴い、療養や介護も⻑期化していくことが⾒
込まれている。 
アウトカム指標︓令和７年度までに福岡県で必要となる介護人材９
５，２４６人を確保する。  

事業の内容 介護職のキャリア段階(１年未満の者、２〜３年未満の者、４〜８年
未満の者)に応じた研修の実施 

アウトプット指標 介護職のキャリア段階に応じて、それぞれの段階で直⾯する課題を解決するための知識や技術の
修得を図り、資質向上と職場での定着を図る。 
 勤続年数１年未満対象研修受講者数︓200 人／年 
 勤続年数２〜３年未満対象研修受講者数︓600 人／年 
 勤続年数４〜８年未満対象研修受講者数︓800 人／年 

アウトカムとアウトプットの関連 介護職のキャリア段階に応じた研修を実施して介護人材の定着を促進す
ることで介護職員の確保・定着に結び付ける。 

事業に要する費⽤の額 ⾦
額 

総事業費 
（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 
24,926 

基⾦充当
額 

（国費） 
における 
公⺠の別 
（注１） 

公  (千円) 
0 

基⾦ 国（Ａ） (千円) 
16,617 

都道府県 
（Ｂ） 

(千円) 
8,309 

⺠ (千円) 
16,617 

計（Ａ＋
Ｂ） 

(千円) 
24,926 

うち受託事業等

（再掲）（注

２） 
(千円) 

16,617 

その他（Ｃ） (千円) 
0 

備考（注３）  
事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 
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（大項目）資質の向上 
（中項目）キャリアアップ研修の⽀援 
（⼩項目）多様な人材層に対する介護人材キャリアアップ研修⽀援事
業 

事業名 【No. 17（介護分）】 
介護施設等における看取り研修事業 

【総事業費 
（計画期間の総額）】 

381 千円 

事業の対象となる医療介護総
合確保区域 

全区域 

事業の実施主体 福岡県看護協会 
事業の期間 平成３１年４⽉〜令和２年３⽉ 
背景にある医療・介護ニーズ 福岡県において団塊の世代が後期⾼齢者となる令和７年度には⾼齢

化率（６５歳以上人口割合）が３０％を超えると予測され、⽣活習
慣病など慢性疾患の増加に伴い、療養や介護も⻑期化していくことが⾒
込まれている。 
アウトカム指標︓令和７年度までに福岡県で必要となる介護人材９
５，２４６人を確保する。  

事業の内容 「看取りケア」を、介護施設等の看護師が⾃信をもって多職種と協働しな
がら看取り⽀援を⾏うことができるよう実施する、看取りに係る研修への⽀
援 

アウトプット指標  研修開催１回／年 
 受講者７５人／年 

アウトカムとアウトプットの関連 介護施設等における看護職が、看取り期にある本人・家族に対して、そ
の意思を尊重しながら、安らかに最後を迎えられるための⽀援を⾏えるよう
にすることをめざす。 

事業に要する費⽤の額 ⾦
額 

総事業費 
（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 
381 

基⾦充当
額 

（国費） 
における 
公⺠の別 
（注１） 

公  (千円) 
0 

基⾦ 国（Ａ） (千円) 
254 

都道府県 
（Ｂ） 

(千円) 
127 

⺠ (千円) 
254 

計（Ａ＋
Ｂ） 

(千円) 
381 

うち受託事業等

（再掲）（注

２） 
(千円) 

その他（Ｃ） (千円) 

備考（注３）  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 
（大項目）資質の向上 
（中項目）キャリアアップ研修の⽀援 
（⼩項目）多様な人材層に対する介護人材キャリアアップ研修⽀援事
業 

事業名 【No. 18（介護分）】 
⼩規模事業所連携体制の構築⽀援事業 

【総事業費 
（計画期間の総額）】 

6,305 千円 

事業の対象となる医療介護総
合確保区域 

全区域 

事業の実施主体 福岡県（委託事業） 
事業の期間 平成３１年４⽉〜令和２年３⽉ 
背景にある医療・介護ニーズ 福岡県において団塊の世代が後期⾼齢者となる令和７年度には⾼齢

化率（６５歳以上人口割合）が３０％を超えると予測され、⽣活習
慣病など慢性疾患の増加に伴い、療養や介護も⻑期化していくことが⾒
込まれている。 
アウトカム指標︓令和７年度までに福岡県で必要となる介護人材９
５，２４６人を確保する。  

事業の内容 複数の⼩規模事業所でユニットを構成し、連携・協⼒して、職員交流会
を開催 

アウトプット指標 複数の事業所が連携・協⼒し、働きやすい職場づくり、人材育成を⾏うこ
とにより、規模が⼩さいほど多い傾向にある離職を改善する。 
形成ユニット・参加者数（年度）︓各２０ユニット・３００人 

アウトカムとアウトプットの関連 ユニットごとに交流会を実施することで介護職員の確保・定着に結び付け
る。 

事業に要する費⽤の額 ⾦
額 

総事業費 
（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 
6,305 

基⾦充当
額 

（国費） 
における 
公⺠の別 
（注１） 

公  (千円) 
0 

基⾦ 国（Ａ） (千円) 
4,203 

都道府県 
（Ｂ） 

(千円) 
2,102 

⺠ (千円) 
4,203 

計（Ａ＋
Ｂ） 

(千円) 
6,305 

うち受託事業等

（再掲）（注

２） 
(千円) 
4,203 

その他（Ｃ） (千円) 
0 

備考（注３）  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 
（大項目）資質の向上 
（中項目）キャリアアップ研修の⽀援 
（⼩項目）多様な人材層に対する介護人材キャリアアップ研修⽀援事
業 

事業名 【No. 19（介護分）】 
介護職員喀痰吸引等研修事業 

【総事業費 
（計画期間の総額）】 

2,121 千円 

事業の対象となる医療介護総
合確保区域 

全区域 

事業の実施主体 福岡県（委託事業） 
事業の期間 平成３１年４⽉〜令和２年３⽉ 
背景にある医療・介護ニーズ 福岡県において団塊の世代が後期⾼齢者となる令和７年度には⾼齢

化率（６５歳以上人口割合）が３０％を超えると予測され、⽣活習
慣病など慢性疾患の増加に伴い、療養や介護も⻑期化していくことが⾒
込まれている。 
アウトカム指標︓令和７年度までに福岡県で必要となる介護人材９
５，２４６人を確保する。  

事業の内容 喀痰吸引等研修の講師を養成する。 
アウトプット指標  養成人数 200 人 
アウトカムとアウトプットの関連 ⾼齢化の進⾏による医療ニーズの増大に対応するため、喀痰吸引等研

修講師を養成する。 
事業に要する費⽤の額 ⾦

額 
総事業費 
（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 
2,121 

基⾦充当
額 

（国費） 
における 
公⺠の別 
（注１） 

公  (千円) 
0 

基⾦ 国（Ａ） (千円) 
1,414 

都道府県 
（Ｂ） 

(千円) 
707 

⺠ (千円) 
1,414 

計（Ａ＋
Ｂ） 

(千円) 
2,121 

うち受託事業等

（再掲）（注

２） 
(千円) 
1,414 

その他（Ｃ） (千円) 
0 

備考（注３）  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 
（大項目）資質の向上 
（中項目）キャリアアップ研修の⽀援 
（⼩項目）多様な人材層に対する介護人材キャリアアップ研修⽀援事
業 

事業名 【No. 20（介護分）】 
介護⽀援専門員資質向上研修事業 

【総事業費 
（計画期間の総額）】 

5,862 千円 

事業の対象となる医療介護総
合確保区域 

全区域 

事業の実施主体 福岡県介護⽀援専門員協会 
事業の期間 平成３１年４⽉〜令和２年３⽉ 
背景にある医療・介護ニーズ 福岡県において団塊の世代が後期⾼齢者となる令和７年度には⾼齢

化率（６５歳以上人口割合）が３０％を超えると予測され、⽣活習
慣病など慢性疾患の増加に伴い、療養や介護も⻑期化していくことが⾒
込まれている。 
アウトカム指標︓令和７年度までに福岡県で必要となる介護人材９
５，２４６人を確保する。  

事業の内容 介護⽀援専門員のコンプライアンス研修（制度改正への対応）、主任
介護⽀援専門員に対するフォローアップ研修、事業所別研修会(介護⽀
援の種別に応じたケアマネジメントスキルの向上）の開催への⽀援 

アウトプット指標 国の法定研修ではカバーできない内容について研修を実施し、介護⽀援
専門員の資質向上を図る。 
県内全域を対象に、以下の研修を実施 
 ①コンプライアンス研修︓９回／年 
 ②主任介護⽀援専門員に対するフォローアップ研修︓１６回／年 
 ③事業所別研修︓４９回／年 

アウトカムとアウトプットの関連 介護⽀援専門員に研修を実施することでキャリアアップを図り、介護職員
の確保・定着に結び付ける。 

事業に要する費⽤の額 ⾦
額 

総事業費 
（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 
5,862 

基⾦充当
額 

（国費） 
における 
公⺠の別 
（注１） 

公  (千円) 
0 

基⾦ 国（Ａ） (千円) 
3,908 

都道府県 
（Ｂ） 

(千円) 
1,954 

⺠ (千円) 
3,908 

計（Ａ＋
Ｂ） 

(千円) 
5,862 

うち受託事業等

（再掲）（注

２） 
(千円) 

その他（Ｃ） (千円) 

備考（注３）  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 
（大項目）資質の向上 
（中項目）キャリアアップ研修の⽀援 
（⼩項目）多様な人材層に対する介護人材キャリアアップ研修⽀援事
業 

事業名 【No. 21（介護分）】 
ケアプラン作成技術向上事業 

【総事業費 
（計画期間の総額）】 

1,511 千円 

事業の対象となる医療介護総
合確保区域 

全区域 

事業の実施主体 福岡県介護⽀援専門員協会 
事業の期間 平成３１年４⽉〜令和２年３⽉ 
背景にある医療・介護ニーズ 福岡県において団塊の世代が後期⾼齢者となる令和７年度には⾼齢

化率（６５歳以上人口割合）が３０％を超えると予測され、⽣活習
慣病など慢性疾患の増加に伴い、療養や介護も⻑期化していくことが⾒
込まれている。 
アウトカム指標︓令和７年度までに福岡県で必要となる介護人材９
５，２４６人を確保する。  

事業の内容 実務に従事する介護⽀援専門員の資質向上のために、ケアプラン作成
技術向上アドバイザー（ケアプラン点検指導者）を養成し、居宅介護⽀
援事業所等へ派遣することへの⽀援 

アウトプット指標  ①ケアプラン点検指導者の養成︓５０人 
 ②ケアプラン点検指導者の派遣︓１６回 

アウトカムとアウトプットの関連 サービス利⽤者の⾃⽴⽀援につながるケアプランを作成できるよう、介護
⽀援専門員のケアプラン作成技術の向上を目指す。 

事業に要する費⽤の額 ⾦
額 

総事業費 
（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 
1,511 

基⾦充当
額 

（国費） 
における 
公⺠の別 
（注１） 

公  (千円) 
0 

基⾦ 国（Ａ） (千円) 
1,007 

都道府県 
（Ｂ） 

(千円) 
504 

⺠ (千円) 
1,007 

計（Ａ＋
Ｂ） 

(千円) 
1,511 

うち受託事業等

（再掲）（注

２） 
(千円) 

その他（Ｃ） (千円) 

備考（注３）  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 
（大項目）資質の向上 
（中項目）キャリアアップ研修の⽀援 
（⼩項目）多様な人材層に対する介護人材キャリアアップ研修⽀援事
業 

事業名 【No. 22（介護分）】 
介護業務における介護職員の腰痛予防研修事
業 

【総事業費 
（計画期間の総額）】 

511 千円 

事業の対象となる医療介護総
合確保区域 

全区域 

事業の実施主体 福岡県理学療法士会 
事業の期間 平成３１年４⽉〜令和２年３⽉ 
背景にある医療・介護ニーズ 福岡県において団塊の世代が後期⾼齢者となる令和７年度には⾼齢

化率（６５歳以上人口割合）が３０％を超えると予測され、⽣活習
慣病など慢性疾患の増加に伴い、療養や介護も⻑期化していくことが⾒
込まれている。 
アウトカム指標︓令和７年度までに福岡県で必要となる介護人材９
５，２４６人を確保する。  

事業の内容 県内４地区で、理学療法士が介護施設及び訪問介護事業所で稼働
する介護職員を対象に、腰痛予防の知識や腰痛予防体操によって、介
護業務における腰部の過重な負担の軽減を図る研修会を実施する。 

アウトプット指標 ・研修会は県内全域を対象に１回実施。 
アウトカムとアウトプットの関連 介護人材の定着を図るために、給与⽔準や労働時間などの労働環境の

改善や従事者の資質向上を図るためのキャリアアップと併せて、介護業務
からの離職の⼀因である腰痛を予防して介護人材の定着を促進すること
で介護職員の確保・定着に結び付ける。 

事業に要する費⽤の額 ⾦
額 

総事業費 
（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 
511 

基⾦充当
額 

（国費） 
における 
公⺠の別 
（注１） 

公  (千円) 
0 

基⾦ 国（Ａ） (千円) 
341 

都道府県 
（Ｂ） 

(千円) 
170 

⺠ (千円) 
341 

計（Ａ＋
Ｂ） 

(千円) 
511 

うち受託事業等

（再掲）（注

２） 
(千円) 

その他（Ｃ） (千円) 
0 

備考（注３）  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 
（大項目）資質の向上 
（中項目）キャリアアップ研修の⽀援 
（⼩項目）多様な人材層に対する介護人材キャリアアップ研修⽀援事
業 

事業名 【No. 23（介護分）】 
訪問介護サービス提供責任者就任前等研修事
業 

【総事業費 
（計画期間の総額）】 

1,607 千円 

事業の対象となる医療介護総
合確保区域 

全区域 

事業の実施主体 福岡県介護福祉士会 
事業の期間 平成３１年４⽉〜令和２年３⽉ 
背景にある医療・介護ニーズ 福岡県において団塊の世代が後期⾼齢者となる令和７年度には⾼齢

化率（６５歳以上人口割合）が３０％を超えると予測され、⽣活習
慣病など慢性疾患の増加に伴い、療養や介護も⻑期化していくことが⾒
込まれている。 
アウトカム指標︓令和７年度までに福岡県で必要となる介護人材９
５，２４６人を確保する。  

事業の内容 県内全域を対象に、就任前または就任後１年未満のサービス提供責任
者を対象として研修会を実施する。なお研修は日本ホームヘルパー協会
が標準として提示したサービス提供責任者就任前研修カリキュラムに準拠
して実施する。 

アウトプット指標 ・研修会は県内全域を対象に１回実施。 
 

アウトカムとアウトプットの関連 サービス提供責任者に就任前⼜は就任後１年未満のサービス提供責任
者を対象に研修を実施することで、訪問介護計画を作成し、訪問介護
員を指導するなどの訪問介護事業所を運営する技術を学ぶことで知識
不⾜による離職を防止し、もって訪問介護事業所の要であるサービス提
供責任者の定着を図る。 

事業に要する費⽤の額 ⾦
額 

総事業費 
（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 
1,607 

基⾦充当
額 

（国費） 
における 
公⺠の別 
（注１） 

公  (千円) 
0 

基⾦ 国（Ａ） (千円) 
1,071 

都道府県 
（Ｂ） 

(千円) 
536 

⺠ (千円) 
1,071 

計（Ａ＋
Ｂ） 

(千円) 
1,607 

うち受託事業等

（再掲）（注

２） 
(千円) 

その他（Ｃ） (千円) 
0 

備考（注３）  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 
（大項目）資質の向上 
（中項目）キャリアアップ研修の⽀援 
（⼩項目）多様な人材層に対する介護人材キャリアアップ研修⽀援事
業 

事業名 【No. 24（介護分）】 
看護管理者等の管理能⼒向上事業 

【総事業費 
（計画期間の総額）】 

414 千円 

事業の対象となる医療介護総
合確保区域 

全区域 

事業の実施主体 福岡県看護協会 
事業の期間 平成３１年４⽉〜令和２年３⽉ 
背景にある医療・介護ニーズ 福岡県において団塊の世代が後期⾼齢者となる令和７年度には⾼齢

化率（６５歳以上人口割合）が３０％を超えると予測され、⽣活習
慣病など慢性疾患の増加に伴い、療養や介護も⻑期化していくことが⾒
込まれている。 
アウトカム指標︓令和７年度までに福岡県で必要となる介護人材９
５，２４６人を確保する。  

事業の内容 介護施設等の看護管理者等を対象とした研修会と参加者の交流会を
⾏う。 

アウトプット指標 研修開催︓１回 
受講者︓50 人 

アウトカムとアウトプットの関連 看護管理者に雇⽤管理環境の改善等に取り組む意識を持ってもらい、
介護職、看護職の離職防止を図る。 

事業に要する費⽤の額 ⾦
額 

総事業費 
（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 
414 

基⾦充当
額 

（国費） 
における 
公⺠の別 
（注１） 

公  (千円) 

基⾦ 国（Ａ） (千円) 
276 

都道府県 
（Ｂ） 

(千円) 
138 

⺠ (千円) 
276 

計（Ａ＋
Ｂ） 

(千円) 
414 

うち受託事業等

（再掲）（注

２） 
(千円) 

その他（Ｃ） (千円) 

備考（注３）  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 
（大項目）資質の向上 
（中項目）キャリアアップ研修の⽀援 
（⼩項目）多様な人材層に対する介護人材キャリアアップ研修⽀援事
業 

事業名 【No. 25（介護分）】 
介護福祉士を対象としたチームリーダー養成研修
事業 

【総事業費 
（計画期間の総額）】 

2,002 千円 

事業の対象となる医療介護総
合確保区域 

全区域 

事業の実施主体 福岡県介護福祉士会 
事業の期間 平成３１年４⽉〜令和２年３⽉ 
背景にある医療・介護ニーズ 福岡県において団塊の世代が後期⾼齢者となる令和７年度には⾼齢

化率（６５歳以上人口割合）が３０％を超えると予測され、⽣活習
慣病など慢性疾患の増加に伴い、療養や介護も⻑期化していくことが⾒
込まれている。 
アウトカム指標︓令和７年度までに福岡県で必要となる介護人材９
５，２４６人を確保する。  

事業の内容 介護の現場でチームリーダー業務に従事し始めた介護福祉士を対象に研
修を実施し、⾃らの成⻑課題とチームの課題を認識し、解決に取り組む
意欲を⾼めるとともにリーダーとしての悩みを相談し合える人脈を得る。 

アウトプット指標 研修を１回実施 
内訳︓集合研修２回、個別研修１回 

アウトカムとアウトプットの関連 研修を実施することで資質の向上と介護職員の定着を図る。 
事業に要する費⽤の額 ⾦

額 
総事業費 
（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 
2,002 

基⾦充当
額 

（国費） 
における 
公⺠の別 
（注１） 

公  (千円) 

基⾦ 国（Ａ） (千円) 
1,335 

都道府県 
（Ｂ） 

(千円) 
667 

⺠ (千円) 
1,335 

計（Ａ＋
Ｂ） 

(千円) 
2,002 

うち受託事業等

（再掲）（注

２） 
(千円) 

その他（Ｃ） (千円) 

備考（注３）  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 
（大項目）資質の向上 
（中項目）潜在有資格の再就業促進 
（⼩項目）潜在介護福祉士の再就業促進事業 

事業名 【No. 26（介護分）】 
潜在介護福祉士向け就労⽀援セミナー事業 

【総事業費 
（計画期間の総額）】 

4,345 千円 

事業の対象となる医療介護総
合確保区域 

全区域 

事業の実施主体 福岡県社会福祉協議会 
事業の期間 平成３１年４⽉〜令和２年３⽉ 
背景にある医療・介護ニーズ 福岡県において団塊の世代が後期⾼齢者となる令和７年度には⾼齢

化率（６５歳以上人口割合）が３０％を超えると予測され、⽣活習
慣病など慢性疾患の増加に伴い、療養や介護も⻑期化していくことが⾒
込まれている。 
アウトカム指標︓令和７年度までに福岡県で必要となる介護人材９
５，２４６人を確保する。  

事業の内容 潜在介護福祉士に対して、介護現場から離れていたことへの不安感を払
拭するための就労⽀援セミナーを実施することへの⽀援 

アウトプット指標 介護の仕事に従事していない介護福祉士の資格を有する登録者を対象
に再就職⽀援を⾏い、介護福祉士を確保するとともに、介護サービスの
質の向上をめざす。 
 研修実施︓県内４地区、各会場各１回／年 

アウトカムとアウトプットの関連 就労⽀援セミナーを実施することで介護福祉士の確保と定着を図る。 
事業に要する費⽤の額 ⾦

額 
総事業費 
（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 
4,345 

基⾦充当
額 

（国費） 
における 
公⺠の別 
（注１） 

公  (千円) 
0 

基⾦ 国（Ａ） (千円) 
2,897 

都道府県 
（Ｂ） 

(千円) 
1,448 

⺠ (千円) 
2,897 

計（Ａ＋
Ｂ） 

(千円) 
4,345 

うち受託事業等

（再掲）（注

２） 
(千円) 

その他（Ｃ） (千円) 

備考（注３）  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

（大項目）資質の向上 
（中項目）潜在的有資格者の再就職促進 
（⼩項目）潜在的介護福祉士の再就業促進事業 

事業名 【No. 27（介護分）】 
潜在的有資格者等就労⽀援事業 

【総事業費 
（計画期間の総額）】 

2,785 千円 
事業の対象となる医療介護総
合確保区域 

北九州 

事業の実施主体 北九州市 
事業の期間 平成３１年４⽉〜令和２年３⽉ 
背景にある医療・介護ニーズ 福岡県において団塊の世代が後期⾼齢者となる令和７年度には⾼齢

化率（６５歳以上人口割合）が３０％を超えると予測され、⽣活習
慣病など慢性疾患の増加に伴い、療養や介護も⻑期化していくことが⾒
込まれている。 
アウトカム指標︓令和７年度までに福岡県で必要となる介護人材９
５，２４６人を確保する。  

事業の内容 研修︓最新の介護状況、現場で求められる介護技術研修体験等 
施設・事業所⾒学︓福祉人材バンクに求人を出している施設等の⾒学 
福祉人材バンクへの登録 

アウトプット指標 介護人材不⾜に対応するため、資格を有しながら介護分野に就業してい
ない介護福祉士等の潜在的有資格者や、他分野からの離職者等で介
護現場への就労を希望する者を対象に、介護の仕事の魅⼒と実際の現
場を知るための研修や職場体験等を実施し、介護分野への就労を促進
する。 
 研修開催︓２回／年 
 施設・事業所⾒学︓２回／年 
 福祉人材バンクへの登録︓８０人／年 

アウトカムとアウトプットの関連 研修等を実施することで介護福祉士の確保と定着を図る。 
事業に要する費⽤の額 ⾦

額 
総事業費 
（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 
2,785 

基⾦充当
額 

（国費） 
における 
公⺠の別 
（注１） 

公  (千円) 
1,392 

基⾦ 国（Ａ） (千円) 
1,392 

都道府県 
（Ｂ） 

(千円) 
696 

⺠ (千円) 
0 

計（Ａ＋
Ｂ） 

(千円) 
2,088 

うち受託事業等

（再掲）（注２）

(千円) その他（Ｃ） (千円) 
697 

備考（注３）  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 
（大項目）資質の向上 
（中項目）地域包括ケア構築のための広域的人材養成 
（⼩項目）認知症ケアに携わる人材の育成のための研修事業 

事業名 【No. 28（介護分）】 
かかりつけ医認知症対応⼒向上研修事業 

【総事業費 
（計画期間の総額）】 

2,804 千円 
事業の対象となる医療介護総
合確保区域 

全区域 

事業の実施主体 福岡県（委託事業） 
北九州市 
福岡市 

事業の期間 平成３１年４⽉〜令和２年３⽉ 
背景にある医療・介護ニーズ 福岡県において団塊の世代が後期⾼齢者となる令和７年度には⾼齢

化率（６５歳以上人口割合）が３０％を超えると予測され、⽣活習
慣病など慢性疾患の増加に伴い、療養や介護も⻑期化していくことが⾒
込まれている。 
アウトカム指標︓令和７年度までに福岡県で必要となる介護人材９
５，２４６人を確保する。  

事業の内容 かかりつけ医の認知症ケアに関する知識や技術、また、認知症の各段階
での適切な対応⽅法の修得を目的とした研修の実施への⽀援 
 【カリキュラム】 
  ・認知症に関する基礎知識 
  ・認知症の診断 
  ・認知症の治療とケア 
  ・関係機関との連携 

アウトプット指標  ・県︓    １８０人 
 ・福岡市︓ １００人 
 ・北九州市︓ ８０人 

アウトカムとアウトプットの関連 かかりつけ医等、認知症患者と接することの多い医療・介護従事者が、
認知症に関する正しい知識と理解に基づき、本人や家族への適切な対
応を⾏うことができるようにする。 

事業に要する費⽤の額 ⾦
額 

総事業費 
（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 
2,804 

基⾦充当
額 

（国費） 
における 
公⺠の別 
（注１） 

公  (千円) 
622 

基⾦ 国（Ａ） (千円) 
1,247 

都道府県 
（Ｂ） 

(千円) 
624 

⺠ (千円) 
625 

計（Ａ＋
Ｂ） 

(千円) 
1,871 

うち受託事業等

（再掲）（注２）

(千円) 
625 

その他（Ｃ） (千円) 
933 

備考（注３）  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

（大項目）資質の向上 
（中項目）地域包括ケア構築のための広域的人材養成 
（⼩項目）認知症ケアに携わる人材の育成のための研修事業 

事業名 【No. 29（介護分）】 
かかりつけ医認知症対応⼒向上フォローアップ研
修事業 

【総事業費 
（計画期間の総額）】 

8,021 千円 

事業の対象となる医療介護総
合確保区域 

全区域 

事業の実施主体 福岡県医師会 
事業の期間 平成３１年４⽉〜令和２年３⽉ 
背景にある医療・介護ニーズ 福岡県において団塊の世代が後期⾼齢者となる令和７年度には⾼齢

化率（６５歳以上人口割合）が３０％を超えると予測され、⽣活習
慣病など慢性疾患の増加に伴い、療養や介護も⻑期化していくことが⾒
込まれている。 
アウトカム指標︓令和７年度までに福岡県で必要となる介護人材９
５，２４６人を確保する。  

事業の内容 認知症の早期症状に関する基礎知識の修得等のフォローアップ研修を実
施 

アウトプット指標 研修受講者︓1000 人 
アウトカムとアウトプットの関連 かかりつけ医等、認知症患者と接することの多い医療・介護従事者が、

認知症に関する正しい知識と理解に基づき、本人や家族への適切な対
応を⾏うことができるようにする。 

事業に要する費⽤の額 ⾦
額 

総事業費 
（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 
8,021 

基⾦充当
額 

（国費） 
における 
公⺠の別 
（注１） 

公  (千円) 
0 

基⾦ 国（Ａ） (千円) 
5,347 

都道府県 
（Ｂ） 

(千円) 
2,674 

⺠ (千円) 
5,347 

計（Ａ＋
Ｂ） 

(千円) 
8,021 

うち受託事業等

（再掲）（注

２） 
(千円) 

その他（Ｃ） (千円) 

備考（注３）  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

（大項目）資質の向上 
（中項目）地域包括ケア構築のための広域的人材養成 
（⼩項目）認知症ケアに携わる人材の育成のための研修事業 

事業名 【No. 30（介護分）】 
認知症サポート医養成等研修事業 

【総事業費 
（計画期間の総額）】 

3,884 千円 
事業の対象となる医療介護総
合確保区域 

全区域 

事業の実施主体 福岡県（委託事業）、北九州市、福岡市 
事業の期間 平成３１年４⽉〜令和２年３⽉ 
背景にある医療・介護ニーズ 福岡県において団塊の世代が後期⾼齢者となる令和７年度には⾼齢

化率（６５歳以上人口割合）が３０％を超えると予測され、⽣活習
慣病など慢性疾患の増加に伴い、療養や介護も⻑期化していくことが⾒
込まれている。 
アウトカム指標︓令和７年度までに福岡県で必要となる介護人材９
５，２４６人を確保する。  

事業の内容 認知症初期集中⽀援チームの設置促進及び認知症⽀援体制構築のた
めの研修として、認知症サポート医の養成及びフォローアップの研修を実
施 

アウトプット指標  （１）認知症サポート医養成研修受講者数︓５２人 
    県︓     ３５人 
    福岡市︓  ２人 
    北九州市︓ １５人 
 （２）認知症サポート医フォローアップ研修受講者数︓１７４人 
    県︓      ８６人 
    福岡市︓  ３０人 
    北九州市︓ ５８人 

アウトカムとアウトプットの関連 認知症サポート医の養成とフォローアップを⾏うことにより、各地域におい
て、認知症の発症初期から状況に応じて、医療と介護が⼀体となった認
知症の人への⽀援体制の構築を図る。 

事業に要する費⽤の額 ⾦
額 

総事業費 
（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 
3,884 

基⾦充当
額 

（国費） 
における 
公⺠の別 
（注１） 

公  (千円) 
463 

基⾦ 国（Ａ） (千円) 
2,169 

都道府県 
（Ｂ） 

(千円) 
1,085 

⺠ (千円) 
1706 

計（Ａ＋
Ｂ） 

(千円) 
3,254 

うち受託事業等

（再掲）（注２）

(千円) 
1706 

その他（Ｃ） (千円) 
630 

備考（注３）  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

（大項目）資質の向上 
（中項目）地域包括ケア構築のための広域的人材養成 
（⼩項目）認知症ケアに携わる人材の育成のための研修事業 

事業名 【No. 31（介護分）】 
認知症初期集中⽀援チーム設置促進事業 

【総事業費 
（計画期間の総額）】 

2,747 千円 

事業の対象となる医療介護総
合確保区域 

全区域 

事業の実施主体 福岡県（⼀部委託） 
事業の期間 平成３１年４⽉〜令和２年３⽉ 
背景にある医療・介護ニーズ 福岡県において団塊の世代が後期⾼齢者となる令和７年度には⾼齢

化率（６５歳以上人口割合）が３０％を超えると予測され、⽣活習
慣病など慢性疾患の増加に伴い、療養や介護も⻑期化していくことが⾒
込まれている。 
アウトカム指標︓令和７年度までに福岡県で必要となる介護人材９
５，２４６人を確保する。  

事業の内容 認知症初期集中⽀援チームの設置促進及び認知症⽀援体制構築のた
めの研修を実施。 

アウトプット指標 ①認知症初期集中⽀援チーム員の研修 
②認知症⽀援体制構築促進のための研修 

アウトカムとアウトプットの関連 各市町村における⽀援チームの設置及び推進員の配置の促進を図る。 
 

事業に要する費⽤の額 ⾦
額 

総事業費 
（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 
2,747 

基⾦充当
額 

（国費） 
における 
公⺠の別 
（注１） 

公  (千円) 
71 

基⾦ 国（Ａ） (千円) 
1,831 

都道府県 
（Ｂ） 

(千円) 
916 

⺠ (千円) 
1760 

計（Ａ＋
Ｂ） 

(千円) 
2,747 

うち受託事業等

（再掲）（注

２） 
(千円) 
1760 

その他（Ｃ） (千円) 
0 

備考（注３）  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

（大項目）資質の向上 
（中項目）地域包括ケア構築のための広域的人材養成 
（⼩項目）認知症ケアに携わる人材の育成のための研修事業 

事業名 【No. 32（介護分）】 
医療従事者認知症対応⼒向上等研修事業 

【総事業費 
（計画期間の総額）】 

7,340 千円 
事業の対象となる医療介護総
合確保区域 

全区域 

事業の実施主体 福岡県（委託事業）、北九州市、福岡市 
事業の期間 平成３１年４⽉〜令和２年３⽉ 
背景にある医療・介護ニーズ 福岡県において団塊の世代が後期⾼齢者となる令和７年度には⾼齢

化率（６５歳以上人口割合）が３０％を超えると予測され、⽣活習
慣病など慢性疾患の増加に伴い、療養や介護も⻑期化していくことが⾒
込まれている。 
アウトカム指標︓令和７年度までに福岡県で必要となる介護人材９
５，２４６人を確保する。  

事業の内容 医療従事者の認知症対応⼒向上を図るための研修を実施。 
①⻭科医師 
②薬剤師 
③看護職員 
④病院勤務の医師等の医療従事者 

アウトプット指標 ①⻭科医師︓(県)200 人、(北九州市)50 人、(福岡市)200 人 
②薬剤師︓(県)200 人、(北九州市)50 人、(福岡市)200 人 
③看護職員︓(県)160 人 
④病院勤務の医師等の医療従事者︓(県)100 人、(北九州市)200
人、(福岡市)100 人 

アウトカムとアウトプットの関連 医療従事者の認知症対応⼒向上を図り、各種施策を総合的に推進し
ていくことで、認知症の人とその家族が住み慣れた地域で安心して暮らし
を続けることができる体制づくりを推進していく。 

事業に要する費⽤の額 ⾦
額 

総事業費 
（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 
7,340 

基⾦充当
額 

（国費） 
における 
公⺠の別 
（注１） 

公  (千円) 
1,483 

基⾦ 国（Ａ） (千円) 
3,909 

都道府県 
（Ｂ） 

(千円) 
1,954 

⺠ (千円) 
2426 

計（Ａ＋
Ｂ） 

(千円) 
5,863 

うち受託事業等

（再掲）（注２）

(千円) 
2426 

その他（Ｃ） (千円) 
1,477 

備考（注３）  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

（大項目）資質の向上 
（中項目）地域包括ケア構築のための広域的人材養成 
（⼩項目）認知症ケアに携わる人材の育成のための研修事業 

事業名 【No. 33（介護分）】 
認知症介護研修事業 

【総事業費 
（計画期間の総額）】 

22,176 千円 
事業の対象となる医療介護総
合確保区域 

全区域 

事業の実施主体 福岡県（委託事業）、北九州市、福岡市 
事業の期間 平成３１年４⽉〜令和２年３⽉ 
背景にある医療・介護ニーズ 福岡県において団塊の世代が後期⾼齢者となる令和７年度には⾼齢

化率（６５歳以上人口割合）が３０％を超えると予測され、⽣活習
慣病など慢性疾患の増加に伴い、療養や介護も⻑期化していくことが⾒
込まれている。 
アウトカム指標︓令和７年度までに福岡県で必要となる介護人材９
５，２４６人を確保する。  

事業の内容 ⾼齢者介護実務者及びその指導的⽴場にある者に対し、認知症⾼齢
者の介護に関する実践的研修を実施すること、また、認知症介護を提供
する事業所を管理する⽴場にある者等に対し、適切なサービスの提供に
関する知識等を修得させるための研修を実施 

アウトプット指標 ① 認知症介護指導者フォローアップ研修 
② 認知症対応型サービス事業開設者研修 
③ 認知症対応型サービス事業管理者研修 
④ ⼩規模多機能型サービス等計画作成担当者研修 
⑤ 認知症介護基礎研修 

アウトカムとアウトプットの関連 研修を実施することにより、認知症介護技術の向上を図り、認知症介護
の専門職員を養成し、もって認知症⾼齢者に対する介護サービスの充実
を図ることを目的とする。 

事業に要する費⽤の額 ⾦
額 

総事業費 
（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 
22,176 

基⾦充当
額 

（国費） 
における 
公⺠の別 
（注１） 

公  (千円) 
2,900 

基⾦ 国（Ａ） (千円) 
11,881 

都道府県 
（Ｂ） 

(千円) 
5,941 

⺠ (千円) 
8981 

計（Ａ＋
Ｂ） 

(千円) 
17,822 

うち受託事業等

（再掲）（注

２） 
(千円) 
8981 

その他（Ｃ） (千円) 
4,354 

備考（注３）  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

（大項目）資質の向上 
（中項目）地域包括ケア構築のための広域的人材養成 
（⼩項目）認知症ケアに携わる人材の育成のための研修事業 

事業名 【No. 34（介護分）】 
介護従事者資質向上⽀援事業 

【総事業費 
（計画期間の総額）】 

20,000 千円 

事業の対象となる医療介護総
合確保区域 

全区域 

事業の実施主体 福岡県医師会 
事業の期間 平成３１年４⽉〜令和２年３⽉ 
背景にある医療・介護ニーズ 福岡県において団塊の世代が後期⾼齢者となる令和７年度には⾼齢

化率（６５歳以上人口割合）が３０％を超えると予測され、⽣活習
慣病など慢性疾患の増加に伴い、療養や介護も⻑期化していくことが⾒
込まれている。 
アウトカム指標︓令和７年度までに福岡県で必要となる介護人材９
５，２４６人を確保する。  

事業の内容 介護従事者（特に在宅系サービス）が認知症の初期症状、周辺症状
の兆候にいち早く気づき、適切なケアに繋げることが重要であるため、介護
従事者に対して、医療や認知症ケアの技術や知識の習得するためのテキ
ストを作成し研修を実施。 

アウトプット指標 介護従事者資質向上研修（仮称）の実施 
アウトカムとアウトプットの関連 介護従事者が、認知症に関する正しい知識と理解に基づき、適切な対

応を⾏うことができるようにする。 
事業に要する費⽤の額 ⾦

額 
総事業費 
（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 
20,000 

基⾦充当
額 

（国費） 
における 
公⺠の別 
（注１） 

公  (千円) 
0 

基⾦ 国（Ａ） (千円) 
13,333 

都道府県 
（Ｂ） 

(千円) 
6,667 

⺠ (千円) 
13,333 

計（Ａ＋
Ｂ） 

(千円) 
20,000 

うち受託事業等

（再掲）（注

２） 
(千円) 

その他（Ｃ） (千円) 

備考（注３）  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 
（大項目）資質の向上 
（中項目）地域包括ケア構築のための広域的人材養成 
（⼩項目）認知症ケアに携わる人材の育成のための研修事業 

事業名 【No. 35（介護分）】 
施設系サービス従事者認知症対応⼒向上研修
事業 

【総事業費 
（計画期間の総額）】 

5,035 千円 

事業の対象となる医療介護総
合確保区域 

全区域 

事業の実施主体 公益社団法人福岡県介護⽼人保健施設協会 
事業の期間 平成３１年４⽉〜令和２年３⽉ 
背景にある医療・介護ニーズ 福岡県において団塊の世代が後期⾼齢者となる令和７年度には⾼齢

化率（６５歳以上人口割合）が３０％を超えると予測され、⽣活習
慣病など慢性疾患の増加に伴い、療養や介護も⻑期化していくことが⾒
込まれている。 
アウトカム指標︓令和７年度までに福岡県で必要となる介護人材９
５，２４６人を確保する。  

事業の内容 施設系サービスの介護従事者に対して、認知症ケアにおいて重要で、か
つ対処困難な症状である周辺症状（ＢＰＳＤ（徘徊、もの盗られ妄
想など））や失認・失⾏に対する理解と対応を学習することを目的とした
研修を実施することへの⽀援 

アウトプット指標 介護保険の施設系サービスの介護従事者が、認知症に関する正しい知
識と理解に基づき、本人や家族への適切な対応を⾏うことができるように
する。 
 研修開催︓県内全域を対象に実施 

アウトカムとアウトプットの関連 施設系介護サービス事業所の介護従事者が、認知症に関する正しい知
識と理解に基づき、適切な対応を⾏うことができるようにする。 

事業に要する費⽤の額 ⾦
額 

総事業費 
（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 
5,035 

基⾦充当
額 

（国費） 
における 
公⺠の別 
（注１） 

公  (千円) 
0 

基⾦ 国（Ａ） (千円) 
3,357 

都道府県 
（Ｂ） 

(千円) 
1,678 

⺠ (千円) 
3,357 

計（Ａ＋
Ｂ） 

(千円) 
5,035 

うち受託事業等

（再掲）（注

２） 
(千円) 

その他（Ｃ） (千円) 

備考（注３）  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 
（大項目）資質の向上 
（中項目）地域包括ケア構築のための広域的人材養成 
（⼩項目）認知症ケアに携わる人材の育成のための研修事業 

事業名 【No. 36（介護分）】 
訪問介護員等認知症対応⼒向上研修 

【総事業費 
（計画期間の総額）】 

2,715 千円 

事業の対象となる医療介護総
合確保区域 

全区域 

事業の実施主体 福岡県（委託事業） 
事業の期間 平成３１年４⽉〜令和２年３⽉ 
背景にある医療・介護ニーズ 福岡県において団塊の世代が後期⾼齢者となる令和７年度には⾼齢

化率（６５歳以上人口割合）が３０％を超えると予測され、⽣活習
慣病など慢性疾患の増加に伴い、療養や介護も⻑期化していくことが⾒
込まれている。 
アウトカム指標︓令和７年度までに福岡県で必要となる介護人材９
５，２４６人を確保する。  

事業の内容 認知症の人とその家族が住み慣れた地域で安心して暮らしを続けることが
できる体制づくりのため、訪問サービスの従事者を対象とした認知症対応
⼒向上研修を実施 
 【内容】 ・認知症の知識 
      ・早期対応の重要性 
      ・認知症の人と家族に対する⽀援 

アウトプット指標  訪問介護員研修︓４地域で開催 
            各会場１００人×４ヶ所 
 介護⽀援専門員研修︓４地域で開催 
               各会場１００人×４ヶ所 

アウトカムとアウトプットの関連 認知症の人とその家族が住み慣れた地域で安心して暮らしを続けることが
できる体制づくりを推進していく。 

事業に要する費⽤の額 ⾦
額 

総事業費 
（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 
2,715 

基⾦充当
額 

（国費） 
における 
公⺠の別 
（注１） 

公  (千円) 
0 

基⾦ 国（Ａ） (千円) 
1,810 

都道府県 
（Ｂ） 

(千円) 
905 

⺠ (千円) 
1,810 

計（Ａ＋
Ｂ） 

(千円) 
2,715 

うち受託事業等

（再掲）（注

２） 
(千円) 
1,810 

その他（Ｃ） (千円) 
0 

備考（注３）  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 
（大項目）資質の向上 
（中項目）地域包括ケア構築のための広域的人材養成 
（⼩項目）認知症ケアに携わる人材の育成のための研修事業 

事業名 【No. 37（介護分）】 
地域互助による認知症⾼齢者⽀援体制づくり事
業 

【総事業費 
（計画期間の総額）】 

678 千円 

事業の対象となる医療介護総
合確保区域 

全区域 

事業の実施主体 福岡県⾼齢者グループホーム協議会 
事業の期間 平成３１年４⽉〜令和２年３⽉ 
背景にある医療・介護ニーズ 福岡県において団塊の世代が後期⾼齢者となる令和７年度には⾼齢

化率（６５歳以上人口割合）が３０％を超えると予測され、⽣活習
慣病など慢性疾患の増加に伴い、療養や介護も⻑期化していくことが⾒
込まれている。 
アウトカム指標︓令和７年度までに福岡県で必要となる介護人材９
５，２４６人を確保する。  

事業の内容 認知症対応型共同⽣活介護事業所（認知症⾼齢者グループホーム）
の職員を対象に、県内４地区で以下の内容の講義、演習を⾏う。 
 講義と演習「地域を巻き込む意義と実践」 
 認知症⾼齢者⽀援の模擬訓練視察研修 

アウトプット指標 研修︓４ブロックで実施 
アウトカムとアウトプットの関連 地域住⺠の助け合い、世代を超えた住⺠の集まりの場づくり等をサポート

することで、地域の人たちの認知症を正しく理解し、地域で⽀える意識を
⾼め、認知症の人やその家族が地域で安心して⽣活できるための体制を
整備する。 

事業に要する費⽤の額 ⾦
額 

総事業費 
（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 
678 

基⾦充当
額 

（国費） 
における 
公⺠の別 
（注１） 

公  (千円) 
0 

基⾦ 国（Ａ） (千円) 
452 

都道府県 
（Ｂ） 

(千円) 
226 

⺠ (千円) 
452 

計（Ａ＋
Ｂ） 

(千円) 
678 

うち受託事業等

（再掲）（注

２） 
(千円) 

その他（Ｃ） (千円) 
0 

備考（注３）  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 
（大項目）資質の向上 
（中項目）地域包括ケア構築のための広域的人材養成 
（⼩項目）認知症ケアに携わる人材の育成のための研修事業 

事業名 【No. 38（介護分）】 
⼀般県⺠、家族介護者向け認知症公開講座事
業 

【総事業費 
（計画期間の総額）】 

13,068 千円 

事業の対象となる医療介護総
合確保区域 

全区域 

事業の実施主体 福岡県医師会 
事業の期間 平成３１年４⽉〜令和２年３⽉ 
背景にある医療・介護ニーズ 福岡県において団塊の世代が後期⾼齢者となる令和７年度には⾼齢

化率（６５歳以上人口割合）が３０％を超えると予測され、⽣活習
慣病など慢性疾患の増加に伴い、療養や介護も⻑期化していくことが⾒
込まれている。 
アウトカム指標︓令和７年度までに福岡県で必要となる介護人材９
５，２４６人を確保する。  

事業の内容 認知症の人や家族の視点に⽴った認知症対する正しい理解とそれに基
づく適切な対応を図るための、認知症の人や家族と地域住⺠による意⾒
交換会やグループワーク等の研修の実施への⽀援 

アウトプット指標 認知症に対する正しい知識の習得等研修の実施 
アウトカムとアウトプットの関連 認知症に係る地域での⽀え合い体制を整備することにより、認知症の人

やその家族の精神的・⾝体的な負担や不安を軽減する。 
事業に要する費⽤の額 ⾦

額 
総事業費 
（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 
13,068 

基⾦充当
額 

（国費） 
における 
公⺠の別 
（注１） 

公  (千円) 
0 

基⾦ 国（Ａ） (千円) 
8,712 

都道府県 
（Ｂ） 

(千円) 
4,356 

⺠ (千円) 
8,712 

計（Ａ＋
Ｂ） 

(千円) 
13,068 

うち受託事業等

（再掲）（注

２） 
(千円) 

その他（Ｃ） (千円) 

備考（注３）  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 
（大項目）資質の向上 
（中項目）地域包括ケア構築のための広域的人材養成 
（⼩項目）地域包括ケアシステム構築に資する人材育成・資質向上事
業 

事業名 【No. 39（介護分）】 
訪問型の⽣活⽀援サービス従事者養成研修事
業 

【総事業費 
（計画期間の総額）】 

6,365 千円 

事業の対象となる医療介護総
合確保区域 

全区域 

事業の実施主体 福岡県介護福祉士会 
事業の期間 平成３１年４⽉〜令和２年３⽉ 
背景にある医療・介護ニーズ 福岡県において団塊の世代が後期⾼齢者となる令和７年度には⾼齢

化率（６５歳以上人口割合）が３０％を超えると予測され、⽣活習
慣病など慢性疾患の増加に伴い、療養や介護も⻑期化していくことが⾒
込まれている。 
アウトカム指標︓令和７年度までに福岡県で必要となる介護人材９
５，２４６人を確保する。  

事業の内容 地域⽀援事業の新総合事業として実施する要⽀援者等に対する訪問
型の⽣活⽀援サービスを提供する担い⼿の育成研修に対する⽀援 

アウトプット指標 総合事業を全市町村で円滑に導入するために、訪問型の⽣活⽀援サー
ビスを提供する担い⼿を育成する。 
 県内４地区で実施 １００人養成 

アウトカムとアウトプットの関連 要⽀援者等に対する訪問型の⽣活⽀援サービスを提供する担い⼿の育
成研修を実施することでに対する⽀援 

事業に要する費⽤の額 ⾦
額 

総事業費 
（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 
6,365 

基⾦充当
額 

（国費） 
における 
公⺠の別 
（注１） 

公  (千円) 
0 

基⾦ 国（Ａ） (千円) 
4,243 

都道府県 
（Ｂ） 

(千円) 
2,122 

⺠ (千円) 
4,243 

計（Ａ＋
Ｂ） 

(千円) 
6,365 

うち受託事業等

（再掲）（注

２） 
(千円) 

その他（Ｃ） (千円) 

備考（注３）  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 
（大項目）資質の向上 
（中項目）地域包括ケア構築のための広域的人材養成 
（⼩項目）介護予防の推進に資する OT、PT、ST 指導者育成事業 

事業名 【No. 40（介護分）】 
リハビリ専門職の介護予防指導者養成事業 

【総事業費 
（計画期間の総額）】 

1,310 千円 

事業の対象となる医療介護総
合確保区域 

全区域 

事業の実施主体 福岡県理学療法士会 
事業の期間 平成３１年４⽉〜令和２年３⽉ 
背景にある医療・介護ニーズ 福岡県において団塊の世代が後期⾼齢者となる令和７年度には⾼齢

化率（６５歳以上人口割合）が３０％を超えると予測され、⽣活習
慣病など慢性疾患の増加に伴い、療養や介護も⻑期化していくことが⾒
込まれている。 
アウトカム指標︓令和７年度までに福岡県で必要となる介護人材９
５，２４６人を確保する。  

事業の内容 地域のあらゆる通いの場で、介護予防の取組を推進するため、リハビリテ
ーション専門職に対し、介護予防推進に係る指導者として必要な知識の
習得を図るための研修会に対する⽀援 

アウトプット指標  県内全域で実施、養成者数８００人 
アウトカムとアウトプットの関連 ⾼齢者の心⾝機能の維持・向上が図れるように、それぞれの地域で介護

予防推進員や住⺠に対してリハビリテーションを指導できる人材を養成す
る。 

事業に要する費⽤の額 ⾦
額 

総事業費 
（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 
1,310 

基⾦充当
額 

（国費） 
における 
公⺠の別 
（注１） 

公  (千円) 
0 

基⾦ 国（Ａ） (千円) 
873 

都道府県 
（Ｂ） 

(千円) 
437 

⺠ (千円) 
873 

計（Ａ＋
Ｂ） 

(千円) 
1,310 

うち受託事業等

（再掲）（注

２） 
(千円) 

その他（Ｃ） (千円) 

備考（注３）  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 
（大項目）資質の向上 
（中項目）地域包括ケア構築のための広域的人材育成 
（⼩項目）地域包括ケアシステム構築に資する人材育成・資質向上事
業 

事業名 【No. 41（介護分）】 
⽣活⽀援サービス提供体制整備促進事業 

【総事業費 
（計画期間の総額）】 

1,868 千円 

事業の対象となる医療介護総
合確保区域 

全区域 

事業の実施主体 福岡県 
事業の期間 平成３１年４⽉〜令和２年３⽉ 
背景にある医療・介護ニーズ 福岡県において団塊の世代が後期⾼齢者となる令和７年度には⾼齢

化率（６５歳以上人口割合）が３０％を超えると予測され、⽣活習
慣病など慢性疾患の増加に伴い、療養や介護も⻑期化していくことが⾒
込まれている。 
アウトカム指標︓令和７年度までに福岡県で必要となる介護人材９
５，２４６人を確保する。  

事業の内容 ⽣活⽀援コーディネーター養成研修 
アウトプット指標  ⽣活⽀援コーディネーターの養成︓３回 
アウトカムとアウトプットの関連 市町村による地域資源を活⽤した介護予防・⽣活⽀援サービスの提供

体制整備を⽀援することにより、⾼齢者が、多様な主体による介護予防・
⽣活⽀援サービスの提供を受けられるようにする。 

事業に要する費⽤の額 ⾦
額 

総事業費 
（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 
1,868 

基⾦充当
額 

（国費） 
における 
公⺠の別 
（注１） 

公  (千円) 
1,245 

基⾦ 国（Ａ） (千円) 
1,245 

都道府県 
（Ｂ） 

(千円) 
623 

⺠ (千円) 
0 

計（Ａ＋
Ｂ） 

(千円) 
1,868 

うち受託事業等

（再掲）（注

２） 
(千円) 

その他（Ｃ） (千円) 
0 

備考（注３）  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 
（大項目）資質の向上 
（中項目）地域包括ケア構築のための広域的人材育成 
（⼩項目）地域包括ケアシステム構築に資する人材育成・資質向上事
業 

事業名 【No. 42（介護分）】 
地域包括ケア会議⽀援事業 

【総事業費 
（計画期間の総額）】 

4,445 千円 

事業の対象となる医療介護総
合確保区域 

全区域 

事業の実施主体 福岡県 
事業の期間 平成３１年４⽉〜令和２年３⽉ 
背景にある医療・介護ニーズ 福岡県において団塊の世代が後期⾼齢者となる令和７年度には⾼齢

化率（６５歳以上人口割合）が３０％を超えると予測され、⽣活習
慣病など慢性疾患の増加に伴い、療養や介護も⻑期化していくことが⾒
込まれている。 
アウトカム指標︓令和７年度までに福岡県で必要となる介護人材９
５，２４６人を確保する。  

事業の内容 モデル市町を対象にした、アドバイザーの派遣及び地域ケア会議について
理解を深める研修の実施、専門職向け地域ケア会議助⾔者養成研修
の実施、市町村等の職員を対象とした研修の実施 

アウトプット指標  専門職向けの地域ケア会議助⾔者養成研修︓300 人 
 市町村等の職員を対象とした研修の受講者数︓240 人 

アウトカムとアウトプットの関連 市町村及び地域包括⽀援センターによる地域ケア会議の推進を図る。 
事業に要する費⽤の額 ⾦

額 
総事業費 
（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 
4,445 

基⾦充当
額 

（国費） 
における 
公⺠の別 
（注１） 

公  (千円) 
2,963 

基⾦ 国（Ａ） (千円) 
2,963 

都道府県 
（Ｂ） 

(千円) 
1,482 

⺠ (千円) 
0 

計（Ａ＋
Ｂ） 

(千円) 
4,445 

うち受託事業等

（再掲）（注

２） 
(千円) 

その他（Ｃ） (千円) 
0 

備考（注３）  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 
（大項目）資質の向上 
（中項目）地域包括ケア構築のための広域的人材育成 
（⼩項目）地域包括ケアシステム構築に資する人材育成・資質向上事
業 

事業名 【No. 43（介護分）】 
介護予防指導者育成事業 

【総事業費 
（計画期間の総額）】 

200 千円 

事業の対象となる医療介護総
合確保区域 

福岡・糸島 

事業の実施主体 糸島市 
事業の期間 平成３１年４⽉〜令和２年３⽉ 
背景にある医療・介護ニーズ 福岡県において団塊の世代が後期⾼齢者となる令和７年度には⾼齢

化率（６５歳以上人口割合）が３０％を超えると予測され、⽣活習
慣病など慢性疾患の増加に伴い、療養や介護も⻑期化していくことが⾒
込まれている。 
アウトカム指標︓令和７年度までに福岡県で必要となる介護人材９
５，２４６人を確保する。  

事業の内容 介護予防にかかるボランティア養成講座の講師となるリハビリテーション専
門職の育成を⾏う。 

アウトプット指標 実施回数︓５回 
アウトカムとアウトプットの関連 リハビリテーション専門職が介護予防に必要な知識や技術を学ぶことで、

住⺠主体の通いの場を⽀援できる体制の構築を図る。 
事業に要する費⽤の額 ⾦

額 
総事業費 
（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 
200 

基⾦充当
額 

（国費） 
における 
公⺠の別 
（注１） 

公  (千円) 
100 

基⾦ 国（Ａ） (千円) 
100 

都道府県 
（Ｂ） 

(千円) 
50 

⺠ (千円) 

計（Ａ＋
Ｂ） 

(千円) 
150 

うち受託事業等

（再掲）（注

２） 
(千円) 

その他（Ｃ） (千円) 
50 

備考（注３）  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 
（大項目）資質の向上 
（中項目）地域包括ケア構築のための広域的人材養成 
（⼩項目）権利擁護人材育成事業 

事業名 【No. 44（介護分）】 
権利擁護人材養成事業 

【総事業費 
（計画期間の総額）】 

27,324 千円 

事業の対象となる医療介護総
合確保区域 

全区域 

事業の実施主体 福岡県、北九州市、福岡市、久留⽶市、中間市、筑紫野市、古賀市、
うきは市 

事業の期間 平成３１年４⽉〜令和２年３⽉ 
背景にある医療・介護ニーズ 福岡県において団塊の世代が後期⾼齢者となる令和７年度には⾼齢

化率（６５歳以上人口割合）が３０％を超えると予測され、⽣活習
慣病など慢性疾患の増加に伴い、療養や介護も⻑期化していくことが⾒
込まれている。 
アウトカム指標︓令和７年度までに福岡県で必要となる介護人材９
５，２４６人を確保する。  

事業の内容 市⺠後⾒人養成のための研修、市⺠後⾒人の活動を安定的に実施す
るための組織体制の構築、市⺠後⾒人の適正な活動のための⽀援、そ
の他市⺠後⾒人の活動の推進に関する事業を実施することへの⽀援 

アウトプット指標 地区別会議、市町村研修会、市⺠後⾒人に関する研修の実施 
アウトカムとアウトプットの関連 市⺠後⾒制度の体制を整備・強化することにより、市⺠後⾒人といった

認知症⾼齢者等の権利擁護に携わる人材の養成と資質の向上を図る。 
事業に要する費⽤の額 ⾦

額 
総事業費 
（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 
27,324 

基⾦充当
額 

（国費） 
における 
公⺠の別 
（注１） 

公  (千円) 
18,216 

基⾦ 国（Ａ） (千円) 
18,216 

都道府県 
（Ｂ） 

(千円) 
9,108 

⺠ (千円) 
0 

計（Ａ＋
Ｂ） 

(千円) 
27,324 

うち受託事業等

（再掲）（注

２） 
(千円) 

その他（Ｃ） (千円) 
0 

備考（注３）  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 
（大項目）資質の向上 
（中項目）研修代替要員の確保⽀援 
（⼩項目）各種研修に係る代替要員の確保対策事業 

事業名 【No. 45（介護分）】 
介護職員等技能向上⽀援事業 

【総事業費 
（計画期間の総額）】 

20,904 千円 

事業の対象となる医療介護総
合確保区域 

全区域 

事業の実施主体 福岡県（委託事業） 
事業の期間 平成３１年４⽉〜令和２年３⽉ 
背景にある医療・介護ニーズ 福岡県において団塊の世代が後期⾼齢者となる令和７年度には⾼齢

化率（６５歳以上人口割合）が３０％を超えると予測され、⽣活習
慣病など慢性疾患の増加に伴い、療養や介護も⻑期化していくことが⾒
込まれている。 
アウトカム指標︓令和７年度までに福岡県で必要となる介護人材９
５，２４６人を確保する。  

事業の内容 介護保険施設・事業所の介護職員が研修を受ける場合に、代替職員を
派遣 

アウトプット指標 介護保険施設・事業所の介護職員が各種研修に参加する場合に、当
該施設・事業所に代替職員を派遣することにより、介護職員の研修参加
を促し、職員のスキルアップと入所者・利⽤者の処遇向上を図る。 
 派遣日数︓１，４８０人日／年（H27〜H29）、１，３２０人
日／年（H30） 

アウトカムとアウトプットの関連 介護職員が研修参加する際の代替職員派遣により介護人材の資質の
向上を図る。 

事業に要する費⽤の額 ⾦
額 

総事業費 
（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 
20,904 

基⾦充当
額 

（国費） 
における 
公⺠の別 
（注１） 

公  (千円) 
0 

基⾦ 国（Ａ） (千円) 
13,936 

都道府県 
（Ｂ） 

(千円) 
6,968 

⺠ (千円) 
13,936 

計（Ａ＋
Ｂ） 

(千円) 
20,904 

うち受託事業等

（再掲）（注

２） 
(千円) 

13,936 

その他（Ｃ） (千円) 
0 

備考（注３）  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 
（大項目）労働環境・処遇の改善 
（中項目）勤務環境改善⽀援 
（⼩項目）管理者等に対する雇⽤管理改善⽅策普及・促進事業 

事業名 【No. 46（介護分）】 
初任者及び中堅職員に対する職場環境改善研
修事業 

【総事業費 
（計画期間の総額）】 

4,972 千円 

事業の対象となる医療介護総
合確保区域 

全区域 

事業の実施主体 公益社団法人福岡県介護⽼人保健施設協会 
事業の期間 平成３１年４⽉〜令和２年３⽉ 
背景にある医療・介護ニーズ 福岡県において団塊の世代が後期⾼齢者となる令和７年度には⾼齢

化率（６５歳以上人口割合）が３０％を超えると予測され、⽣活習
慣病など慢性疾患の増加に伴い、療養や介護も⻑期化していくことが⾒
込まれている。 
アウトカム指標︓令和７年度までに福岡県で必要となる介護人材９
５，２４６人を確保する。  

事業の内容 介護職の定着率を⾼め職場環境を改善することを目的として、「初任者
向け研修（入職〜2 年目）」、「中堅職員向け研修（事務⻑・課⻑ク
ラス）」、「介護からの離職をテーマとしたシンポジウム」を開催することへの
⽀援 

アウトプット指標 初任者向けに介護職員としての意識と⾏動を⾝に着ける研修、中堅職
員向けにリーダーとしての遂⾏能⼒、育成能⼒を⾝に着ける研修を実
施、介護職員が安心して働き続けられる職場環境の整備をテーマとした
シンポジウムを開催することにより、介護人材の定着を図る。 
 研修の実施 
  ・初任者向け研修︓６回開催／年 
  ・中堅職員向け研修︓︓６回開催／年 
  ・シンポジウム︓１回開催／年 

アウトカムとアウトプットの関連 研修の実施により介護人材の資質の向上を図る。 
事業に要する費⽤の額 ⾦

額 
総事業費 
（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 
4,972 

基⾦充当
額 

（国費） 
における 
公⺠の別 
（注１） 

公  (千円) 
0 

基⾦ 国（Ａ） (千円) 
3,315 

都道府県 
（Ｂ） 

(千円) 
1,657 

⺠ (千円) 
3,315 

計（Ａ＋
Ｂ） 

(千円) 
4,972 

うち受託事業等

（再掲）（注

２） 
(千円) 

その他（Ｃ） (千円) 

備考（注３）  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 
（大項目）労働環境・処遇の改善 
（中項目）人材育成⼒の強化 
（⼩項目）新人介護職員に対するエルダー、メンター制度等導入⽀援
事業 

事業名 【No. 47（介護分）】 
看護職に対する介護教育研修事業 

【総事業費 
（計画期間の総額）】 

889 千円 

事業の対象となる医療介護総
合確保区域 

全区域 

事業の実施主体 福岡県訪問看護ステーション連絡協議会 
事業の期間 平成３１年４⽉〜令和２年３⽉ 
背景にある医療・介護ニーズ 福岡県において団塊の世代が後期⾼齢者となる令和７年度には⾼齢

化率（６５歳以上人口割合）が３０％を超えると予測され、⽣活習
慣病など慢性疾患の増加に伴い、療養や介護も⻑期化していくことが⾒
込まれている。 
アウトカム指標︓令和７年度までに福岡県で必要となる介護人材９
５，２４６人を確保する。  

事業の内容 訪問看護に係る指導者（中堅職員）及び職員を対象に、新人育成及
び医療・介護の知識や技能の向上のために実施する研修に対する⽀援 

アウトプット指標  県内全域で実施、４回開催 
アウトカムとアウトプットの関連 訪問看護に係る看護職員が、新人育成及びタイムリーなテーマで必要な

知識や技術を学ぶことで、介護職員の早期離職防止・定着促進につな
げる。 

事業に要する費⽤の額 ⾦
額 

総事業費 
（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 
889 

基⾦充当
額 

（国費） 
における 
公⺠の別 
（注１） 

公  (千円) 
0 

基⾦ 国（Ａ） (千円) 
593 

都道府県 
（Ｂ） 

(千円) 
296 

⺠ (千円) 
593 

計（Ａ＋
Ｂ） 

(千円) 
889 

うち受託事業等

（再掲）（注

２） 
(千円) 

その他（Ｃ） (千円) 

備考（注３）  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 
（大項目）労働環境・処遇の改善 
（中項目）勤務環境改善⽀援 
（⼩項目）管理者等に対する雇⽤管理改善⽅策普及・促進事業 

事業名 【No. 48（介護分）】 
介護の職場環境改善セミナー実施事業 

【総事業費 
（計画期間の総額）】 

4,000 千円 

事業の対象となる医療介護総
合確保区域 

北九州 

事業の実施主体 北九州市 
事業の期間 平成３１年４⽉〜令和２年３⽉ 
背景にある医療・介護ニーズ 福岡県において団塊の世代が後期⾼齢者となる令和７年度には⾼齢

化率（６５歳以上人口割合）が３０％を超えると予測され、⽣活習
慣病など慢性疾患の増加に伴い、療養や介護も⻑期化していくことが⾒
込まれている。 
アウトカム指標︓令和７年度までに福岡県で必要となる介護人材９
５，２４６人を確保する。  

事業の内容 介護事業所の経営者や管理者を対象に、介護事業所が抱える労務管
理・人材育成に関する課題を解決するための知識や⼿法を学ぶ「介護の
職場環境改善セミナー」を実施。セミナーは人材育成・人材定着の⼿法
や介護経営、メンタルヘルス、労働トラブルの防止などをテーマに実施す
る。 
セミナー受講対象者︓北九州市内の介護保険事業所の経営者及び管
理者  

アウトプット指標 介護事業所の経営者や管理者を対象に、介護事業所が抱える労務管
理・人材育成に関する課題を解決するための知識や⼿法を学ぶセミナー
を実施することで、経営者や管理者を中心とした職場の環境改善を図
り、介護事業所における人材の定着につなげる。 
介護の職場環境改善セミナー︓１０回開催／年 

アウトカムとアウトプットの関連 研修の実施により介護職場の環境改善を図り、介護人材の定着に繋げ
る。 

事業に要する費⽤の額 ⾦
額 

総事業費 
（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 
4,000 

基⾦充当
額 

（国費） 
における 
公⺠の別 
（注１） 

公  (千円) 
2,000 

基⾦ 国（Ａ） (千円) 
2,000 

都道府県 
（Ｂ） 

(千円) 
1,000 

⺠ (千円) 
0 

計（Ａ＋
Ｂ） 

(千円) 
3,000 

うち受託事業等

（再掲）（注

２） 
(千円) 

その他（Ｃ） (千円) 
1,000 

備考（注３）  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 
（大項目）労働環境・処遇の改善 
（中項目）勤務環境改善⽀援 
（⼩項目）雇⽤管理体制の改善に取り組む事業者表彰事業 

事業名 【No. 49（介護分）】 
経営者・管理者向けマネジメント研修事業 

【総事業費 
（計画期間の総額）】 

4,079 千円 

事業の対象となる医療介護総
合確保区域 

福岡・糸島 

事業の実施主体 福岡市 
事業の期間 平成３１年４⽉〜令和２年３⽉ 
背景にある医療・介護ニーズ 福岡県において団塊の世代が後期⾼齢者となる令和７年度には⾼齢

化率（６５歳以上人口割合）が３０％を超えると予測され、⽣活習
慣病など慢性疾患の増加に伴い、療養や介護も⻑期化していくことが⾒
込まれている。 
アウトカム指標︓令和７年度までに福岡県で必要となる介護人材９
５，２４６人を確保する。  

事業の内容 介護保険事業所の経営者及び管理者を対象に人・組織、サービス、財
務に関する統合的なマネジメント研修を実施する。（例︓経営者の意識
改⾰、リーダーシップ開発、組織マネジメント、人事・労務管理改善、人
材育成、メンタルヘルス向上、業務効率化、労働環境改善 等） 
研修受講対象者︓福岡市内の介護保険事業所の経営者及び管理者 

アウトプット指標 介護保険事業所の経営者や管理者が意識改⾰を⾏うとともに、総合的
なマネジメントを学んだり、事業所内のさまざまな課題を解決していくため
の知識や⼿法を⾝につけるための研修を実施することで、経営者や管理
者を中心とした職場の環境改善を図り、介護保険事業所における人材
の定着につなげる。 
介護の職場環境改善セミナー︓１２回開催／年 
 

アウトカムとアウトプットの関連 研修の実施により介護職場の環境改善を図り、介護人材の定着に繋げ
る。 

事業に要する費⽤の額 ⾦
額 

総事業費 
（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 
4,079 

基⾦充当
額 

（国費） 
における 
公⺠の別 
（注１） 

公  (千円) 
2,039 

基⾦ 国（Ａ） (千円) 
2,039 

都道府県 
（Ｂ） 

(千円) 
1,020 

⺠ (千円) 
0 

計（Ａ＋
Ｂ） 

(千円) 
3,059 

うち受託事業等

（再掲）（注

２） 
(千円) 

その他（Ｃ） (千円) 
1,020 

備考（注３）  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 
（大項目）労働環境・処遇の改善 
（中項目）勤務環境改善⽀援 
（⼩項目）雇⽤管理体制の改善に取り組む事業者表彰事業 

事業名 【No. 50（介護分）】 
介護事業所・人材の表彰事業 

【総事業費 
（計画期間の総額）】 

2,000 千円 

事業の対象となる医療介護総
合確保区域 

福岡・糸島 

事業の実施主体 福岡市 
事業の期間 平成３１年４⽉〜令和２年３⽉ 
背景にある医療・介護ニーズ 福岡県において団塊の世代が後期⾼齢者となる令和７年度には⾼齢

化率（６５歳以上人口割合）が３０％を超えると予測され、⽣活習
慣病など慢性疾患の増加に伴い、療養や介護も⻑期化していくことが⾒
込まれている。 
アウトカム指標︓令和７年度までに福岡県で必要となる介護人材９
５，２４６人を確保する。  

事業の内容 経営改⾰や人材育成、職場環境改善など部門ごとに有効な取組を⾏っ
ている事業所を公募・選考・表彰する。表彰式では各部門で受賞した事
業所の表彰及び受賞事業所による事例発表を⾏う。併せて本事業の報
告書を作成して各事業所に配布や福岡市のホームページ等によって、有
効な取組を周知する。 
（各部門の例）︓「経営改⾰」、「人材育成」、「職場環境改善」、「業
務改善・効率化」、「サービス向上」、「人事労務管理改善」等 

アウトプット指標 ・事例募集・選考・表彰は年に１回実施。 
 

アウトカムとアウトプットの関連 介護職員の育成や、処遇・職場環境の改善による介護人材の定着促
進に積極的に取り組む介護事業所を表彰し、その取り組みを広く公開
し、他の介護事業所に周知することで、介護の仕事の魅⼒発信や就業
環境の整備に対する意識の向上を図り、介護人材の確保や定着促進に
つなげる。 

事業に要する費⽤の額 ⾦
額 

総事業費 
（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 
2,000 

基⾦充当
額 

（国費） 
における 
公⺠の別 
（注１） 

公  (千円) 
1,000 

基⾦ 国（Ａ） (千円) 
1,000 

都道府県 
（Ｂ） 

(千円) 
500 

⺠ (千円) 
0 

計（Ａ＋
Ｂ） 

(千円) 
1,500 

うち受託事業等

（再掲）（注

２） 
(千円) 

その他（Ｃ） (千円) 
500 

備考（注３）  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 
（大項目）労働環境・処遇の改善 
（中項目）勤務環境改善⽀援 
（⼩項目）管理者等に対する雇⽤管理改善⽅策普及・促進事業 

事業名 【No. 51（介護分）】 
介護職員キャリアパス構築⽀援事業 

【総事業費 
（計画期間の総額）】 

18,583 千円 
事業の対象となる医療介護総
合確保区域 

全区域 

事業の実施主体 福岡県（委託事業） 
事業の期間 平成３１年４⽉〜令和２年３⽉ 
背景にある医療・介護ニーズ 福岡県において団塊の世代が後期⾼齢者となる令和７年度には⾼齢

化率（６５歳以上人口割合）が３０％を超えると予測され、⽣活習
慣病など慢性疾患の増加に伴い、療養や介護も⻑期化していくことが⾒
込まれている。 
アウトカム指標︓令和７年度までに福岡県で必要となる介護人材９
５，２４６人を確保する。  

事業の内容 介護職員処遇改善加算Ⅰを取得できなかった事業者を主な対象とし
て、人事評価制度や職位・職責に応じた任⽤要件・賃⾦体系の確⽴等
についての助⾔を⾏う。 

アウトプット指標  セミナー開催︓２４回 
 アドバイザーの派遣︓３０回 

アウトカムとアウトプットの関連 介護事業者による的確な人事評価や職務に応じた処遇等を基に個々の
介護労働者のキャリア管理を⾏っていくことが、職員のやりがいや誇りにつ
ながり、『将来に展望をもてる』意欲となる。キャリアアップを推進すること
で、介護職員の確保・定着に結び付ける。 

事業に要する費⽤の額 ⾦
額 

総事業費 
（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 
18,583 

基⾦充当
額 

（国費） 
における 
公⺠の別 
（注１） 

公  (千円) 
0 

基⾦ 国（Ａ） (千円) 
12,389 

都道府県 
（Ｂ） 

(千円) 
6,194 

⺠ (千円) 
12,389 

計（Ａ＋
Ｂ） 

(千円) 
18,583 

うち受託事業等

（再掲）（注２）

(千円) 
12,389 

その他（Ｃ） (千円) 
0 

備考（注３）  
 

 (2) 事業の実施状況 

この項目は、令和 2 年度以降に記載する。 

 


